
公募要領 
平成３０年４月 

平成３０年度 
省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業のうち 

平成３０年度 
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業のうち 

環境省による事業 

ＺＥＨ支援事業 

先進的再エネ熱等導入支援事業 
 

経産省による事業 

ＺＥＨ＋実証事業 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業 
 



 補助金を申請及び受給される皆様へ 
 

① 補助金に関係する全ての提出書類において、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記述を行わな
いでください。 
 

② ＳＩＩから補助金の交付決定を通知する以前に、既に発注等を完了させた事業等については、補助金の
交付対象とはなりません。 
 

③ 補助事業に係る資料、（申請書類、ＳＩＩ発行文書、経理に係る帳簿及び全ての証拠書類）は補助事業の
完了（廃止の承認を受けた場合を含む）の日の属する年度の終了後５年間は、いつでも閲覧に供せるよ
う保存してください。 
 

④ 補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期間内に処分しようと
するときは、事前に処分内容等についてＳＩＩの承認を受けなければなりません。また、その際補助金の返
還が発生する場合があります。なお、ＳＩＩは、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査する
ことがあります。 

※ 処分制限期間とは、導入した機器等の耐用年数期間をいう。 

※ 処分とは、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し、又は担保に供す
ることをいう。 

※ 耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令 （昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）」に
準ずる。 

 

⑤ また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、ＳＩＩとして、補助金
の受給者に対して必要に応じて現地調査等を実施します。 
 

⑥ 上記の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消しを行うとともに
受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額をＳＩＩに返還し
ていただきます（ＳＩＩは、当該金額をそのまま国庫に返納します）。併せて、ＳＩＩから新たな補助金等の交
付を一定期間行わないこと等の措置を執るとともに当該事業者の名称及び不正の内容を公表することが
あります。 
 

⑦ ＳＩＩは、交付決定後、採択分については、事業者名、事業概要等をＳＩＩのホームページ等で公表すること
があります。（個人・個人事業主を除く） 
 

⑧ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０
年８月２７日法律第１７９号）の第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す旨規定されています。予め
補助金に関するそれら規定を十分に理解した上で本事業への申請手続きを行うこととしてください。 

 
                                          一般社団法人 環境共創イニシアチブ  

 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という）が取り扱う補助金は、公的な国庫補助金
を財源としており、社会的にその適正な執行が強く求められます。当然ながら、ＳＩＩとしても厳正に補助
金の執行を行うとともに、虚偽や不正行為に対しては厳正に対処いたします。 
 当事業の補助金の交付を申請する方、採択されて補助金を受給される方は、「補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）」をよくご理解の上、また以下の点に
ついても十分にご認識いただいた上で補助金受給に関する全ての手続きを適正に行っていただきますよ
うお願いいたします。 
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１－４    事業スケジュール 
 （１）  スケジュールの詳細 
 （２）  公募説明会 
１－５  重要事項 
 （１）  重要事項の詳細 

１ 事業概要 

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・   ９９ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １００ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １００ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １００ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １００ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１０ 
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３ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録の公募 

３－１   システム提案者の要件 
３－２  登録対象となるシステムの要件 
３－３  システム登録の流れ 
３－４  システム登録の公募 
３－５  審査 
３－６  システム登録利用書の発行 
３－７  Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの 
      登録移行について 

４ 事業の実施 

４－１   事業年間スケジュール 
４－２  事業詳細スケジュール 
４－３  提案応募～交付決定 
 （１）  事業の公募 
 （２）  提案応募 
 （３）  交付申請 
 （４）  手続代行者について 
 （５）  リース事業者との共同申請について 
 （６）  審査 
 （７）  採択 
 （８）  交付決定 
４－４  補助対象事業の開始～完了 
 （１）  補助対象事業の開始 
 （２）  中間報告書の提出 
 （３）  現地調査（中間検査） 
 （４）  補助対象事業の計画変更 
 （５）  事業完了日 
４－５  実績報告～補助金支払 
 （１）  実績報告及び補助金の額の確定 
 （２）  現地調査（完了検査） 
 （３）  補助金支払 
 （４）  事業成果の公表 
 （５）  使用状況の報告 
 （６）  取得財産の管理等 
 （７）  交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 
４－６  注意事項 
４－７  よくあるご質問について 

５ 交付申請の方法 

５－１   申請について 
５－２  交付申請 提出書類一覧表 

６ 交付申請書及び添付書類の入力例 

７ 申請書提出先及び問合せ先 

 （１）   提出先 
 （２）  発送の注意事項 
 （３）  問合せ先 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０ 

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２１ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３０ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３２ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３３ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５１ 

 



目次  

 ＩＮＤＥＸ 

8 

２ 事業の実施 

２－１  事業年間スケジュール 
２－２  事業詳細スケジュール 
２－３  公募～交付決定 
 （１）  事業の公募 
 （２）  交付申請 
 （３）  審査 
 （４）  採択 
 （５）  交付決定 
２－４  補助対象事業の開始～完了 
 （１）  補助対象事業の開始 
 （２）  中間報告書の提出 
 （３）  現地調査（中間検査） 
 （４）  補助対象事業の計画変更 
 （５）  事業完了日 
２－５  実績報告～補助金支払 
 （１）  実績報告及び補助金の額の確定 
 （２）  現地調査（完了検査） 
 （３）  補助金支払 
 （４）  事業成果の公表 
 （５）  使用状況の報告（定期報告アンケートについて） 
 （６）  取得財産の管理等 
 （７）  交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 
２－６  注意事項 
２－７  よくあるご質問について 

３章ー２．戸建分譲ＺＥＨ実証事業 

１－１   事業内容 
 （１）   補助金名 
 （２）  事業規模 
 （３）  補助対象事業者 
 （４）  補助対象となる住宅 
 （５）  交付要件 
 （６）  申請の単位 
 （７）  補助対象 
 （８）  補助金額および上限額 
 （９）  事業スキーム 
 （１０） 公募期間 
 （１１） 交付決定 
 （１２） 事業期間 
 （１３） 補助対象事業実績報告 
 （１４） 公募説明会 
１－２  重要事項 
 （１）  重要事項の詳細 

１ 事業概要 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６０ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６４ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６５ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６６ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６７ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６８ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７０ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７１ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７２ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７２ 
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４ 交付申請書及び添付書類の入力例 

３ 交付申請の方法 

３－１   申請について 
３－２  交付申請 提出書類一覧表 

５ 申請書提出先及び問合せ先 

 （１）   提出先 
 （２）  発送の注意事項 
 （３）  問合せ先 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７４ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７５ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９３ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９３ 

 





＜はじめに＞ 
 
本公募要領において、 
 
◎ 平成２８年度 「住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金」（ネット・ゼロ・エネルギー・ 
  ハウス支援事業）について「Ｈ２８年度ＺＥＨ支援事業」 
◎ 平成２８年度補正予算「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）普及加速事業費補助金」について 
  「Ｈ２８年度補正ＺＥＨ普及加速事業」 
◎ 平成２９年度「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち 
  住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）」（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業） 
  について「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」 
 
  と記載する。 



１章 我が国のＺＥＨ普及政策と 
補助事業について 



我が国のＺＥＨ普及政策と補助事業について 

我が国では「エネルギー基本計画」（２０１４年４月閣議決定）において、「住宅については、２０２０年までに標準的な新
築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均で住宅の年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロとなる住宅 

（以下、「ＺＥＨ」という）の実現を目指す」とする政策目標を設定しています。 

経済産業省資源エネルギー庁は、この目標の達成に向けたＺＥＨロードマップの検討を行い、そのとりまとめを 

２０１５年１２月に公表しました。 

 

また、経済産業省 資源エネルギー庁は、２０１７年７月に「ＺＥＨロードマップフォローアップ委員会」を設置し、ＺＥＨロー
ドマップの見直し、２０２０年目標の着実な実現に向けた取り組み状況のフォローアップ、追加的な対策の検討や、 

２０３０年目標の実現に向けた課題と対策の検討を行い、そのとりまとめ（案）は、２０１８年４月１日現在、パブリックコメント
を受付中です。 

 

これを受けて、平成３０年度においては、環境省、経済産業省、国土交通省が連携し、引き続き供給を促進すべきＺＥＨ
（注文住宅、低層・中層集合住宅）、将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきＺＥＨ（ＺＥＨ＋、建売住宅、高層集
合住宅）、中小工務店が連携して建築するＺＥＨ（ＺＥＨの施工経験が乏しい事業者に対する優遇）の促進支援を進めて
いくことになりました。 
 
本公募要領は、これら補助事業のうち、家庭内の大幅な低炭素化の実現を図ることを目的とした、環境省による 
ＺＥＨ支援事業、及び先進的再エネ熱等導入支援事業、並びに内外の経済的社会的環境に応じた安定的且つ適切な
エネルギーの需給構造の構築を目的とした、経済産業省によるＺＥＨ＋実証事業、及び戸建分譲ＺＥＨ実証事業を対象
とした補助金事業における公募情報をとりまとめたものです。 
 
※ 「高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」、「ＺＥＨデベロッパー登録」については、 
  「高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業公募要領」、「ＺＥＨデベロッパー登録公募要領」を参照ください。 
 

※ 「平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による集合 
  住宅（低層・中層）における低炭素化促進事業）」については、当該事業の執行団体に問合せてください。 
 
 
 ◆「ＺＥＨロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」については、経済産業省 資源エネルギー庁の 
   ホームページをご確認ください。 
   http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/zeh/ 
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事業趣旨 １ -１ 

我が国のＺＥＨ普及政策と補助事業について １ 



我が国のＺＥＨ普及政策と補助事業について 

【ご参考】 ＺＥＨロードマップにおけるＺＥＨの定義 
 
【基本事項】 
基準一次エネルギー消費量、設計一次エネルギー消費量の対象は暖冷房、換気、給湯、照明とする。 
また、計算方法は、平成２５年省エネルギー基準で定められている計算方法に従うものとする。なお、法改正等に 
伴い計算方法の見直しが行われた場合には、最新の省エネルギー基準に準拠した計算方法に従うこととする。 
 
また、再生可能エネルギー量の対象は敷地内（オンサイト）に限定し、自家消費分に加え、売電分も対象に含める。
但し、エネルギー自立の観点から、再生可能エネルギーは全量買取ではなく、余剰電力の買取とすべきである。ま
た、再生可能エネルギーを貯めて発電時間以外にも使えるよう、蓄電池の活用が望まれる。 
 
 ● 『ＺＥＨ』の定義 
   以下の①～④の全てに適合した住宅 
   ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項） 
     を満たした上で、ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、 
     ４～７地域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ③ 再生可能エネルギーを導入（容量不問） 
   ④ 再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から１００％以上の一次エネルギー消費量削減 
 
 ● Nearly ＺＥＨの定義 
   以下の①～④の全てに適合した住宅 
    ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項） 
      を満たした上で、ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、４～７地 
     域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ③ 再生可能エネルギーを導入（容量不問） 
   ④ 再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から７５％以上１００％未満の 
     一次エネルギー消費量削減 
 
 ● ＺＥＨ Orientedの定義 
   以下の①～②の全てに適合した住宅 
    ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項） 
      を満たした上で、ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、４～７地 
     域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ※ 再生可能エネルギー未導入でも可。 

（注） 上記はＺＥＨロードマップにおけるＺＥＨの定義であり、本事業の要件と異なる部分があります。 

     本事業の要件については次ページ以降をご確認ください。 
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環境省、経済産業省、国土交通省によるＺＥＨに対する支援一覧 

今年度の各省によるＺＥＨに対する支援一覧 １ -２ 

省
庁
の
役
割 

環境省 経済産業省 国土交通省 

引き続き供給を 
促進すべきＺＥＨ 

将来の更なる普及に向けて 
供給を促進すべきＺＥＨ 

中小工務店が連携して 
建築するＺＥＨ 

戸
建
住
宅
（単
体
）へ
の
補
助
事
業 

戸
建
住
宅
（複
数
）へ
の
補
助
事
業 

集
合
住
宅
へ
の
補
助
事
業 

本公募要領に掲載する事業 

執行団体 
一般社団法人 

低炭素社会創出促進協会 

執行団体 
一般社団法人 

環境共生住宅推進協議会 

 
 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥ
Ｈ）化等による住宅における低炭素化
促進事業のうち先進的再生可能エネル

ギー熱等導入支援事業 
 

（以下、「先進的再エネ熱等 
導入支援事業」） 

先進的再エネ熱等導入支援事業 
（Ｐ６８参照） 

 
 

住宅・ビルの革新的省エネルギー
技術導入促進事業 

のうち戸建分譲ＺＥＨ実証事業 
 

（以下、「戸建分譲ＺＥＨ 
実証事業」） 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業 
（Ｐ１５４参照） 

 
住宅・ビルの革新的省エネル
ギー技術導入促進事業 
のうちＺＥＨ＋実証事業 

 

（以下、「ＺＥＨ＋実証事業」） 

ＺＥＨ＋実証事業 
（Ｐ９８参照） 

 
 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハ
ウス（ＺＥＨ）化等による住宅
における低炭素化促進事業
のうちＺＥＨ支援事業 

 

（以下、「ＺＥＨ支援事業」） 

ＺＥＨ支援事業 
（Ｐ２０参照） 

 
 

住宅・ビルの革新的省エネルギー 
技術導入促進事業 

のうち高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マン
ション）実証事業 

 

（以下、「高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・
マンション）実証事業」） 

高層ＺＥＨ－Ｍ 
（ゼッチ・マンション）実証事業 

 
ネット・ゼロ・エネルギー・ハ
ウス（ＺＥＨ）化による 
集合住宅（低層・中層） 

における低炭素化促進事業 

地域型住宅 
グリーン化事業 

各事業の要点比較表 
Ｐ１６参照 

 
 

ＳＩＩが執行する補助事業 

環境省、経済産業省、国土交通省は連携してＺＥＨの普及を推進しています。 
ＳＩＩではこれらのうち、５つの補助事業を執行しています。 

※ 「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」については、ＳＩＩにて執行中です。 
  別途配布しております公募要領をご確認ください。 
※ 「集合住宅（低層・中層）における低炭素化促進事業」、「地域型住宅グリーン化事業」の事業詳細については 
  当該事業の執行団体に問合せてください。 

●住宅用途部分が５層以下の集合住宅 
●住宅用途部分が６層以上の集合住宅 



我が国のＺＥＨ普及政策と補助事業について 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
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業
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０
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進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業

（
Ｐ

６
８
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Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
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Ｐ

９
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）

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
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１
５

４
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事
業

規
模
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掲
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毎

）
約
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２
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１
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２
３
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約
１
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助

対
象

と
な

る
事

業
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築
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建

住
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の
建

築
主
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築

戸
建

建
売
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の
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予
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存
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の
所

有
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０

年
度

　
Ｚ
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Ｈ
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０
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＋
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事
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０
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Ｈ
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築
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Ｈ
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建

売
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の

種
別

区
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５
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０
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０
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Ｈ

＋
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５
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０
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０
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Ｈ

＋
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２
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Ｈ
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Ｈ
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Ｈ
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９
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け
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 Ｚ
Ｅ

Ｈ
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ル
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ー
/プ

ラ
ン
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ー

は
、

 実
績
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告

書
を

提
出

す
る

こ
と

Ｓ
Ｉ

Ｉ
に

登
録
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れ

た
Ｚ

Ｅ
Ｈ

ビ
ル
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ー
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ラ
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２
９
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録
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け
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Ｈ
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９
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録
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 Ｚ
Ｅ

Ｈ
ビ

ル
ダ

ー
/プ

ラ
ン

ナ
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は
、

 実
績

報
告

書
を

提
出

す
る

こ
と

交
付

要
件

の
主

な
ポ

イ
ン

ト
 Ｚ

Ｅ
Ｈ

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

に
お

け
る

  
「
Ｚ

Ｅ
Ｈ

の
定

義
」
を

満
た

し
て

い
る

こ
と

 併
願

す
る

 「
Ｈ

３
０

年
度

　
Ｚ

Ｅ
Ｈ

支
援

事
業

」
、

 「
Ｈ

３
０

年
度

　
Ｚ

Ｅ
Ｈ

＋
実

証
事

業
」
、

 「
Ｈ

３
０

年
度

　
戸

建
分

譲
Ｚ

Ｅ
Ｈ

実
証

事
業

」
の
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ず

れ
か

の
交

付
決

定
を

受
け

て
い

る
こ

と

　
・
Ｚ

Ｅ
Ｈ

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

に
お

け
る

  
「
Ｚ

Ｅ
Ｈ

の
定

義
」
を

満
た

し
て

い
る

こ
と
且

つ
、

　
以

下
の

①
と
②

を
満

た
す

こ
と

  
①

更
な

る
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

実
現

　
（

２
５

％
以

上
の

一
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

削
減

）

　
＜

選
択

要
件

＞

　
②

以
下

の
う
ち

２
つ

以
上

を
導

入

　
・
外

皮
性

能
の

更
な

る
強

化

　
・
高

度
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ
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メ
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電

気
自

動
車

（
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車
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自
家

消
費

の
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・
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助
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象
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け
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取
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Ｅ
Ｌ

Ｓ
証

を
活

用
し

た
営

業
広
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行
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こ

と

補
助

対
象

住
宅

の
補

助
額

一
戸

あ
た

り
 定

額
７

０
万

円
定

額
９

０
万

円
一

戸
あ

た
り
 定

額
１

１
５

万
円

 「
Ｈ

３
０

年
度

　
Ｚ

Ｅ
Ｈ

支
援

事
業

」
又

は

 「
Ｈ

３
０

年
度

　
Ｚ

Ｅ
Ｈ

＋
実

証
事

業
」
と
同

額

蓄
電

シ
ス

テ
ム

の
補

助
額

  
初

期
実

効
容

量
　
１

ｋ
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ｈ
あ

た
り
３

万
円

（
補

助
対

象
経

費
の

１
／

３
又

は

  
３

０
万

円
の

い
ず

れ
か

低
い

額
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初

期
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ｋ
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た
り
３

万
円

（
補

助
対

象
経

費
の

１
／

３
又

は
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万

円
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れ
か

低
い

額
）
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Ｈ

３
０

年
度
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Ｅ
Ｈ

支
援

事
業

」
又
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０
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度
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Ｈ

＋
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額
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事
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：
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象
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補助事業要点比較表 １ -３ 

本公募要領に掲載する補助事業の要点は以下のとおりです。 
（※事業の詳細については、各ページを必ずご確認ください） 

表 元データ（Excel） 
パス：¥¥192.168.1.10¥zeh_conso¥H30¥公募要領¥01.戸建¥修正ページ¥素材¥【中田修正版】もくじ
20180312 
高さ：16.65ｃｍ 
幅  ：20.98ｃｍ 

経
済
産
業
省
に
よ
る
補
助
事
業

 
環
境
省
に
よ
る
補
助
事
業

 









２章 環境省による事業 
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Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

２章-１．ＺＥＨ支援事業 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 



平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

21 

（１） 補助金名 
 

  平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業） 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）のうちＺＥＨ支援事業 
  略称：平成３０年度 ＺＥＨ支援事業 （以下、２章－１において「本事業」という） 

事業内容 １ -１ 

（２） 事業規模 
 

  事業規模 約２２億円 （一次公募分） 

（３） 補助対象となる事業者と住宅 
 

  補助対象となりうる事業者（以下、「申請者」という）は、新築戸建住宅の建築主、新築戸建建売住宅※１の購入予定者、 
  又は既存戸建住宅の所有者に限ります。 
  また、「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ５３参照）に記載されている事項に該当する者が行う事業は、 
  本補助金の交付対象としません。 
  補助対象となる住宅は下記①～⑤の条件を満たすものに限ります。 
 

  ① 申請者が常時居住する住宅。 
    （住民票等により確認を事業完了後も求める場合があります） 
    （注）既存戸建住宅においては、申請時に住民票等の提出を求める場合があります。 
 

  ② 専用住宅であること。 
    但し、住宅の一部に店舗等の非住居部分がある場合は、住居部分が「設備等の要件及び補助対象設備等 
    一覧」（Ｐ２９参照）の要件を満たしている場合には申請することができます。 
 

  ③ 既存戸建住宅の場合は、申請時に申請者自身が所有していること。 
    （登記事項証明書の提出を求める場合があります） 
 

  ④ 新築戸建建売住宅※１の場合は、申請者は建売住宅の購入予定者であること。 
 

  ⑤ 賃貸住宅・集合住宅は対象外。 
    但し、申請者が所有する賃貸住宅・集合住宅の一部に申請者が居住し、且つその住戸が本事業の公募要件を 
    満たす場合は、その自宅部分について申請することができます。 ※2 

  ※１ 建売を前提に建築され、一度も登記されたことのない住宅 
 

  ※２ 「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」及び「平成３０年度 二酸化炭素排出抑制 
     対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による集合住宅（低層・中層）における低 
     炭素化促進事業）」との併願は出来ません。 

事業概要 １ 
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（４） 交付要件 
 
 

    以下の要件を全て満たす住宅であること。 
 

  ① ＺＥＨロードマップにおける「ＺＥＨの定義」を満たしていること。 
 

     １） 住宅の外皮性能は、地域区分毎に定められた強化外皮基準（ＵＡ値）以上であること。（Ｐ２９参照） 
     ２） 設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上 
          削減されていること。 ※1 
      ３） 太陽光発電システム等の再生可能エネルギー・システムを導入すること。 ※２ ※５ 

            売電を行う場合は余剰買取方式に限る。＜全量買取方式は認めません＞ 
      ４）  設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から１００％ 
        以上削減されていること。 ※１ ※３ ※４ ※５ ※６ 
 

  ② 申請する住宅は、ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナー（「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」参照） 
      が設計、建築、改修又は販売を行う住宅であること。なお、平成２８年度および平成２９年度に登録を受けたＺＥＨ 
          ビルダー/プランナーのうち、ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書を未提出のＺＥＨビルダー/プランナーが 
     関与する住宅は補助対象外とします。 
     （ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告については「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ１５参照） 
 

       （注）  住宅の種類とＺＥＨビルダー/プランナー登録の地域・種別の区分は対応している必要があります。 
             例えば、建売住宅については、その住宅の地域において、建売住宅の区分でＺＥＨビルダー/プランナー 
        登録をされている事業者が販売する建売住宅のみが対象となります。異なる地域でＺＥＨビルダー/プラン 
        ナー登録されている事業者や注文住宅の区分のみでＺＥＨビルダー/プランナー登録をされている事業者 
        が販売する建売住宅は、補助対象になりません。 
  

  ③ 申請する住宅について、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けている 
     ものに限る）にて、『ＺＥＨ』であることを示す証書を原則として中間報告前に取得し、その写しを中間報告時に 
     提出できること。（Ｐ３１参照） ※７ 
 

  ④ 導入する設備は本事業の要件を満たすものであること。（Ｐ２９～Ｐ３０参照） 
 

  ⑤ 要件を満たすエネルギー計測装置を導入すること。（Ｐ３２参照） 
 

  ⑥ 既存戸建住宅は、住宅全体の断熱改修を含み、導入する設備は原則として全て新たに導入すること。 
 

  ⑦ 申請する住宅の補助対象費用（蓄電システムを除く）は、ＳＩＩが定める上限額以下 
     であること。（Ｐ３３～Ｐ３４参照） 

   ※１ エネルギー計算は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下、「建築物省 
       エネ法」という）に基づく「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令  
              第１号・以下、建築物エネルギー消費性能基準」という）」に準拠するものとします。 
       また、エネルギー計算は空調（暖房・冷房）、給湯、換気、照明に係る各設備に関する一次エネルギー消費量に限定し、 
       「その他一次エネルギー消費量」は除きます。 
 

      ※２ 既存戸建住宅においては、既設の太陽光発電システムも認めます。 
 

      ※３ 再生可能エネルギーを加えて１００％以上一次エネルギー消費量が削減されていることの計算においては、売電分の 
       創エネルギーを計算に含みます。 
 

      ※４ 本事業では、寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分Ａ１又はＡ２）又は多雪地域（垂直積雪量１００ｃｍ以 
       上）の場合に限り、 Nearly ＺＥＨ も補助対象とします。この場合において、設計一次エネルギー消費量は、再生可能 
       エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から７５％以上削減されている必要があります。 
       なお、多雪地域とは、原則として「国土交通省告示第４７４号に基づく「別表１ 市町村の区域に応じた垂直積雪量（ｄ）」 
       に準拠するものとします。 
 

   ※５  本事業では、北側斜線制限（２階建以上の住宅に影響が生じる場合）の対象となる用途地域（第一種及び第二種低層 
       住居専用地域並びに第一種及び第二種中高層住居専用地域）であって、敷地面積が８５㎡未満である土地に建築さ 
       れるもの（平屋建ての場合を除く）に限り、ＺＥＨ Oriented も補助対象とします。この場合において、設計一次エネル 
       ギー消費量は、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上削減されている必要がありま 
              す。 
 

   ※６ 本年度、ＳＩＩに登録されたＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム（Ｐ１１９参照）を導入する事業については、 
       Ｗｅｂプログラムによる評価において、Nearly ＺＥＨ となっていることを前提に、当該システムによる省エネルギー効果を 
       加味することでＺＥＨ相当となる場合、補助金の交付要件への適合性の判断をするにあたりＺＥＨであるものとみなし 
       ます。 
 

   ※７ 本事業では、「※４」、「※５」を満たす場合に限り、 Nearly ＺＥＨ、ＺＥＨ Orientedであることも可とします。 
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（５） 補助対象 

 ① 補助対象 
    １） 住宅の設備等 
        補助金交付の対象は、補助対象住宅に導入する設備等のうち、「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」 
        （Ｐ２９～Ｐ３０参照）に「該」と記載するものとなります。 
        補助対象設備等は新品を導入すること。 
 

    ２）  蓄電システム 
        補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとなります。 
        ・本事業の補助対象住宅に導入される蓄電システムであること。 
        ・本年度、ＳＩＩに製品登録された蓄電システムであること。 
        ・導入価格が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。（Ｐ３０参照） 
        ・蓄電システムの導入目的と接続及び運用の要件を満たすものであること。（Ｐ３０参照）  
        ・導入する蓄電システムは新品であること。 

ＳＩＩでは、本事業の補助対象となる蓄電システムの公募を一般公募に先駆けて開始し、審査の上、補助対象機器 
一覧として登録、公表します。 
（蓄電システム登録済製品一覧：https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 
蓄電システムの製品登録については「蓄電システム製品登録公募要領」をご確認ください。 

  ② 他の補助事業との調整  
    補助対象費用には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行の適正化 
    に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下、「適正化法」という）第２条第４項第１号に掲げる給付金及び 
    同項第２号に掲げる資金を含む）と重複する対象費用を含めないでください。 
    国からの他の補助事業に申請している、又は申請する予定の場合は後述の実施計画書にその補助事業名 
    及び補助対象について必ず記入してください。 
    国からの他の補助金を重複受給した場合は、不正行為とみなし、当該補助金に係る交付決定の取り消しを 
    行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還 
    していただくことになります。 
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（６） 補助金額および上限額 

  ① 補助対象住宅 
 

   ・交付要件を満たす住宅  
    一戸あたり 定額 ７０万円 （地域区分・建物規模によらず全国一律）  
     ※交付要件を満たす場合に限り、Nearly ＺＥＨ、ＺＥＨ Orientedも同額の補助金額とする。 
 

  ② 蓄電システム 

    補助対象住宅に蓄電システム※１を導入する場合には、補助金額を以下のとおり加算します。 

    蓄電システムの補助額 ： 初期実効容量※２１ｋＷｈあたり３万円                 

    蓄電システムの補助額上限 ： 補助対象経費※３の１／３又は３０万円のいずれか低い金額 
 

    ※１ 蓄電システムの要件は「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」（Ｐ３０参照）をご確認ください。 

    ※２ ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれか低い方を適用し補助額を 

        算出します。また、補助額計算上は初期実効容量の小数点第二位以下は切り捨てとします。  

    ※３ 蓄電システムの工事費は、補助対象外とします。 
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【新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナーの要件】 

 ① ＺＥＨビルダー/プランナー登録を受けた後に「Ｈ２８年度ＺＥＨ支援事業」、「Ｈ２８年度補正ＺＥＨ普及加速 

   事業」及び「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」又は「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、 

   「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」において、自らがＺＥＨビルダー/プランナーとして関わる交付決定を 

   １件も受けていないこと。 

 ② ①の対象となるＺＥＨビルダー/プランナーが関与する補助対象住宅による申請が複数ある場合は、 

   申請書の受付日※が最も早い事業のみを優先対象とする。 

 ③ ②の対象となる申請が複数ある場合は、「年間の一次エネルギー消費削減率（再生可能エネルギー・システムに 

   よる創エネルギー量を除く）」が最も高い１事業のみを優先対象とする。 
 

   ※平日１７時までに到着した申請書は同日を受付日とします。 

   ※平日１７時を超えて到着した申請書は翌平日を受付日とします。 

一次公募 二次公募 三次公募 

新規取り組み 
ＺＥＨビルダー/プランナー 

約６００件 
  二次公募開始までに 
  ＳＩＩホームページで公表 

  三次公募開始までに 
  ＳＩＩホームページで公表 

その他の 
ＺＥＨビルダー/プランナー 

約２,４００件 

本事業の趣旨及びＺＥＨ普及加速の観点から、ＺＥＨ普及に新たに取り組むＺＥＨビルダー/プランナー（以下、 
「新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナー」という）が関与する申請について、その他のＺＥＨビルダー/プランナーが 
関与する申請と分けて、それぞれについて申請書を先着順に受付けします。 

（２） ＺＥＨ補助事業に新たに取り組むＺＥＨビルダー/プランナーが関与する交付申請 

■ 採択件数（予算規模より想定） 
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（１） 公募の方法 

ＳＩＩは、公募期間を定め、先着順に受付します。 
また、公募期間中であっても補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
予算に達した日以降に到着した申請分は、原則受理しませんので、十分注意してください。 
ＳＩＩでは、申請状況をみて必要に応じて受付可能な補助金の残額をホームページで公表します。申請の目安として 
ください。 

公募方法 １ -２ 
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 ・公募期間内にＳＩＩが受付けた申請書を順次審査し、審査の結果、補助対象事業として交付決定したものを 
   申請者に対して通知します。（先着順）（Ｐ４２参照） 
 ・申請書の受付は、公募期間内の平日（月曜～金曜）のみ行います。 
  （土日祝日は申請書の受付は行いません） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （注） 公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。  
 

 （注） 不備不足のない申請書が到着した日が、交付申請の受付日となります。 
     申請書類に不備不足がある場合は、原則申請を受理しませんので注意してください。 
     特に、登録印の押印、印鑑登録証明書、建築図面、実施計画書が不足する申請については 
     一切受理しません。 
     なお、到着後に不備不足が認められた申請書は不受理扱いとし、着払いにて申請者 
     （手続代行者がいる場合は手続代行者）に返送します。 
     不備書類の返送を受けた後に、改めて申請を希望する場合は、不備不足の解消を確認の上、 
     申請してください。 
 

 （注） 申請書の発送における注意事項（Ｐ６４参照）を必ず確認の上、ＳＩＩに発送してください。 
 

 （注） 公募期間中であっても、補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
     予算に達した日以降に到着した申請分は、原則受理しませんので、十分注意してください。 
     なお、予算に達した日及びその翌営業日以降に到着した申請書については、申請者又は手続代行者を 
     介した場合は手続代行者に着払いで申請書を返却します。 
 

     但し、公募初日に申請金額の合計が予算に達した場合は、不備・不足のない申請書類を対象として抽選を 
     行い、受付対象を決定します。 
     抽選結果は、申請書受領日から１週間以内に申請者（手続代行者がいる事業は手続代行者）に通知します。 

交付申請に際して、ＳＩＩが個々のＺＥＨビルダー/プランナーに設定した一公募あたりの採択目安数を超えた 
事業については、申請を受付けできません。注意してください。 
 

※ 採択目安数については、「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ２７をご確認ください。 
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（３） 交付申請の受付方法 
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      ① 公募期間         
      一次公募 平成３０年 ５月２８日（月） １０時 ～ 平成３０年 ６月２９日（金） １７時必着        
      二次公募 平成３０年 ７月１７日（火） １０時 ～ 平成３０年 ８月１０日（金） １７時必着 （予定） 
      三次公募 平成３０年 ８月２３日（木） １０時 ～ 平成３０年１０月 ５日（金） １７時必着 （予定） 
      ※ 締切間際の申請は配送事故等で想定した到着日より遅くなる場合もありますので、 
         余裕を持った申請をお願いします。 
        なお、公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 
      ※ 公募期間中であっても、補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
         予算に達した日以降に到着した申請分は原則受理しませんので、十分注意してください。 
 

      ② 交付決定      
      申請書の到着日から約１ヶ月後までを目途に随時交付決定を行います。 
      但し、申請が集中した場合等に交付決定が遅れる場合があります。 
      なお、各公募の最終交付決定日は以下のとおりとします。 
      一次公募 平成３０年 ７月１１日（水） （予定） 
      二次公募 平成３０年 ８月２９日（水） （予定） 
      三次公募 平成３０年１０月２４日（水） （予定） 
      ※ 交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱 
        説明書」及び「交付決定番号が記載された指定のボード」を送付しますので、事業に着手する前に必ずお読 
        みください。（Ｐ４２参照） なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」及び「交付決 
               定番号が記載された指定のボード」を送付します。 
        （本事業では、事務取扱説明会は実施いたしません） 

          ③ 事業期間         
     事業期間は原則以下のとおりとします。  
     一次公募の交付決定者  交付決定通知を受領後 ～ 平成３０年１２月１４日（金） 
     二次公募の交付決定者  交付決定通知を受領後 ～ 平成３１年  １月１８日（金） （予定） 
     三次公募の交付決定者  交付決定通知を受領後 ～ 平成３１年  ２月  １日（金） （予定） 
     ※木造伝統工法等の既存改修事業で指定の事業期間までに事業完了できない場合は、 
       別途ＳＩＩに問合せてください。   

事業スケジュール １ -３ 

（１） スケジュールの詳細 

■本事業のスケジュール 
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ＺＥＨビルダー/プランナー登録

Ｗｅｂプログラム未評価省エネル

ギー・

システム

蓄電システム製品登録

ＺＥＨ支援事業

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

審査期間

審査期間

一次公募
（先着順・都度交付）

二次公募
（先着順・都度交付）

全件交付決定完了

事業期間

全件交付決定完了

5/28～6/29
7/11

8/29
7/17～8/10

三次公募
（先着順・都度交付）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

4/5～4/27
実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

9/26
8/23～9/14

製品登録公募説明会 4/6

4/11～4/24

公募説明会

4/5～5/7 ◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21

実

績

報

告

新

規

登

録

ＺＥＨビルダー/プランナー登録

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・

システム

蓄電システム製品登録

ＺＥＨ支援事業

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

審査期間

審査期間

一次公募
（先着順・都度交付）

二次公募
（先着順・都度交付）

全件交付決定完了

事業期間

全件交付決定完了

5/28～6/29
7/11

8/29
7/17～8/10

三次公募
（先着順・都度交付）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

4/5～4/27
実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

8/23～10/5

製品登録公募説明会 4/6

4/11～4/24

公募説明会

4/9～5/7 ◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21
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（１） 重要事項の詳細 
   

   ① 交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手すること。 
   その際、着手前の住宅建設地（更地）を交付決定番号が記載された指定のボードと共に必ず撮影すること。 
   ※事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと罰則の対象となります。 
 

  ② 交付決定後の申請内容の変更は原則認めません。 
    変更する場合は、申請取下げの手続きを行い、申請可能な公募に改めて申請してください。 
 

   ③ 申請者は、事業完了後速やかに補助対象となる住宅に居住すること。 
     補助対象事業実績報告書の提出日までに補助対象住宅に居住していない場合は、原則補助対象外となります。 
 

   ④ 交付申請書の提出をもって「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ５３参照）に同意したものとします。 
      申請者が誓約事項に違反した場合は、交付決定の取り消し等の措置をとります。 
 

  ⑤ 交付申請書並びに補助対象事業実績報告書に不備・不足がある場合は、原則、書類を受理しませんので 
    ご注意ください。 
 

  ⑥ 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。 

  ※ Ｐ４６「注意事項」を必ず確認してください。 

（２） 公募説明会 
 

  全国１８箇所（札幌・旭川・盛岡・仙台・新潟・金沢・東京・長野・名古屋・大阪・米子・広島・高松・高知・福岡・ 
   熊本・鹿児島・那覇を予定）にて公募説明会を実施いたします。 
  詳しくはＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/moe_zeh30/）をご覧ください。 
   なお、「平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、 
  「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」の説明会を合同開催します。 

重要事項 １ -４ 

※ スケジュールは変更となることがあります。必ずＳＩＩのホームページをご確認ください。 

           ④ 補助対象事業実績報告  
                   事業完了日から１５日以内、且つ、以下の期日内に提出することを原則とします。  
      一次公募の交付決定者  平成３０年１２月２１日（金） １７時必着 
           二次公募の交付決定者  平成３１年  １月２５日（金） １７時必着（予定） 
      三次公募の交付決定者  平成３１年 ２月  ８日（金） １７時必着（予定） 
 

           ※ 事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。 
               新築戸建建売住宅においては、引渡しを終え、且つ、住宅の購入代金の支払が完了した日付を指します。 

1月 2月 3月

2018年 2019年

10月 11月 12月

実績報告書提出期限
審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)

事業期間

実績報告書提出期限
審査完了(予定)

事業完了期限 12/14まで

12/21

事業完了期限 1/18まで
1/25

事業期間 事業完了期限 2/1まで
審査完了(予定)

全件交付決定完了 実績報告書提出期限
2/8

全件補助金支払完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)
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1月 2月 3月

2018年 2019年

10月 11月 12月

実績報告書提出期限
審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)

事業期間

実績報告書提出期限
審査完了(予定)

事業完了期限 12/14まで
12/21

事業完了期限 1/18まで
1/25

事業期間 事業完了期限 2/1まで
審査完了(予定)

10/24
全件交付決定完了 実績報告書提出期限

2/8

全件補助金支払完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)
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設備等の種類 

必
須
要
件 

補
助
対
象 

要件となる基準 

全体共通 ● ― 

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく、「建築物エネルギー消費性能基準」に準拠 
 した評価方法（Ｐ２２参照）により、評価対象の住宅の年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロ 
 以下であること。 
・設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上 
 削減されていること。  
・設備等のうち補助対象となるものについては、ＪＩＳ等の公的規格や業界自主規格等への適合確認を示す 
 ことができるものを導入すること。 
・寒冷地（地域区分１又は２地域）、低日射地域（日射区分A1又はA２地域）、多雪地域（垂直積雪量１００cm 
 以上）に限り、設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを加えて基準一次エネルギー消費量 
 から７５％以上の削減（Nearly ＺＥＨ）であること。 
・都市部狭小地（北側斜線制限の対象となる用途地域であって敷地面積が８５㎡未満である土地）に 
 建築されるもの（ＺＥＨ Oriented）であること。（但し、平屋建ての場合を除く） 

 
高断熱外皮 

● 該 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

外皮平均熱貫流率 
（ＵＡ値） 

０．４０以下 
０．５０ 
以下 

０．６０以下 － 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

冷房期の平均日射 

熱取得率（ηＡＣ値） 
基準値なし 

３．０ 
以下 

２．８ 
以下 

２．７ 
以下 

３．２ 
 以下 

空
調
設
備 

暖房
冷房
設備 

 高効率個別エアコン 
 （マルチエアコンも可） 

● 

該 
・主たる居室に設置する個別エアコンのエネルギー消費効率が、建築研究所のホームページで公開されて 
 いる冷房効率 区分（い）を満たす機種であること。  
 （http://www.kenken.go.jp/becc/documents/house/4-3_20140117.pdf の 表Ａ. ２参照） 

暖房
設備 

 パネルラジエーター 該 

・以下①～③のいずれかを満たすこと。 
①熱源設備が石油温水式またはガス温水式であって潜熱回収型（暖房部熱効率が８７％以上）のもの。 
②熱源設備が電気ヒートポンプ式熱源機であって暖房時ＣＯＰ３.３以上のもの。 
③「要件となる基準」を満たす給湯設備に接続して空調するもの。 

 温水式床暖房 該 

・主たる居室に設置する場合は以下①～③のいずれかを満たすこと。 
①熱源設備が石油温水式またはガス温水式であって潜熱回収型（暖房部熱効率が８７％以上）のもの。 
②熱源設備が電気ヒートポンプ式熱源機であって暖房時ＣＯＰ３.３以上のもの。 
③「要件となる基準」を満たす給湯設備に接続して空調するもの。 

 ヒートポンプ式セントラル 
 空調システム 

該 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

ＣＯＰ  ３.０以上  ３.３以上 ３.７以上 
基準値 

なし 

冷房 
設備 

 ヒートポンプ式セントラル 
 空調システム 

該 
地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

ＣＯＰ   基準値なし ３.３以上 

給湯 
設備 

 電気ヒートポンプ給湯機 
 （エコキュート等） 

● 

該 
・貯湯缶が一缶のものに係るＪＩＳ基準（ＪＩＳ Ｃ ９２２０)給湯機に基づく年間給湯保温効率・年間給湯効率が 
 ３．３以上であること。貯湯缶が多缶の場合は３．０以上であること。 
・上記に関わらず寒冷地（１・２・３地域）の場合は年間給湯保温効率・年間給湯効率が２.７以上であること。 

 潜熱回収型ガス給湯機 
 （エコジョーズ等） 

該 ・エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。  

 潜熱回収型石油給湯機 
 （エコフィール等） 

該 ・エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。  

 ガスエンジン給湯機 
 （エコウィル等） 

該 
・ガス発電ユニットのＪＩＳ基準（ＪＩＳ Ｂ ８１２２）に基づく発電及び排熱利用の総合効率が、 
  低位発熱量基準（ＬＨＶ基準）で８０％以上であること。  

 ヒートポンプ・ガス瞬間式 
 併用型給湯機 
 （ハイブリッド給湯機） 

該 
・熱源設備は電気式ヒートポンプと潜熱回収型ガス機器と併用するシステムで、貯湯タンクを持つもの。 
・電気式ヒートポンプの効率が中間期（電気ヒートポンプのＪＩＳ基準に定める中間期）のCOPが４.７以上かつ、   
  ガス機器の給湯部熱効率が９５％以上であること。 

 太陽熱利用システム 該 

・太陽熱温水器の場合はＪＩＳ Ａ ４１１１に規定する住宅用太陽熱利用温水器の性能と同等以上の性能を  
  有することが確認できること。 
・ソーラーシステムと呼ばれる強制循環式の場合は、ＪＩＳ Ａ ４１１２に規定する「太陽集熱器」の性能と同等 
  以上の性能を有することが確認できること。（蓄熱槽がある場合は、ＪＩＳ Ａ ４１１３に規定する太陽蓄熱槽 
  と同等以上の性能を有することが確認できること） 

 燃料電池 
 （エネファーム等） 

― ・エネルギー消費性能計算プログラムにおいて選択可能な機種であること。 
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設備等の要件及び補助対象設備等一覧 ２ -１ 

事業要件 ２ 

※３ 

※２ 

※５ 

※５ 

※５ 

※６ 

※１ 

※５ 

※５ 

※６ 

※６ 

※６ 

※６ 
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設備等の種類 

必
須
要
件 

補
助
対
象 

要件となる基準 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備 

 換気設備（２４時間換気に係るもの） ● 該 

・設置する換気設備は以下いずれかの要件を満たすこと。 

換気方式 要件 

熱交換型換気設備 温度（顕熱）交換効率65%以上 

熱交換型以外の換気設備 
ダクト式換気・第一種換気 比消費電力が０.４W/(m3/h)以下 

上記以外 比消費電力が０.２W/(m3/h)以下 

照明 
設備 

 ＬＥＤ照明  
● 

― ・ＬＥＤが光源であるもの。 

 蛍光灯 ― ・インバータータイプで１００（ｌｍ/Ｗ）以上のもの。 

創エネルギー 
システム 

太陽光発電システム等の 
再生可能エネルギー・ 

  システム 
● ― ― 

 蓄電システム ○ 該 

・以下の全てを満たす蓄電システムであること。 
・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 
・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムで 
 あること。 

保証年数 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年以上 

目標価格 

（蓄電容量１ｋＷｈあたり） 
１２.０万円 １３.２万円 １４.４万円 １５.６万円 １６.８万円 １８.０万円 

・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 
＜導入目的＞ 
 再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器で 
 あること。 
＜接続及び運用の要件＞ 
 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できる 
 もの。 
 （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

 エネルギー計測装置（ＨＥＭＳ） ● ― 

【エネルギー計測装置】 
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・１台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
・計測されたデータの表示ができること。 
・詳細はＰ３２「ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の要件」参照。 
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設備等の種類 
要
件
 

補
助
対
象 

要件となる基準 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備 

 換気設備（２４時間換気に係るもの） ● 該 

・設置する換気設備は以下いずれかの要件を満たすこと。 
 

照明 
設備 

 ＬＥＤ照明  
● 

― ・ＬＥＤが光源であるもの。 

 蛍光灯 ― ・インバータータイプで１００（ｌｍ/Ｗ）以上のもの。 

創エネルギー 
システム 

太陽光発電システム等の 
再生可能エネルギー・ 

システム 
● 該 ― 

蓄電システム ○ 該 

以下の全てを満たす蓄電システムであること。 
 
・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 
・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 
 ＜導入目的＞ 
 再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器であること。 
 ＜接続及び運用の要件＞ 
 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できるもの。 
 （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

ＨＥＭＳ ● ― 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・ＨＥＭＳコントローラは、１台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
・計測されたデータの表示ができる。 
・詳細はＰ●「ＨＥＭＳコントローラの要件」参照。 

※８ 

※７ 

※９ 

※１０ 

●：本事業で導入を必須とすること 
○：補助対象として導入する場合は、要件を満たすこと   
該：本事業で導入した場合は、補助対象となるもの 

※２  いずれかの冷房設備及び暖房設備を導入すること。 
     但し、１・２地域の「冷房」、８地域の「暖房」に限り、「設置しない」という申請を認める。 

※８  本事業の補助対象機器（蓄電システム）一覧は、ＳＩＩホームページで随時公表する。  
     URL：https://sii.or.jp/zeh/battery/search 

※３  いずれかの設備を導入すること。 

（注）補助対象設備を複数台導入する場合は全ての設備において設備要件を満たすこと。 

※４  外壁、外気に接する天井、屋根、最下階の床、基礎等に用いる断熱材及び、窓・ガラス等の開口部材を補助対象とする。 
     構造材（柱、梁、筋違、構造ボード等）、内装ボード、 仕上げ材（内装、外装）、玄関ドアは補助対象外とする。 

※６  熱源機、貯湯タンク及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 

※７  換気装置（本体）及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 

※１０ 太陽光発電等の電力変換装置が蓄電システムの電力変換装置と一体型の蓄電システム（以下、「ハイブリッド」という）の場合、目標価格との    
     比較においてハイブリッド部分に係る経費分を控除することができる。 
     ハイブリッド部分に係る経費を切り分けられない場合、当該電力変換装置の定格出力（系統側）１ｋＷあたり１万円を控除することができる。 
    （定格出力の小数点第二位以下は切り捨てる） 

※９  目標価格を判定する保証年数は、ＳＩＩに登録された年数とする。 
     原則メーカーの保証年数（無償保証に限る）とする。当該機器製造事業者外の保証（販売店保証等）は含めない。但し、ＳＩＩが指定するサイ 
     クル試験結果から得られる性能年数とすることも認める。 

※５  ＜高効率個別エアコンの場合＞  室内機、室外機及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 
    ＜温水式床暖房、ヒートポンプ式セントラル空調システムの場合＞ 専用熱源機及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 
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※１  「先進的再エネ熱等導入支援事業」（Ｐ６８参照）と併せて導入する場合は、空調設備の暖房機器、給湯設備のうち、当該事業で補助対象設備 
     となるものについては、補助対象外とする。 
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ＺＥＨが自立的に普及するためには、住宅のエネルギー消費性能の見える化を通じて、ＺＥＨ等のエネルギー消費性能
に優れた住宅が市場で適切に評価され、消費者に選択されるための環境が整備されることが重要です。そのためにも、
第三者の評価による住宅の省エネ性能表示制度の普及が重要となります。 
本事業では、申請する住宅は建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けているも
のに限る）を原則として中間報告前に取得し、中間報告時にその写しを提出できることを交付要件としています。 

取得する省エネ性能表示の要件 ２ -２ 

（１） 省エネ性能表示取得に関する要件 
 
 

   以下の要件を全て満たすこと。 
  

  ① 取得する省エネ性能表示は、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けて 
    いるものに限る）によるもので、補助対象住宅が『ＺＥＨ』※1であることを示すものであること。 
       また、原則として本事業の交付要件に定める外皮性能を満たし、且つ、交付申請時に提出する実施計画書の 
       再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量を除く一次エネルギー消費削減率及び外皮平均熱貫流率 
       （ＵＡ値）が同じか上回っていることが、数字で表示・確認できること。 
 

  ② 「省エネ性能表示」及びその表示に関する「評価書」を入手し、原則として中間報告時にその写しを提出できること。 
 

    ※1 本事業では、交付要件を満たす場合に限り、 Nearly ＺＥＨ、ＺＥＨ Orientedであることも可とします。 
 

（２） 注意事項 
 

  ① 補助対象事業実績報告書提出の期日までに省エネ性能表示を取得できない（又は取得しない）場合は、補助金 
    の交付を受けることができませんので注意してください。 
 
  ② 省エネ性能表示を受けた結果、本事業の要件に不適合となった場合は、補助金の交付を受けることができません。 
 
  ③ エネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）は、例年４月と１０月に改変が行われていますので、 
    十分注意してください。 

【参考】 国土交通省 建築物省エネ法のページ（２０１８年４月１日）   
      http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html 
 
      ※ガイドラインに基づく第三者認証表示制度であるＢＥＬＳについてはこちらを参照ください。    
        https://www.hyoukakyoukai.or.jp/bels/bels.html 
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ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の要件 ２ -３ 

機能区分 計測項目 必須要件 

太陽光発電 
システム 

発電量 ● 

売電量 ● 

電力量の 
計測・取得※１ 

系統からの買電量 ● 

住宅全体の電力使用量 ● 

暖冷房設備の電力使用量※２ ○ 

ヒートポンプ式給湯機の 
給湯設備（エコキュート等）の電力使用量 

○ 

ガスコージェネレーションシステム 
（エネファーム等）の発電量 

○ 

照明設備の電力使用量 -  

換気設備の電力使用量 -  

蓄電システムの 
利用状況 

充電力量 ○ 

放電力量 ○ 

電気自動車を活用した充電設備 
（プラグインハイブリット車を含む） 

充電力量 ○ 

使用電力  
計測・取得間隔※３ 

１時間以内 ● 

データ蓄積期間※４※５ 
１時間以内の単位 １カ月以上 ● 

１日以内の単位 １３カ月以上 ● 

凡例 ●：必須項目  ○：計測対象設備設置の場合は必須  

※１ 積算消費電力量（Ｗｈ）。 
※２ 「主たる居室」に設置する暖冷房設備の電力量を計測できること。 
※３ 積算消費電力量（Ｗｈ）の計測又は取得間隔。 
※４ ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）により計測した所定時間単位の積算消費電力量データをＨＥＭＳコントローラ、 
    あるいは関連する外部設備に蓄積し続けることができる期間。 
※５ セキュリティ対策として、蓄積したデータの保護・保全ができること。 

１） 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。  

   ※ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅバージョンについては問いません。 
 

２） １台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
 

３） 計測されたデータの表示ができること。 

計測ポイントは以下の「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。 

② 計測ポイントの要件 

事業完了後、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積されたデータをもとにしたエネルギー使用量の定期的な報告が 
可能であること。（詳細はP４４を参照） 

③ 運用時の要件 

■エネルギー計測 要件一覧表        

補助対象住宅に設置するＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）は以下の①～③の要件を全て満たすこと。 

① ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の機器要件 Ｚ
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申請対象 

 本事業では、２０２０年からのＺＥＨの自立普及を目指すと共に、ＺＥＨの価格低減を推進するため、ＺＥＨに資する外 
 皮、設備（蓄電システムを除く）の販売価格（床面積１㎡あたりの単価※）が、ＳＩＩが地域区分、住宅仕様毎に設定した 
  上限単価を下回る住宅であることを申請の要件とします。 
 

 ※床面積とは、エネルギー計算に使用するもの（床面積の合計）とします。 
   床面積が１００㎡未満の住宅については、補助対象経費の合計を１００で除した数値が上限単価（万円/㎡）を 
   下回ることを要件とします。 
 ＺＥＨビルダー/プランナーの皆様におかれましては、住宅の多様性を保ちつつ、設備等が過剰スペックとならない 
 ように留意して、自立化に繋がるようなＺＥＨの普及を目指すようお願いいたします。 

補助対象経費（蓄電システムを除く）の上限 

■ 補助対象経費（蓄電システムを除く）の上限イメージ 

上限を下回っていることが要件 
補助対象

経費 

補助対
象経費
以外の
費用 

ＳＩＩが定める上限 

補助対象
経費 

申請対象となる住宅 

補助対
象経費
以外の
費用 

（１） 補助対象経費（蓄電システムを除く）の上限についての要件 

申請可能な上限額 

■ 補助対象経費 （材料・工事費込み）  

区分 補助対象範囲 備考 

外皮① 
外壁、外気に接する天井、屋根、最下階の床、
基礎に用いる断熱材 

構造材（柱、梁、筋違、構造ボード等）、仕上
げ材（内装、外装）、玄関ドアの価格は除く。 

外皮② 窓（ガラス、サッシ） 

窓の付属部品（シャッター等）は除く。 
防火等の付加機能を持った窓については、
同等以上の断熱性能を有する付加機能のな
い窓の価格を用いることができる。 

冷暖房 
設備 

冷暖房設備の熱源機、及び室内機（エアコン
のみ） 

温水式床暖房、ヒートポンプ式セントラル空調
システムにおいては、熱源機の価格のみを 
計上。各配管等は除く。 

換気設備 換気設備（２４時間換気設備） 
換気装置（本体）の価格のみを計上。 
ダクト配管等は除く。 

給湯設備 給湯設備の熱源機、貯湯タンク 
エネファームの価格は計上不要。 
複数台設置する場合はエネルギー計算に用
いた１台分を計上。 

２ -４ 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

一般ＺＥＨ仕様の 
外皮性能（ＵＡ値） 

０.４０以下 
０.５０ 
以下 

０.６０以下 ― 

外皮強化型ＺＥＨ仕様の 
外皮性能（ＵＡ値） 

０.３０以下 ０.４０以下 ０.５０以下 ― 

■ 外皮性能の区分  
  一般ＺＥＨ仕様及び外皮強化型ＺＥＨ仕様の外皮平均熱貫流率（（ＵＡ値）は以下のとおりとする。 Ｚ
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＋
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※ ４地域及び５地域についてはＵＡ値が０.５０以下であれば、外皮強化型ＺＥＨ仕様を満たすものとします。 

※ ※ 



平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

34 

（２） 補助対象経費（蓄電システムを除く）の上限額一覧 
 

本事業において、申請する住宅の補助対象経費の地域区分、仕様による床面積１㎡あたりの上限額は以下の通りです。 

地域 
区分 

仕様 
ＺＥＨ補助対象費用 
上限単価（万円/㎡） 

１・２ 

一般ＺＥＨ仕様 
【１・２地域仕様】 冷暖房：方式を問わない / 給湯：エネファーム以外 ４.４４ 

【１・２地域エネファーム仕様】 冷暖房：方式を問わない / 給湯：エネファーム ３.７９ 

外皮強化型 
ＺＥＨ仕様 

【１・２地域仕様】 冷暖房：方式を問わない / 給湯：エネファーム以外 ５.１７ 

【１・２地域エネファーム仕様】 冷暖房：方式を問わない / 給湯：エネファーム ４.５２ 

３ 

一般ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ３.６８ 

【温水暖房仕様①】 
暖房：パネルラジエータ、床暖房など / 冷房：高効率エア
コン / 給湯：エネファーム以外 ４.０８ 

【エネファーム仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ３.２９ 

【温水暖房エネファーム仕様】 
暖房（パネルラジエータ、床暖房など）・給湯：エネファーム 
/ 冷房：高効率エアコン ３.２９ 

外皮強化型 
ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ４.３９ 

【温水暖房仕様①】 
暖房：パネルラジエータ、床暖房など / 冷房：高効率エア
コン / 給湯：エネファーム以外 ４.７９ 

【エネファーム仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ３.９９ 

【温水暖房エネファーム仕様】 
暖房（パネルラジエータ、床暖房など）・給湯：エネファーム 
/ 冷房：高効率エアコン ３.９９ 

４・５ 

一般ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ３.３２ 

【温水暖房仕様②】 
暖房：床暖房など / 冷房：高効率エアコン / 給湯：エネ
ファーム以外 ３.６８ 

【エネファーム仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ２.９２ 

【温水暖房エネファーム仕様】  
暖房（床暖房など）・給湯：エネファーム / 冷房：高効率エ
アコン ２.９２ 

外皮強化型 
ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】 冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ４.３９ 

【温水暖房仕様②】  
暖房：床暖房など / 冷房：高効率エアコン / 給湯：エネ
ファーム以外 ４.７４ 

【エネファーム仕様】 冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ３.９９ 

【温水暖房エネファーム仕様】  
暖房（床暖房など）・給湯：エネファーム / 冷房：高効率エ
アコン ３.９９ 

６・７ 

一般ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ３.３２ 

【温水暖房仕様②】 
暖房：床暖房など / 冷房：高効率エアコン / 給湯：エネ
ファーム以外 ３.６８ 

【エネファーム仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ２.９２ 

【温水暖房エネファーム仕様】  
暖房（床暖房など）・給湯：エネファーム / 冷房：高効率エ
アコン ２.９２ 

外皮強化型 
ＺＥＨ仕様 

【エアコン仕様】 冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ３.８２ 

【温水暖房仕様②】  
暖房：床暖房など / 冷房：高効率エアコン / 給湯：エネ
ファーム以外 ４.１８ 

【エネファーム仕様】 冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ３.４２ 

【温水暖房エネファーム仕様】  
暖房（床暖房など）・給湯：エネファーム / 冷房：高効率エ
アコン ３.４２ 

８ 一般ＺＥＨ仕様 
【エアコン仕様】  冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム以外 ３.２９ 

【エネファーム仕様】 冷暖房：高効率エアコン / 給湯：エネファーム ２.８９ 
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 ■登録の流れ 

ＳＩＩ ＺＥＨ 
ビルダー/プランナー 

① 事前相談（ヒアリング） 

③ 確認 

④ 登録 ⑥ 内部共有 
⑤ 通知 

② 届出 

  ① 事前相談（ヒアリング） 
   事前登録を希望するＺＥＨビルダー/プランナーは、対象となる規格化された住宅仕様について、ＳＩＩが定める期 
   間内に事前相談を行ってください。 
 
           受付期間    ： 平成３０年５月７日（月） ～ 平成３０年５月１１日（金） 
           連 絡 先    ： ０３-５５６５-４０３０ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
     ・電話ヒアリングを実施します。 
     ・面談による事前相談を希望する場合は、その旨を電話でお伝えください。 
     ・相談内容の確認のため、以下の書類が必要となります。あらかじめご用意ください。 
     ・事前相談なく外皮仕様登録届を提出することは出来ません。 
 

( ／ 枚 ）

Ｗ/㎡・Ｋ

方位別窓リスト

（３）モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

面積の合計（㎡）

その他 上記の方位に該当しない窓は方位毎に窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）

面積
（㎡）幅 高さ

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

高さ幅

寸法（m）
ガラスの仕様建具の仕様

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率

（W/㎡K）

ZEHビルダー 登録番号

● ●

外皮仕様事前登録番号

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

モデル住宅のＵＡ値建築対象地域区分

( ／ 枚 ）

■　登録概要 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する全ての断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む厚さの大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

外皮仕様事前登録番号

屋　根

天　井

外壁
一般部

断熱材の仕様

断熱材の製品名

円/㎡

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名）
熱的境界部位

部位面積
（㎡）厚さ（mm）

断熱材の仕様

厚さ（mm）

部位長さ
（ｍ）

外壁
階間部

床断熱仕様

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

基礎断熱仕様

熱的境界部位
部位

床面積
（㎡）

土間床部分
玄関部等

土間床部分
浴室部

垂直部

水平部

合計

垂直部

水平部

垂直部

水平部

● ●

面積（㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ

その他

熱貫流率
（W/㎡K）断熱の仕様または製品名部位 メーカー名 建具の仕様

玄関ドア面積の合計（㎡）

玄関
ドア

円/㎡

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

円/㎡

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

ZEHビルダー 登録番号

建築対象地域区分 モデル住宅のＵＡ値

Ｖ 

●事前登録を希望する住宅仕様の情報を 

  記入した指定様式７－１及び指定様式８－１ 

●登録内容の裏付けとなる根拠資料 

 （図面・コストの内訳資料等） 様式自由 

Ｖ 
登録内容の裏付資料 

図面類・ 

コストの内訳資料など 

■事前相談に必要な書類 

事前相談は、「外皮仕様登録届」作成に関する考え方についての確認を中心に対応します。 

複数の住宅仕様を事前登録することを希望する場合は、代表的な１仕様について関連書類を用意してくださ
い。（複数の仕様について相談を行いたい場合はその旨を電話でお伝えください） 

・定型様式７-１ 登録概要書、定型様式８-１  方位別窓リストの詳細内容及び記入例はＰ６２～Ｐ６３参照。 

＜定型様式７-１＞ ＜定型様式８-1＞ 

＋ 
＋ 

     ＺＥＨビルダー/プランナーによる外皮仕様の事前登録 
 

 本事業では、申請簡略化の一環として、ＺＥＨビルダー/プランナー各社において、ＺＥＨの要件を満たす標準的な 
 外皮仕様（規格化された住宅仕様）を有する場合は、当該仕様について事前にＳＩＩに届出を行い登録を受けることで、 
 一般申請の際に個々の外皮費用の計上を省略することができます。 

２ -５ 

 ※ 「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」で既に登録されている本事業のＺＥＨの要件を満たす標準的な外皮仕様を有する 
   場合は、登録移行手続きを行うことで、申請書類の一部を省略することができます。 （Ｐ３８参照） 
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  ② 届出 
   事前相談の結果に基づいた「外皮仕様登録届」並びに関連書類をＳＩＩが定める期間内に送付してください。 
   （登録届の提出先はＰ６４参照） 
 
   受付期間：平成３０年５月７日（月） ～ 平成３０年５月１８日(金） １７時必着 （予定）  
 
   なお、書類に不備等がある場合には、上記日程までに届出された場合でも、一次公募に合わせた登録が 
      できない場合があるので注意してください。 

( ／ 枚 ）

■　外皮仕様登録届リスト

・足りない場合は、こちらの書式のみ追加し作成すること。

２ ●

ZEHビルダー 登録番号

ZEHビルダー登録名称

番号 外皮仕様事前登録番号 建築対象地域区分

モデル
住宅の
ＵＡ値

（Ｗ/㎡・Ｋ）

（Ａ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

21

23

22

24

25

27

26

28

29

31

30

32

33

35

34

36

37

39

38

40

41

43

42

44

45

47

46

48

49

51

50

52

53

55

54

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

-

( ) －

■　外皮仕様登録届リスト

・１枚で記入しきれない場合は複数枚に及んでも可（複数枚に及ぶ場合は登録印の押印は１枚目のみで可）

１ ●

平成２９年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）

外皮仕様登録届

登録申請ＺＥＨビルダー 郵 便 番 号

住      所

事 業 者 名

登 録 名 称

ＺＥＨビルダー
登録番号

代 表 者 名 等
登

録

印

登録担当者名

連絡先電話番号

登録担当者
Ｅ-ＭＡＩＬ

表記の件について、添付の通り登録届を提出します。

番号 外皮仕様事前登録番号 建築対象地域区分

モデル
住宅の
ＵＡ値

（Ｗ/㎡・Ｋ）

（Ａ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

1

2

4

3

5

6

8

7

9

10

12

11

13

14

16

15

17

18

20

19

届出の際には下記の書類を提出してください。 
事前相談時とは提出書類の内容が異なりますので注意してください。 

●定型様式６-１  「外皮仕様登録届」 

 ・必要事項を記入し、登録印が押印されたもの 

 ・登録を希望する住宅仕様数が多く、１枚目では書ききれない 

  場合はリスト２枚目を活用してください 

●定型様式７-１  「登録概要書」 

 ・登録を希望する住宅仕様に基づく情報を記入した資料 

 ・登録を希望する住宅仕様毎に提出してください 

・外皮仕様登録届及び登録概要書の詳細内容及び記入例はＰ６１～６２参照。 

■提出書類 

( ／ 枚 ）

■　登録概要 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する全ての断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む厚さの大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

外皮仕様事前登録番号

屋　根

天　井

外壁
一般部

断熱材の仕様

断熱材の製品名

円/㎡

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名）
熱的境界部位

部位面積
（㎡）厚さ（mm）

断熱材の仕様

厚さ（mm）

部位長さ
（ｍ）

外壁
階間部

床断熱仕様

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

基礎断熱仕様

熱的境界部位
部位

床面積
（㎡）

土間床部分
玄関部等

土間床部分
浴室部

垂直部

水平部

合計

垂直部

水平部

垂直部

水平部

● ●

面積（㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ

その他

熱貫流率
（W/㎡K）断熱の仕様または製品名部位 メーカー名 建具の仕様

玄関ドア面積の合計（㎡）

玄関
ドア

円/㎡

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

円/㎡

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

ZEHビルダー 登録番号

建築対象地域区分 モデル住宅のＵＡ値

( ／ 枚 ）

■　登録概要 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する全ての断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む厚さの大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

外皮仕様事前登録番号

屋　根

天　井

外壁
一般部

断熱材の仕様

断熱材の製品名

円/㎡

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名）
熱的境界部位

部位面積
（㎡）厚さ（mm）

断熱材の仕様

厚さ（mm）

部位長さ
（ｍ）

外壁
階間部

床断熱仕様

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

基礎断熱仕様

熱的境界部位
部位

床面積
（㎡）

土間床部分
玄関部等

土間床部分
浴室部

垂直部

水平部

合計

垂直部

水平部

垂直部

水平部

● ●

面積（㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ

その他

熱貫流率
（W/㎡K）断熱の仕様または製品名部位 メーカー名 建具の仕様

玄関ドア面積の合計（㎡）

玄関
ドア

円/㎡

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

円/㎡

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

ZEHビルダー 登録番号

建築対象地域区分 モデル住宅のＵＡ値

( ／ 枚 ）

■　登録概要 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する全ての断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む厚さの大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

外皮仕様事前登録番号

屋　根

天　井

外壁
一般部

断熱材の仕様

断熱材の製品名

円/㎡

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名）
熱的境界部位

部位面積
（㎡）厚さ（mm）

断熱材の仕様

厚さ（mm）

部位長さ
（ｍ）

外壁
階間部

床断熱仕様

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

基礎断熱仕様

熱的境界部位
部位

床面積
（㎡）

土間床部分
玄関部等

土間床部分
浴室部

垂直部

水平部

合計

垂直部

水平部

垂直部

水平部

● ●

面積（㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ

その他

熱貫流率
（W/㎡K）断熱の仕様または製品名部位 メーカー名 建具の仕様

玄関ドア面積の合計（㎡）

玄関
ドア

円/㎡

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

円/㎡

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

ZEHビルダー 登録番号

建築対象地域区分 モデル住宅のＵＡ値

( ／ 枚 ）

■　登録概要 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する全ての断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む厚さの大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの計算をしてください。（小数点第二位まで、三位以下切捨て）

外皮仕様事前登録番号

屋　根

天　井

外壁
一般部

断熱材の仕様

断熱材の製品名

円/㎡

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名）
熱的境界部位

部位面積
（㎡）厚さ（mm）

断熱材の仕様

厚さ（mm）

部位長さ
（ｍ）

外壁
階間部

床断熱仕様

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

基礎断熱仕様

熱的境界部位
部位

床面積
（㎡）

土間床部分
玄関部等

土間床部分
浴室部

垂直部

水平部

合計

垂直部

水平部

垂直部

水平部

● ●

面積（㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ

その他

熱貫流率
（W/㎡K）断熱の仕様または製品名部位 メーカー名 建具の仕様

玄関ドア面積の合計（㎡）

玄関
ドア

円/㎡

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

円/㎡

（Ａ）+（Ｂ）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

ZEHビルダー 登録番号

建築対象地域区分 モデル住宅のＵＡ値

＜定型様式６-１ ＞ 

＜定型様式７-１ ＞ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

●定型様式８-１  「方位別窓リスト」 

 ・登録を希望する住宅仕様に基づく情報を記入した資料 

 ・登録を希望する住宅仕様毎に提出してください 

( ／ 枚 ）

Ｗ/㎡・Ｋ

方位別窓リスト

（３）モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

面積の合計（㎡）

その他 上記の方位に該当しない窓は方位毎に窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）

面積
（㎡）幅 高さ

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

高さ幅
寸法（m）

ガラスの仕様建具の仕様
面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率

（W/㎡K）

ZEHビルダー 登録番号

● ●

外皮仕様事前登録番号

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

モデル住宅のＵＡ値建築対象地域区分

＜定型様式８-１ ＞ 

( ／ 枚 ）

Ｗ/㎡・Ｋ

方位別窓リスト

（３）モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

面積の合計（㎡）

その他 上記の方位に該当しない窓は方位毎に窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）

面積
（㎡）幅 高さ

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

高さ幅
寸法（m）

ガラスの仕様建具の仕様
面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率

（W/㎡K）

ZEHビルダー 登録番号

● ●

外皮仕様事前登録番号

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

モデル住宅のＵＡ値建築対象地域区分

( ／ 枚 ）

Ｗ/㎡・Ｋ

方位別窓リスト

（３）モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

面積の合計（㎡）

その他 上記の方位に該当しない窓は方位毎に窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）

面積
（㎡）幅 高さ

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

高さ幅
寸法（m）

ガラスの仕様建具の仕様
面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率

（W/㎡K）

ZEHビルダー 登録番号

● ●

外皮仕様事前登録番号

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

モデル住宅のＵＡ値建築対象地域区分

( ／ 枚 ）

Ｗ/㎡・Ｋ

方位別窓リスト

（３）モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

面積の合計（㎡）

その他 上記の方位に該当しない窓は方位毎に窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

面積の合計（㎡）

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）

面積
（㎡）幅 高さ

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

高さ幅
寸法（m）

ガラスの仕様建具の仕様
面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率

（W/㎡K）

ZEHビルダー 登録番号

● ●

外皮仕様事前登録番号

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

モデル住宅のＵＡ値建築対象地域区分



平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  
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 ③ 確認 
   ＳＩＩは、提出を受けた届出の内容について適正かどうかを確認します。 
 
  ④ 登録 
   内容が適正と判断された場合、ＳＩＩは届出情報を登録します。 
 
  ⑤ 通知 
     ＳＩＩは届出を行ったＺＥＨビルダー/プランナーに対して、登録が完了した旨を通知します。  
   住宅仕様登録完了は５月２１日（月）を予定しています。なお、登録された外皮仕様情報は一般には公表しません。 
 
  ⑥ 内部共有 
    登録の通知を受けたＺＥＨビルダー/プランナーは、登録された住宅外皮仕様について、自社内で共有してくださ 
   い。 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
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 ■登録移行の流れ 

ＳＩＩ ＺＥＨ 
ビルダー/プランナー 

① 登録移行申請（ヒアリング） 

③ 確認 

④ 登録 ⑥ 内部共有 
⑤ 通知 

② 届出 

※外皮仕様の事前登録が完了していない仕様の住宅について交付申請を行う際は、外皮に関わる補助対象費用 
  の計上を補助対象住宅毎に行う必要があります。 

（１） 登録移行申請期間 
 

  平成３０年５月７日（月）～平成３０年５月１１日（金） 

「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」において外皮仕様の事前登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナー各社は、本事業のＺＥＨ
の要件を満たす標準的な外皮仕様を有する場合、所定の手続きを行うことで、本事業の外皮仕様登録として認める「登
録移行」を受け付けます。 
登録移行では新規登録を申請する際に必要となる申請書類の一部を省略することができます。 
継続を希望するＺＥＨビルダー/プランナーは、以下の登録移行申請期間内に、下記の書類を提出してください。※１  
ＳＩＩによる審議を経て、速やかに外皮仕様登録継続登録利用票を発行します。 
 
※１ 継続を希望するＺＥＨビルダー/プランナー以外の提出は認めません。 

№ 申請書類名称 様式 

① 平成３０年度 外皮仕様登録移行届 指定 

（２） 提出書類 
 

  外皮仕様継続希望の申請をする場合は、ＳＩＩが定める期間内に下記の書類を提出してください。 

外皮仕様登録の登録移行について ２ -６ 
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事業の実施 ３ 

事業年間スケジュール ３ -１ 

■公募期間 
一次公募 ５月２８日（月）～ ６月２９日（金） 
二次公募 ７月１７日（火）～ ８月１０日（金） 予定 
三次公募 ８月２３日（木）～１０月 ５日（金） 予定 
 

（注）公募開始前に申請書類が到着した場合は、 
   受理しませんので注意してください。 

■交付決定（先着順・都度交付決定） 
一次公募 最終  ７月１１日（水） 
二次公募 最終  ８月２９日（水） （予定） 
三次公募 最終 １０月２４日（水） （予定） 

■補助対象事業終了 
  平成３１年３月３１日 

■補助対象事業実績報告書提出期限 
一次公募 １２月２１日（金） 
二次公募 平成３１年１月２５日（金） （予定） 
三次公募 平成３１年２月８日（金） （予定） 

■事業完了期限 
一次公募 １２月１４日（金） 
二次公募 平成３１年１月１８日（金） （予定） 
三次公募 平成３１年２月１日（金） （予定） 

【補助事業の公募】 

■公募説明会 
４月１１日（水）～４月２４日（火） 

■定期報告アンケート 
 補助対象事業終了後 ２年間半期毎に実施 

年間予定 ＳＩＩ 申請者（手続代行者） 

「交付申請書」提出 

「交付決定通知書」受領 

事業着手 

「補助対象事業実績報告書」提出 

事業完了後１５日以内、且つ、最終提出期限までに提出 

補助金入金 

 
 

補助金支払 
 

「交付申請書」 
受付・審査 

「交付決定通知書」 
発行・送付 

補助事業公募情報開示 
（ＳＩＩホームページ） 

データ収集・解析 「定期報告アンケート」提出 

「補助対象事業実績報告書」 
受付・審査・完了検査等 

「確定通知書」発行・送付 「確定通知書」受領 

現地調査（中間検査） 

一般公募説明会 
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補助金支払 

中間報告提出 確認 
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事業詳細スケジュール ３ -２ 

年度予定 ＳＩＩ 
申請者 

（手続代行者） 

公 
募 
期 
間 

●公募期間 
・一次公募 
５/２８（月）～６/２９（金）１７時必着 

・二次公募 
７/１７（火）～８/１０（金）１７時必着（予定） 

・三次公募 
８/２３（木） 
 ～１０/５（金）１７時必着（予定） 

HPにて公募情報開示         

公募～交付決定 
（Ｐ４１～Ｐ４２参照） 

 
公募受付 

交付申請書及び 
添付書類作成～提出 

３ -３ 

選
考 

●交付決定 
都度交付 
・一次公募 
最終７月１１日（水）（予定） 
・二次公募 
最終８月２９日（水）（予定） 
・三次公募 
最終１０月２４日（水）（予定） 

（注） 申請書類に不備・不足がある場合や提出期日に遅れた場合は原則、申請を 
    受理しませんので、ご注意ください。 
（注） 公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 

（注）交付決定通知に同封される 
   交付決定番号記載ボードを 
   使用して住宅建設地（更地） 
   の着手前写真を撮影 

交付決定通知 
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年度予定 ＳＩＩ 申請者 

ＨＰにて公募情報開示 

公募受付 
交付申請書及び 

添付書類作成～提出 

交付決定通知 

事業開始 
※ 交付決定前に行った実施設計契約は

補助対象とならないので注意すること。 

事業及び支払完了 

補助事業実績報告書 
及び添付書類作成～提出 

中間検査 

額の確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

定期報告アンケート提出 データ収集・解析 

ヒアリング（東京で開催） 

申請書類審査、選考 
（有識者による審査委員会） 

事務取扱説明会 
（東京で実施） 

工事請負契約 

工事 

中間報告 
（東京で実施） 

確定検査（書類審査・現地調査） 

精算払請求書 

公
募
期
間 

事
業
の
遂
行
・検
査
・支
払 

実
施
状
況 

報
告 

●公募期間 
２０１８年６月４日～
６月２９日 
 １７：００必着 

●交付決定 
８月上旬（予定） 

●事業完了 
・単年度事業 
 １月２５日まで 
・複数年度事業 
 ２月２１日まで 

●実績報告書提出期限 
事業完了日から３０日以
内または２月１日（金） 
１７：００必着 

●補助事業完了後２年間
アンケートを実施 

～
 

※ＺＥＨデベロッパーの関与が必須 

※必要に応じてＳＩＩは中間検査 
 （現地調査）を行う。 

４ -２ 

４ -３ 

４ -１２ 

Ｐ．３０～ 
    Ｐ．３１ 

Ｐ．３２～ 
    Ｐ．３４ 

事
業
の
遂
行 
・ 
検
査 
・ 
支
払 

●事業完了期限 
・一次公募 
１２月１４日（金） 
・二次公募 
平成３１年１月１８日（金）（予定） 
・三次公募 
平成３１年２月1日（金）（予定） 

●補助対象事業実績報告書提
出期限 
・一次公募 
事業完了日から１５日以内、且
つ、１２月２１日（金） １７時まで
の期日内であること。 
・二次公募 
事業完了日から１５日以内、且
つ、平成３１年１月２５日（金）  
１７時までの期日内であること。 
・三次公募 
事業完了日から１５日以内、且
つ、平成３１年２月８日（金）  
１７時までの期日内であること。 

●補助金支払 
平成３１年３月下旬迄に完了 
※補助金支払は、一連の審査等 
が終了し、補助金確定通知書を 
発行したものから随時実施 

事業着手 

補助対象事業実績報告書 
及び添付書類作成～提出 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

定期報告アンケート提出 

事業及び支払完了 

補助対象事業の 
開始～完了 
（Ｐ４３参照） 

３ -４ 

実績報告～ 
補助金支払 
（Ｐ４４～Ｐ４５参照） 

３ -５ 

現地調査（中間検査） 

審査 
現地調査（完了検査） 等 

※必要に応じて、現地調査 
 （中間検査）を 行います 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、 
    本事業への申請を取下げたものとみなします。ご注意ください。 

定
期
報
告 

ア
ン
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ー
ト 

データ収集・解析 
＜定期報告アンケート＞ 

補助対象事業終了後 
２年間半期毎に実施 

※必要に応じて、現地調査 
  （完了検査）を行います 

中間報告書及び 
関連書類提出 
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（１） 事業の公募 

ＳＩＩは、補助対象事業を行おうとする者に対し公募を行い、必要に応じて説明を行います。 
ＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/moe_zeh30/）に公募記事を掲載します。 

（２） 交付申請 

申請者は、Ｐ４９以降の「交付申請書及び添付書類の入力例」に従い、提出に必要な書類（Ｐ４８「提出書類一覧表」）を 
作成し、原本を公募期間中にＳＩＩ指定の提出先（Ｐ６４「申請書提出先及び問合せ先」）に送付してください。 
（原本の写しは手元に必ず保管のこと） 
新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナーが関与する申請と、その他のＺＥＨビルダー/プランナーが関与する申請を 
分けて、それぞれについて先着順に受付します。 
申請書類に不備・不足がある場合は、原則申請を受理しませんので注意してください。 
また、公募期間中であっても補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
予算に達した日以降に到着した申請分は、原則受理しませんので注意してください。 
なお、ＳＩＩでは申請状況をみて必要に応じて受付可能な補助金の残額をホームページで公表します。申請の目安と 
してください。 
 

※注意事項・・・公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 

申請者は、申請について、第三者に依頼することができます。申請の手続きを代行するもの（以下、「手続代行者」と
いう）は、申請者の了解のもとで依頼された内容について、間違いや不備等の無いよう注意して申請を行ってください。 
手続代行者による申請の場合、申請書類に関するＳＩＩからの問合せや訂正依頼に確実に対応できることを要件としま
す。問合せは手続代行者へ連絡しますので、申請者の不利益にならないように対応してください。交付決定通知書
等の正式な通知書面は申請者に送付します。 
なお、ＺＥＨビルダー/プランナーは手続代行者を兼務することができます。 
 

※注意事項・・・事業の実施について、手続代行者は申請者の十分な理解を得られるように説明を行ってください。 

（３） 手続代行者について 

① リース事業者との共同申請が可能な申請 
  ・ 補助対象となる蓄電システムの設備費及び工事費のみ、リース契約を認めます。 
  ・ リース事業者は１事業者とします。補助対象となる蓄電システムの一部分のみの契約は認めません。 
 
② 申請方法について 
  ・ 交付申請は申請者とリース事業者との共同申請とする。 
  ・ 補助対象事業実績報告書も交付申請と同じく共同申請とする。 
 
③ 料金、期間について 
  ・ リース料（元金）から補助金相当分が減額されていること。 
  ・ リース期間は原則法定耐用年数以上とすること。 
    法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる 
    契約となっていること。 
  ・ 申請者は所有権移転後も補助対象設備を補助金の交付目的に従って、運用を図ること。 

（４） リース事業者との共同申請について 

公募～交付決定 ３ -３ 

交付申請に際して、ＳＩＩが個々のＺＥＨビルダー/プランナーに設定した一公募あたりの採択目安数を超えた 
事業については、申請を受付できません。注意してください。 
 

※ 採択目安数については、「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ２７参照 
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（７） 交付決定 

 ＳＩＩは、補助対象事業となった事業について交付決定を行います。  
 交付決定とは、申請書を受付けた後、その内容が適正であると認めた旨を通知するもので、補助金の交付を 
 確定する ものではありません。交付決定後、申請内容どおりに事業が実施されない等、適正な事業の実施・遂行が   
 認められない場合には交付決定の取り消しとなる可能性があります。 
 交付決定については採択、不採択に関わらず申請者に審査の結果を通知します。 
 交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱説明 
  書」及び「交付決定番号が記載された指定のボード」を送付します。「事務取扱説明書」については、事業に着手す 
 る前に必ず参照の上、関連書類を作成してください。 
 なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」及び「交付決定番号が記載された指定のボー 
 ド」を送付します。 
  

  （注１）審査に関する個別の問合せについては、一切、応じられませんのであらかじめご了承ください。 

  （注２）国の他の補助事業等と本事業に重複して補助対象が申請されている場合は、他の事業での申請を取下げる 

             ことを条件に交付決定します。 

（２）工事着手届出書の提出 

工事着手届出書提出の際には、下記の関連書類も一緒にＳＩＩの指定の提出先（Ｐ●「申請書提出先及び問合せ先」）に
送付してください。 

① 着手前写真 
  （１）補助対象事業の開始を参照し、撮影した着手前写真をＳＩＩ指定の写真台紙に貼り付け、カラーで出力した 
   ものを提出すること。 
 
② 確認済証の写し 
   確認申請不要の地域は建築工事届の写しを提出。 
 
③ ＢＥＬＳ評価書の写し 
   評価書には、ＺＥＨ相当（Nearly ＺＥＨ）であること及び、一次エネルギー消費削減率が記載されていること。 
 
④ エネルギー計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   国立研究開発法人 建築研究所が公開する計算支援プログラム等を使って算出した年間の一次エネルギー消費量 
   の計算結果表の写しを提出すること。なお、評価機関に提出したものに限る。 
 
⑤ 外皮計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   交付決定を受けた住宅の「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の外皮平均日射熱取得率」等の根拠となる計算書。 

  学識経験者を含む関係分野の専門家で構成された審査委員会で定めた審査基準に基づき、応募のあった申請書 
     を審査します。   

（５） 審査 

（６） 採択 

  ＳＩＩは、審査の結果、交付要件を満たしていることを確認できた事業から順に補助対象事業として採択します。 
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補助対象事業の開始～完了 -４ 

（１） 補助対象事業の開始 

交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手してください。 
その際、住宅建設地（更地）にて、交付決定番号が記載された「着手前写真用ボード」に工事名称、撮影日時、撮影者
名を記入し、着手前写真としてボードを写し込み、敷地を前面道路、周辺建物等を含め別アングルで２枚撮影してくだ 
さい。 

※事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

３ 

着手前写真には事務取扱説明書送付
時に同封されている「着手前写真用
ボード」に工事名称、撮影日時、撮影
者名を記入し、 
着手前写真としてボードを写し込み、 
敷地を前面道路、周辺建物等を含め 
１枚は完成後の全景写真と照合可能
なアングルで撮影すること 

着手前写真（２）は着手前写真（１）
で撮影したアングルとは違うアン
グルでもう１枚撮影すること 

「着手前写真用ボード」は敷地が 
確認できるようボードを斜めに構えて 
撮影者自身で手持ちし撮影すること 

前面道路からの着手前写真（１） 前面道路からの着手前写真（２） 

（２） 中間報告書の提出 

補助対象事業着手後、遅滞なく中間報告書の添付書類として下記の書類をＳＩＩの指定の提出先（Ｐ６４「申請書提出
先及び問合せ先」）に送付してください。 
なお、中間報告者は補助対象事業の着手から１ヶ月以内の提出を目途にしてください。 

① 着手前写真 
  （１）補助対象事業の開始を参照し、撮影した着手前写真をＳＩＩ指定の写真台紙に貼り付け、カラーで出力した 
   ものを提出すること。 
 

② 確認済証の写し 
   確認申請不要の地域は建築工事届の写しを提出。 
 

③ ＢＥＬＳ評価書の写し 
   評価書には、『ＺＥＨ』※１※２であること及び、一次エネルギー消費削減率が記載されていること。 
 

④ エネルギー計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   国立研究開発法人 建築研究所が公開する計算支援プログラム等を使って算出した年間の一次エネルギー 
   消費量の計算結果表の写しを提出すること。なお、評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑤ 外皮計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   交付決定を受けた住宅の「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の外皮平均日射熱取得率」等の根拠となる計算書。 
   評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑥ 平面図、立面図及び矩計図 
   建築確認申請時に提出したものの写し（審査機関の押印があるもの）に限る。 

※１ 寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分Ａ１又はＡ２）又は多雪地域（垂直積雪量１００cm以上）の 
    場合に限り、 Nearly ＺＥＨであることも可とします。 
※２ 北側斜線制限の対象となる用途地域（第一種及び第二種低層住居専用地域並びに第一種及び第二種中高 
    層住居専用地域）であって、敷地面積が８５㎡未満である土地に建築されるもの（平屋建ての場合を除く）に限り、 
    ＺＥＨ Orientedであることも可とします。 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

補助対象事業者は、事業が完了した後、補助対象事業実績報告書を指定期日までに、ＳＩＩに提出してください。 
ＳＩＩは、補助対象事業実績報告書の提出を受け、申請内容に係る工事等の審査を行い、内容が適正であると認めた
時、補助金の交付を確定し、補助対象事業者にその旨を通知します。 
補助対象事業実績報告書の提出書類については、交付決定通知書と同時に配布される「事務取扱説明書」を参照 
の上、関連書類を作成してください。 

※提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。注意してください。 
※虚偽の報告等により不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 
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 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されたかを判断する検査であり、 
    補助金の交付を確定するためのものです。 ＳＩＩは必要に応じて現地調査（完了検査）を行いますので、 
    必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められなかった場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の支払が 
    できない場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

実績報告～補助金支払 ３ -５ 

（１） 実績報告及び補助金の額の確定 

（２） 現地調査（完了検査） 

本事業は、省CO2効果等の情報の取得、分析についても事業の目的としているため、補助対象事業者による下記の
報告が要件となります。 
※なお、ご報告いただいた内容は個人情報を除いた上で国またはＳＩＩから公表する場合があります。 
 
  【補助対象事業終了後（定期報告アンケート）】 
    補助対象事業者は、補助対象事業終了後２年間、半期毎にエネルギー使用量（電力、ガス、灯油等）及び、 
    太陽光発電システム、家庭用コージェネレーションシステム等の発電設備の電気の発電量及び売電量等の 
   エネルギー使用状況について、エネルギー計測装置等を使用し「定期報告アンケート」にて報告を行ってください。 
    また、別途、他のアンケート調査、 省CO2効果検証のための計測、取材等に協力していただくことがあります。 
    ※報告先が変更される場合は、前もってご連絡いたします。 
 
  第１回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０１９年１０月末日 （報告対象期間：２０１９年  ４月～２０１９年９月分） 
  第２回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２０年  ４月末日 （報告対象期間：２０１９年１０月～２０２０年３月分） 
  第３回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２０年１０月末日 （報告対象期間：２０２０年  ４月～２０２０年９月分） 
  第４回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２１年  ４月末日 （報告対象期間：２０２０年１０月～２０２１年３月分） 

（５） 使用状況の報告 

（４） 事業成果の公表 

他の事業者への普及促進を目的に、成果を公表し広く一般に紹介します。 

（３） 補助金支払 

補助対象事業者は、補助金の額の確定後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出し、ＳＩＩは「精算払請求書」の受領後、 
補助対象事業者（共同申請者のある場合は共同申請者）に補助金を支払います。 

 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断する検査です。 
     ＳＩＩは必要に応じて現地調査（中間検査）を行いますので、必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められない場合は、交付決定の取り消しとなる場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 
 

（３） 現地調査（中間検査） 

（４） 補助対象事業の計画変更 

交付決定日以降の変更は原則として認めません。 

（５） 事業完了日 

  事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。 
 但し、新築戸建建売住宅においては、引渡しを終え、且つ、住宅の購入代金の支払が完了した日付を指します。 
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（６） 取得財産の管理等 

補助対象事業者は、補助を受けて取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）については、補助対象事業の
完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金の交付の目的に従って、その効率
的運用を図らなければなりません。補助対象事業者は、補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年以内に
取得財産等を処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）し
ようとするときは、あらかじめ「財産処分申請書」をＳＩＩに提出し、その承認を受けなければなりません。万一、未承認
のまま財産処分が行われた場合、ＳＩＩは交付決定を取り消し、加算金（年利１０．９５％）とともに補助金全額の返還を
求めることがあります。 
ＳＩＩは補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入があると認められるときは、その収
入の全部又は一部をＳＩＩに納付させることができるものとします。 

（７） 交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 

万一、交付規程に違反する行為が行われていたとＳＩＩが判断した場合、補助対象事業者に対して次の措置が 
講じられることに留意すること。 
    ① 適正化法第１７条の規定による交付決定の取り消し、第１８条の規定による補助金等の返還及び第１９条第１項 
    の規定に準拠した加算金の納付。 
    ② 適正化法第２９条の規定による罰則及び第３０条から第３２条までの規定に準拠した罰則。 
    ③ 一定の期間、補助金等の全部または一部の交付を行わないこと。 
    ④ ＳＩＩの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
    ⑤ 補助対象事業者等の名称及び不正の内容の公表。 
      ※ 適正化法：補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 
   
 
＜個人情報の利用目的について＞ 
取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、ＳＩＩが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検
証のための調査・分析、ＳＩＩが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用させていただくことがあります。 
その場合、国が指定する外部機関に提供を行う場合があります。 
また、同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがあります。 
 

＜財産処分について＞ 
交付規程に則り、財産処分を行いＳＩＩの承認後、返金が発生する場合は、下記の方法で返金額を計算する。 
  ・処分制限財産の取得日（支払日）を起算日とする。 
  ・処分制限財産に対し、売却・譲渡・交換・破棄等を行った日を処分日とする。 
  ・処分制限期間は補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年とする。 
  ・計算用の決算日を３月３１日とする。 
  ・減価償却方法は「定率法」を採用する。 
  ・上記の条件で補助対象経費の残存簿価を計算し、残存簿価の補助金相当額を返金額とする。 
 

※ その他、平成２０年５月１５日大臣官房会計課の「環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について」に 
   該当する場合（転用・譲渡・交換・貸与・担保・破棄・取り壊しの財産処分）においても同様とする。 
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注意事項 ３ -６ 

申請者、手続代行者、共同申請者及び、ＺＥＨビルダー/プランナーは、以下の点に注意してください。 
 

【交付申請時に関して】 
 ① １つの物件に対して、１件の申請のみ受け付けます。また、同一人が複数物件の申請をすることはできません。 
   同じ物件に対して、複数の申請がある場合は、全ての申請を認めません。 
   但し、審査の結果不採択となった物件で、それ以降の公募に再度申請する場合はその限りではありません。 
 

 ② 申請者は申請する住宅の建築主・所有者または所有予定者であり、当該住宅に常時居住する予定の者であること。 
     （別荘、セカンドハウス等は補助対象外） 
 

 ③ 申請後に申請者の変更は原則として認めません。また申請内容に変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに 
   報告し、ＳＩＩの指示に従ってください。なお、再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量を除く 
   年間の一次エネルギー消費削減率が下がる変更については原則として認めません。 
 

 ④ 申請後に手続代行を行う法人を変更することは原則として認めません。 
 

 ⑤ ２世帯住宅において、２世帯各々で申請する場合は区分登記が必要となります。（区分登記された表示登記書の 
   提出が必要となります） 
     区分登記ができないものは、１世帯の申請とします。 
 

 ⑥ 平日の日中（１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）に必ず連絡が取れること。 
 

 ⑦ 原則として申請書類の返却はできませんので、ご了承ください。 
 

【実績報告時に関して】 

 太陽光発電システム及び、補助対象設備として蓄電システムを申請する場合においては、原則として電気事業者との 

 系統連系が完了した後に実績報告を行うこと。 

 ※地域により電気事業者との系統連系協議に長期間を要する場合があるので、ご注意ください。 
 

【周辺環境への配慮について】 

 一般家庭において、空調、給湯、発電機器などが、騒音や振動の発生源となり、生活環境に影響を及ぼす場合が 

 あります。機器を設置する際には、施工会社等とよく相談の上、周辺住居等への影響を未然に防止するよう、充分な 

 配慮をお願いします。 

 なお、騒音等の防止を考慮した機器の据付け方法に関して、ガイドブックが公表されていますので、以下のガイド 

 ブックにおいて推奨されている据付け方法をご確認の上、設置場所をご検討いただきますようお願いします。 
 

 ・「騒音等防止を考えた家庭用ヒートポンプ給湯機の据付けガイドブック」（社団法人日本冷凍空調工業会 平成２３ 

  年４月発行、平成２４年２月改訂） URL：http://www.jraia.or.jp/product/heatpump/t_guide.html 

 ・「運転音に配慮した家庭用燃料電池コージェネレーションシステムの据付けガイドブック」（燃料電池実用化推進協 

  議会 平成２８年６月発行） URL：http://www.fccj.jp/pdf/28_cog.pdf 
 

【その他】 

 ① 本事業で導入した設備等については、ＳＩＩが補助事業の対象となり得るものとして指定したものであり、補助対象 

   設備導入に係る補助対象事業者とＺＥＨビルダー/プランナー（設計者・施工者）、手続代行者、共同申請者等と 

  の契約、施工、設備等の品質・性能、燃料等の調達、導入完了後の保守や保証、知的財産権等をＳＩＩが保証する 

  ものではありません。万一、上記に関する紛争が起きてもＳＩＩは関与しません。 
 

 ② 申請者、手続代行者、共同申請者及びＺＥＨビルダー/プランナーは、虚偽の内容を含む提案・申請をしては 

      なりません。その内容に偽りがあることが補助対象事業完了後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が 

   生ずる可能性があることを認識し、誠実且つ的確な提案・申請をしてください｡ 

     不正をした事が明らかになった場合は補助金の支払を行いません。また、不正な行為により補助金を受給した 

   場合は、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性があることを充分に認識した上で、適正に手続きを行って 

   ください｡ 
 

     （注）表紙裏面 “補助金を申請及び受給される皆様へ” をご確認ください。 
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よくあるご質問について ３ -７ 

ＳＩＩホームページに「よくあるご質問」を掲載しておりますので、ご確認ください。 
https://sii.or.jp/moe_zeh30/support/faq.html 
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申請について ４ -１ 

・ＳＩＩホームページから「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」 
 （https://sii.or.jp/moe_zeh30/support/public.html）を選択して、「公募情報」から申請様式をダウンロードして、 
 交付申請書及び添付書類など申請に必要な書類を作成してください。  
（注１）事業名を間違えないよう注意してください。 
（注２） Ｐ４８「交付申請 提出書類一覧表」を参照し、書類不備のないよう注意してください。 
 

・公募期間中に交付申請書及び添付書類の原本をＳＩＩに提出し、原本の写しを控えとして手元に必ず保管してください。 

①「申請様式」ダウンロード 

②交付申請書及び 
添付書類作成 

④ＳＩＩへ送付  

   ③提出書類を 
    ファイルにまとめる 

交付申請の方法 ４ 

・ ＳＩＩホームページ 
  「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」 
  （https://sii.or.jp/moe_zeh30/support/public.html）より ダウンロードする。 
・ 事業名を間違えないよう注意してください。 

・ 交付申請書及び添付書類を作成する。 

・提出書類を、提出書類一覧表（Ｐ４８）の順に「固定式クリアファイル(Ａ４)」にファイルする。 
・表紙が透明なファイルを使用する。 
・書類番号ごとに、クリアポケットに書類を封入する。 
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入する。（両面見開きレイアウトにしない） 

＜ファイリング方法＞ 

背表紙に「（申請者氏名）邸【Ｈ３０年度 Ｚ
ＥＨ】申請書類」と必ず明記してください。 
※背表紙は、書類管理上必要となります。 

表紙が透明なクリアファイルを使用して 
ください。 
※固定式クリアポケット２０ページの 
 ものを使用すること 

 

●
● 

●
●
邸 

【
Ｈ
３
０
年
度 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
】 

申
請
書
類 

提出書類一覧表（Ｐ４８参照）の順に
書類をファイリングしてください。 

・交付申請書に捺印し、全ての添付書類と一緒に原本を送付する。 

（原本の写しを控えとして手元に必ず保管すること） 
送付先はＰ６４を参照してください。 
※事業名を間違えないよう注意してください。 
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背表紙の余白は１ｃｍ以内 
（上部分をなるべくつめてください） 

背表紙を上につめて下部分は空けて
ください 
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No. 書類名 内容 区分 様式 作成例 

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P５０～５４ 

② 実施計画書 
・申請する住宅の高断熱外皮及び導入する設備の仕様と 
 補助対象費用を記入すること 

● 定型様式１-１ P５５～５７ 

③ 交付申請額算出表 ・補助対象費用を算出すること ● 定型様式２-１ P５８ 

④ 蓄電システム見積書 
・蓄電システムを購入の上、補助対象費用に計上する場合 
 のみ記載すること 

○ 定型様式３-１ P５９ 

⑤ 

リ
ー
ス
の
場
合 

リース契約書（案） 

・一括リース契約であることが確認できるもの 
・リース料から補助金相当分が減額されていること 
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定 
 耐用年数を下回る契約である場合にあっては、リースの 
 期間終了後に申請者に所有権移転が行われる契約と 
 なっていること 

○ 様式自由 － 

⑥ 
蓄電システム 
リース料金計算書 

・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する 
 場合のみ記載すること 

○ 定型様式４-１ P６０ 

⑦ 

Ｗｅｂプログラム未評価省エネ
ルギー・システム登録書 

・採用する申請者のみＳＩＩが発行したシステム登録利用書の 
 写しを提出すること 

○ 
ＳＩＩから送付 
した書類の 

写し 
－ 

⑧ 

建
築
図
面 

配置図 
・真北と建物との方位角が明記されていること 
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること 

● 
様式自由 
（Ａ３用紙） 

－ 
⑨ 

平面図 
（兼設備設置図） 

・各階毎に部屋名・寸法が明記されていること 
・補助対象となる全ての設備について配置を明記すること 

⑩ 立面図（四面） 

・東西南北の四面が全て明記されていること   
・断面図と同等に階高等が明記されていること 
・屋根勾配が明記されていること                                                                                                     
 （太陽光発電のパネルが明記されていること） 

⑪ 
申
請
の
場
合 

狭
小
住
宅
に
よ
る 

登記事項証明書 
・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書を 
 取得し、その写しを提出すること 

○ － － 

⑫ 地積測量図 ○ － － 

⑬ 都市計画図等 
・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を 
 提出すること 

○ － － 

⑭ 敷地写真（１枚） 敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － － 

⑮ 
印鑑登録証明書 
（原本） 

・発行日は交付申請書（様式第１）の申請日の日付より３ヶ月 
 以内のもの 
・連名の場合には、連名者全員分の印鑑登録証明書も提出 
 すること 
・共同申請者（リース事業者）が多数の申請を見込んでいる 
 場合、印鑑登録証明書の簡略化を申請することができる 
 （事前にＳＩＩへ要相談） 

● － － 

⑯ 提出書類内容チェックリスト 
・①～⑯の書類について、添付漏れや記入の不備がないか 
 チェックすること （手続代行者のチェックでも可） 

● 定型様式５-１ P４９ 
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・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。 

・建築図面は全てＡ３で作成して提出してください。 

凡例 ●：提出必須の書類  ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出 

交付申請 提出書類一覧表 ４ -２ 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

提出書類内容チェックリスト（平成３０年度　ＺＥＨ支援事業） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注１）提出書類の並び順は当チェックリスト順にし、透明表紙の固定式クリアファイルに綴じ込み、必ず背表紙を付けて(公募要領Ｐ４７参照)提出すること。

（注２）各書類の項目に応じた内容を確認し、申請する住宅に該当する項目のみ確認欄にチェックすること。

No 内　　　　　　容 確認欄

申請する様式は平成３０年度　ＺＥＨ支援事業のものか。 □

申請する補助対象事業が正しく選択されているか。
また、必要事項が記入されているか。

□

法人・団体名等、名簿等必要事項が全て記入されているか。 □

申請者 自筆の署名であるか。また、交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。 □

共同申請者
　共同申請者のある場合のみ

交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。 □

手続代行者 交付申請書に記載のものと整合性がとれていいるか。 □

②
申請する住宅の断熱外皮情報（仕様及び面積等）、設備仕様、補助対象費用の算出等必
要事項が全て記入されているか。

□

申請する蓄電システムの設備情報及び補助対象費用の算出等必要事項が全て記入されて
いるか。

□

合計金額は正しく表示されているか □

発行元・工事名称・納入場所、見積金額が明記されているか。 □

交付申請書の申請者、共同申請者の記載内容との整合性はとれているか。 □

リース契約予定期間、リース等料金計算は全てが記入されているか。 □

⑤ ＳＩＩが発行したシステム登録利用書の写しであるか。 □

真北と建物との方位角が明記されているか。
また狭小住宅で申請する場合、敷地の求積計算は記入されているか。

□

各階ごとに部屋名・寸法が明記されているか。
また補助対象となる全ての設備について設置及び設置数がわかるものであるか。

□

東西南北全てあり、屋根勾配及び階高、開口部等が確認できるよう明記されているか。 □

太陽光パネルの枚数、容量が明記されているか。 □

申請する住宅の敷地について取得したものであるか。 □

申請する住宅の敷地について取得したものであるか。 □

建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示されたものであるか。 □

敷地の全景が確認できる写真であるか。 □

交付申請書申請日の日付より３ヶ月以内の原本であるか。 □

申請者本人のものであるか。（連名で申請する場合には申請する人数分あるか） □

申請書ファイルに背表紙を付けているか。 □

提出書類内容チェックリストにチェック漏れはないか。 □

書　類　名 項　　　　　目

定型様式　５－１

申  請  者  名 ○○　○○

手続代行者名 □□□□　株式会社

①
交付申請書
（様式第１）

交付申請書

交付申請書

別紙１ 役員名簿
　共同申請者のある場合のみ

別紙３ 誓約書

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム　システム登録利用書
　採用する場合のみ

実施計画書 実施計画書全般

③ 交付申請額算出表

蓄電システム導入補助金申請額
蓄電システムを補助対象にする場合のみ

補助金交付申請予定額

④
蓄電システム費用関連書類
　蓄電システムを補助対象にする

場合のみ該当する書類を提出

蓄電システム　見積書

リース契約書（案）

蓄電システム　リース料金計算書

⑥
建築図面

（A3用紙で提出すること）

配置図

平面図（兼設備設置図）

立面図（四面）

敷地写真

⑧ 印鑑登録証明書（原本）

発行日

登録者

⑨ 提出書類内容チェックリスト

申請書ファイルの背表紙

チェックの確認

⑦

狭小住宅関連書類
都市部狭小地で申請する場合

登記事項証明書

地積測量図

都市計画図等

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業
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交付申請書及び添付書類の入力例 ５ 

定型様式５－１ 提出書類内容チェックリスト 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

-

年 月 日

( ) －

-

-

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

△△△△

（リース亊業者等）
住　  所 △△県△△市△△町△丁目△△番△△号

支店長　△△　△△

電話番号 ○○○ ○○○○ ○○○○

共 同 申 請 者 郵便番号 △△△

申　請　者 郵便番号 ○○○ ○○○○

法人名又は氏名

代表者名等
登

録

印

１

　平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促

進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）交付規程第４条の規定に基づき、以下のと

おり環境省からの二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促

進事業交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る交付の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

様式第１ 交付申請書 平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

30 ○○ ○○

生年月日 昭和 ○○ ○○ ○○

住　  所 ○○県○○市○○町○丁目○○番○○号

ふりがな ○○○○　○○○

○○　○○
実
印

支 店 名

５

平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業）
　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）

法 人 名 株式会社　△△リース

支 店 名 △△△△　支店

代表者名等
登

録

印

代表者名等
登

録

印

□□□□

住　  所 □□県□□市□□町□丁目□□番□□号

□□□□　支店

支店長　□□　□□

法 人 名 □□□□　株式会社

支 店 名

手 続 代 行 者 郵便番号 □□□

交付申請書

・申請者印は実印で捺印すること 

（連名者がいる場合は連名者も実印で捺印） 

・手続代行者印は代表者印を捺印すること 

2 

入力必須 

1 

代 
表 
者 
印 

     代表者等名は必ず役職名、 

     氏名をフルネームで入力すること 

5 

代 
表 
者 
印 

印 

     代表者等名は必ず役職名、 

     氏名をフルネームで入力すること 

・住所 

・法人名又は氏名 

・生年月日 

以上が印鑑登録証明書と一致していること 

3 

4 

様式第１（交付申請書） １／５ 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

( ／ 枚 ）

１.申請する補助事業 ※申請する補助事業にチェックをつけて下さい。（複数チェック不可）

２.補助事業の名称

３.補助事業の実施計画

　別添による

４.補助金交付申請予定額

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

５.事業予定期間

６.役員名簿（別紙１）

　３/５に申請者の役員名簿を作成の上提出すること。

７.暴力団排除に関する誓約事項（別紙２）

　４/５に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

８．交付申請に関する誓約書（別紙３）

　５/５に記載の交付申請に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

○○ 月 ○○ 日

□

補助金交付申請予定額

着手予定日

完了予定日

円

平成 年

年

日30 ○ 月 ○○

平成 ○○

２

■

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

補助金交付申請予定額 円916,000

記

５

 平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

 平成３０年度　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業

○○　○○邸　ＺＥＨ支援事業
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

年 月 日

( ／ 枚 ）

：

（注１）
　申請者が法人又は共同申請者（リース亊業者等）は、役員名簿を提出すること。
　申請者が個人の場合は不要とする。

（注２）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

ナンボク　ハナコ 南北　花子 Ｈ ○○ ○○ ○○

トウザイ　イチロウ 東西　一郎 Ｓ ○○ ○○ ○○ Ｍ 代表取締役　社長

Ｆ 代表取締役　副社長

月 日

キョウドウ　タロウ 共同　太郎 Ｓ ○○ ○○ ○○

役員名簿

法人・団体名等 株式会社　△△リース

氏名　カナ 氏名　漢字
生年月日

性別 役職名

和暦 年

Ｍ 会長

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

平成 30 ○○ ○○

３ ５

別紙１

一枚目から自動表示 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

( ／ 枚 ）

 

以上

別紙２

４ ５

暴力団排除に関する誓約事項

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚
偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

・暴力団排除に関する誓約事項を熟読し、理解の上で申請して下さい 

・（１）～（４）に該当する者が行う事業に対しては、本補助金の交付対象としません 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

１. 交付申請

２. 暴力団排除

暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。

３. 交付決定前の事業着手の禁止

交付決定通知書を受領する前に本事業に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。

４. 重複申請の禁止

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。

５. 申請の無効

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。

万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。

６. 個人情報の利用

SIIが取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）に基づいた上で、SIIが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証の

ための調査・分析、SIIが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、

その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提供されることに同意している。

また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用されることに同意している。

７. 申請内容の変更及び取下げ

申請書の提出後に申請内容に変更が発生した場合には、SIIに速やかに報告することを了承している。

万が一、違反する行為が発生した場合は、SIIの指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。

８. 現地調査等の協力

補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。

９. 事業の不履行等

申請者、手続代行者がSIIに連絡することを怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続できないとSIIが

判断した場合は、当該申請者の申請及び登録を無効とすることができることを理解し、了承している。

10. 免責

SIIは、ＺＥＨビルダー/プランナー、手続代行者、補助対象事業者、その他の者との間に生じるトラブルや

損害について、一切の関与・責任を負わないことを理解し、了承している。

11. 事業の内容変更、終了

SIIは、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。

年 月 日

申請者

申請者本人が署名し実印を捺印すること。（手続代行者の代筆は不可）

共同申請者

手続代行者

氏名

法人名

○○

５ ５

平成 30 ○○

代表者名等

法人名

代表者名等

□□□□□　株式会社

支店長　□□□　□□
登

録

印

○○　○○
実
印

株式会社　△△リース

支店長　△△　△△
登

録

印

平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業）
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）

誓約書

　私は、補助金の交付の申請を一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「SII」という。）に提出するに当たって、また、
  補助対象事業の実施期間内及び完了後においては、下記の事項について誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。

上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印します。

平成 30 ○ ○○

別紙３

本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て承知の上で、申請者、手続代行者の役割及び要件等について確認し、了承している。

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

一枚目から自動表示 

エクセルに入力せず 

印刷後、必ず直筆で記入のこと 

入力必須 

10 

11 

印 

代 
表 
者 
印 

代 
表 
者 
印 

必ず代表者印を押印 

（社印は不可） 

必ず代表者印を押印 

（社印は不可） 

13 

交付申請書（1/5枚）の 

手続代行者記載情報と一致していること 

12 

9 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

○○　○○邸○○○○

１.補助対象住宅の概要

〒 －

㎡

■ □ □ □ ％

２.床面積

３.断熱性能

４.費用の判定

５.他の補助金の申請状況

他の補助金等に申請している、または申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること

□ 平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業 □ 平成３０年度　地域型住宅グリーン化事業に関する評価事業を実施する者に対する

□ 平成３０年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業 補助事業

□ 平成３０年度　次世代省エネ建材支援事業 □ 平成３０年度　「燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金」

□ サステナブル建築物等先導事業 □ その他 （ ）

６.ＺＥＨビルダー/プランナー情報

７.手続代行者情報

手続代行担当者は申請内容に関する問合せ等で確実に対応できる実務担当者の連絡先を記入すること。

手続代行者を介さない交付申請者は問合せ等に確実に応じることができるよう申請者本人の連絡先を必ず記入すること

〒 －

( ) － ( ) －

( ) －

建設予定地 ○○○ ○○○○ ○○ 県 ○○

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

定型様式１-１（１／３）

実施計画書

募集次区分 ○次公募 交付申請者氏名 ○○　○○

市 ○○○町○○○－○

ＺＥＨの種別 ＺＥＨ

都市部
狭小地 □ 敷地面積 用途地域 北側斜線

建築区分 新築 地域区分 6
年間日射
地域区分 A4 多雪地域 □

削減率

18.39

階数 １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ 合計（㎡）

うち
主たる居室（㎡） 46.37

工法　該当工法に■をつける
木造
（軸組構法）

木造
（枠組壁工法）

Ｓ造 ＲＣ造
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

導入する場合は■をつける

冷房期平均日射熱取得率（ηAC ）
（小数点第一位まで、二位以下切上げ）

1.5 再生可能エネルギーを加えた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

□

64.76

外皮平均熱貫流率（ＵＡ）
（小数点第二位まで、三位以下切上げ） 0.51 再生可能エネルギーを除いた、基準一次エネルギー消費量からの

一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）
28.2 ％削減

（注）吹抜等の仮想床を含んだ面積
を小数点第二位まで記入すること。
三位以下四捨五入

床面積（㎡） 78.66 60.15 138.81

合計
（円）

床面積１㎡あたりの金額
（万円/㎡）

上限金額
（万円/㎡）

判定断熱外皮（断熱材）
（円）

118.7 ％削減

断熱外皮（開口部）
（円）

設備機器
（円）

補助対象経費の仕様 エアコン仕様 外皮仕様事前登録番号

手続代行会社名 □□□□□　株式会社 支店名 □□□□　支店

2.63 3.32 可

ビルダー/プランナー
登録番号 ZEH28●-●●●●●-●● グループ番号 ●●●

800,000 1,200,000 1,650,000 3,650,000

ビルダー/プランナー

登録名称 ●●●●ハウス

所　属 □□部 担当者氏名 □□□　□□

住　所 □□□ □□□□ □□ 県 □□ 市 □□□町□丁目□□番□□号

電話番号 □□ □□□□ □□□□ ＦＡＸ番号 □□ □□□□ □□□□

@ □□□□□□□□

携帯電話番号 □□□ □□□□ □□□□

Ｅ-ＭＡＩＬ □□□□□□

合計は自動計算で表示 

様式第1 交付申請書の入力から自動で表示 

1 

住宅の工法を選択 

各階ごとの仮想床を含む床面積及び 

「主たる居室」の面積を入力 

種別選択 

4 

5 

補助対象経費の上限額一覧表(P34)より 該当する仕様を選択 

6 

100㎡以下は床面積の合計からではなく 

「100」で割った数値を表示 

応募(申請)しているまたは予定している 

補助金事業があれば「■」を選択 

11 実施計画書(2/3、3/3)から自動転記 

申請内容に関する問い合わせに

確実に対応できる担当者の連絡

先を記入すること 

ZEHビルダー登録証に記載された 

登録番号及び登録名称（屋号）を入力 

12 

住所は原則地番を入力 

2 

 必ず電子メールアドレスを入力すること 

13 

事前登録している場合は 

ここに登録番号を入力 
7 

3 

8 

14 

15 

55 
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地域区分、UA値、 

仕様により自動表示 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

○○　○○邸○○○○

８.住宅の高断熱外皮

外皮仕様事前登録

（１）導入する断熱材の仕様情報及び費用を記入

複数の仕様が混在する場合は、施工面積の大きいものから順に２種類まで記入すること。

断熱材を重ねて施工する場合は「100×3」「100+60」など構成が分かるように記入すること。

円

（１）導入する開口部の仕様情報及び費用を記入（費用は玄関ドア除く）

円

・（Ａ）は床面積あたりの自動計算になります。
・（Ｂ）は床面積あたりの自動計算になります。

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの自動計算になります。

（A+Ｂ）
補助対象費用

合計[円]

14,408 円/㎡

部位 メーカー名 建具の仕様 断熱の仕様または製品名
熱貫流率
（W/㎡K）

玄関
ド　ア

○○○ 金属製 断熱材充填フラッシュ構造 3.49

2.33
1,200,000

窓の箇所数 22 8,644 円/㎡

部位 （主たる窓の）メーカー名 （主たる窓の）建具の仕様 （主たる窓の）ガラスの仕様
熱貫流率
[W/㎡K]

（Ｂ）補助対象費用
玄関ドアを除く開口部

（円）

窓
○○○ アルミ樹脂 Ｌｏｗ－ｅ複層ガラス

800,000

（オーバーハング、ピロティ等）
5,763 円/㎡

○○○○ボード 60

水平部

外気に接する床 ○○○○フォーム 200

土間

玄関等
（土間収納等）

垂直部 ○○○○ボード 60

水平部

浴室
垂直部

（階間部・界壁等）

床断熱
○○○○フォーム 100

外壁

一般部
充填断熱

○○○○○マット　○○Ｋ 100

熱的境界部位
断熱材の仕様

（Ａ）
補助対象費用
断熱材（円）

断熱材の仕様（製品名） 厚さ（mm）

屋　根
（一般部、バルコニー下等）

外張断熱

天　井
○○○○○マット　○○Ｋ（2層） 100+100

基礎断熱
垂直部

水平部

定型様式１-１（２／３）

ビルダー/プランナー

登録番号 ZEH28●-●●●●●-●●
外皮仕様

事前登録番号

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

導入する主な断熱材に複数の仕様が混在する場合は、施工

面積の大きいものから順に2種類まで入力 

16 

・導入する断熱材の製品名及び厚さを入力 

・断熱材を組み合わせて導入する場合は組み合わせで入力 

17 

断熱工事の 

材工費用の 

合計を入力 

18 

自動表示 

21 

自動表示 

19 

56 

定型様式１－１ 実施計画書 ２／３ 

玄関ドア、シャッター等を

除く費用を計上のこと 

20 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

○○　○○邸○○○○

９.住宅の設備仕様　

① 空調設備

Ⅰ．個別エアコン （事業完了時に住宅に設置するエネルギー消費効率の区分「い」の機器を記入すること。）

（補助対象費用の計上もエネルギー消費効率の区分「い」のみ）

Ⅱ．ヒートポンプ式セントラル空調システム

Ⅲ．温水式暖房（床暖房、パネルラジエーター等）　暖房専用熱源機か兼用熱源機かを選択すること

② 換気設備　　 （24時間換気に使用する全ての換気設備を記入すること）

③ 給湯設備 　（セット型番があるものは、セット型番で記入すること）

　複数設置する場合、補助対象費用へ記入する設備価格はエネルギー計算に用いた１台分を記入すること

（注）　燃料電池（エネファーム）の場合は、種類／メーカー名／型番のみを記入すること。また費用の記入は不要とする。

（注）　ガスエンジン給湯機（エコウィル）の場合は、発電ユニットの総合効率をガスのエネルギー消費効率欄に記入すること

④ 太陽光発電システム

⑤ エネルギー計測装置（HEMS本体）　（こちらに記入した情報は、実績報告書の提出時に添付する保証書の型番と一致させること。）

（注）　計測データの収集・蓄積・出力等を管理している機器の型番を記入すること。

⑥ 蓄電システム

１０.Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

登録システム番号

メーカー名 型番

○○○○ ○○○－○○

設置の有無該当する方に■をつける ■ 有 □ 無

合計 7.600

○○○ ○○○○○○ 38 200 7.600

補助対象費用
設備　（円）

（Ａ）+（Ｂ）+（Ｃ）+（Ｄ）+（Ｅ）

1,650,000

11,886 円/㎡

メーカー名 型番
設置

枚数（枚）
公称最大出力（Ｗ） 公称最大出力の合計(kW)

650,000
電気ヒートポンプ給湯機 ○○○ ○○○○○○ 3.6 有

ガス ハイブリッド
年間給湯

（保温）効率

追焚保温

(有/無）

エネルギー

消費効率(%)

中間期

COP

給湯部

熱効率(%)

200,000
比消費電力合計 0.30 W/(㎥/h)

種類 メーカー名 型番

効率
（Ｅ）

補助対象費用
給湯設備　（円）

電気

種類 メーカー名 型番
温度（顕熱）

交換効率(%)

消費電力

(W)

換気風量

(㎥/h)

比消費電力

[W/(㎥/h)] 台数
（Ｄ）

補助対象費用
換気設備　（円）

ダクト式第一種換気 ○○○ ○○○○○○ 80 43.0 144 0.30 1

暖房部

熱効率

(%)

（Ｃ）
補助対象費用

空調設備Ⅲ　（円）

設置

場所 放熱機の種類 熱源機の種類
専用
兼用 メーカー名 型番

定格暖房

能力(kW)

定格暖房

消費電力

(W)

暖房
COP

（Ｂ）
補助対象費用

空調設備Ⅱ　（円）
定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

定格能力

(kW)

800,000

定格消費

電力(W)
COP

い 1

その他　居室 ○○○ ○○○22△△△ い 3

設置場所 メーカー名 型番
暖房 冷房

定型様式１-１（３／３）

設置場所 メーカー名 型番
エネルギー消費

効率の区分
台数 （Ａ）

補助対象費用
空調設備Ⅰ（円）主たる　居室 ○○○ ○○○56△△△

各設備の入力については、各項目の（注）を確認し、 

エネルギー消費性能計算プログラムに算入した設備の種類を入力 

22 

設置する区分（い）の 

エアコンを記入する 

24 

 複数台設置した場合は、設置場所を"主たる居室", "その他居室" から 

プルダウンで選択し、設備の種類等を入力 23 

１台あたりの値を入力 
"主たる居室", "全ての居室" からプルダウンで選択 

熱源機の情報のみを入力 
給湯設備と併用の場合は入力不要 

29 

34 

型番が3種類を 

超える場合は 

別紙を追加し、 

「総合計値」の欄に 

直接入力してください 

35 

各設備工事の 

材工費用の 

合計を入力 

セット型番があるものは 

セット型番で入力すること 

25 

28 

30 

33 

使用する場合はここに登録番号を入力 36 

27 

全ての換気設備の比消費電力を入力 

複数台・複数種類設

置した場合はweb計算

に用いた給湯設備費用

を計上すること 

31 

57 

定型様式１－１ 実施計画書 ３／３ 

熱源機のみ 

費用を計上 

のこと 

26 

換気装置 

(本体)のみの 

費用を 

計上のこと 

(ダクト等除く) 

32 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

■補助対象住宅

戸建住宅の補助金算出（一戸あたりの定額　ZEH：７０万円）

円

■補助対象蓄電システム

     １．設備情報

kWh　（Ⅰ）

年
目標

価格
円　（Ⅱ）

円　（Ⅰ）　×　（Ⅱ）

    ２．補助対象費用の算出（見積金額）

円

定型様式３-１　蓄電システム見積書の補助対象費用小計（Ａ）を記入してください。

※保証年数に応じて定められた目標価格以下でないと申請できません（P30参照）

円

    ３．補助金の算出：初期実効容量１kWhあたり３万円

kWh
円

    ４．③、④のいずれか低い金額（上限金額　ZEH：３０万円）

円

■合計

円

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

定型様式２－１

交付申請額算出表

戸建住宅の補助金申請額 700,000 ①

○○　○○邸○○○○

リースの利用 □

メーカー名

パッケージ型番 ○○○○○○

○○○

初期実効容量 7.2 kWh

蓄電容量 8.0

144,000

PCSの定格出力 7.2 kW

申請可能な導入価格の上限額 1,152,000

保証年数 12

PCSのタイプ 専用

補助対象費用 1,000,000 ②

補助対象費用の１/３ 333,333 ③＝②の1/3

補助金交付申請予定額
　（様式第１に転記されます）

916,000 ⑥＝①+⑤

初期実効容量 7.2 216,000 ④

蓄電システム導入補助金申請額 216,000
⑤＝③or④の
　　いずれか低い金額

      （青地）は申請書及び実施計画書より自動で表記 

1 

リースの場合は

チェックすること 

58 

定型様式２－１ 交付申請額算出表 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

　　　　　　合計　（税込） 1,404,000

その他費用　小計　（Ｂ）　（税抜） 300,000

　　　　　　中計　（Ａ）+（Ｂ）　（税抜） 1,300,000

消費税 104,000

補助対象費用　小計　（Ａ）　（税抜） 1,000,000

補
助
対
象
外
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

設置工事費等 1 式 300,000 300,000

補
助
対
象
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ 1 式 1,000,000 1,000,000

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

定型様式３－１

蓄電システム　見積書

〒○○○-○○○○
○○○○株式会社

工事名称 ○○　○○邸新築工事

納入場所
〒○○○-○○○○
○○県○○市○○○町○○○ー○

見積金額 ¥1,404,000 （税込）

印印 

見積書作成者の情報を入力すること 

税込金額を自動表示 

 ・ 設備機器費用のみ入力すること 

 

 ・ 入力する金額は全て税抜金額とする 

消費税を自動表示 

59 

定型様式３－１ 蓄電システム 見積書 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

60 

定型様式４－１ 蓄電システム リース料金計算書 

年

　

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

定型様式４－１

蓄電システム　リース料金計算書

 

１．リース契約予定期間

から

リース契約
予定期間

平成 年 月 月 日

ヶ月

日

２．リース等料金計算

( A )
設置機器金額

[合計]
円[税抜]

費用項目 補助金ありの場合
（補助金適用後の金額）

補助金なしの場合
（補助金適用前の金額）

( B )
補助金交付
申請予定額 円

蓄電システムの補助金交付申請予定額を記入すること。

( C )
補助金充当後の金額

[合計]
（Ａ）－（Ｂ）

円
[税抜]

円

( D ) 保険料・諸税等
円

[税抜]
円

[税抜]

( E )
リース対象元本

（Ｃ）＋（Ｄ）
円

[税抜]
円

[税抜]

( F ) 金　　　 　利（％） ％

( G ) 金　　　利（金額）
円

[税抜]

( H )
リース料等総額

（E）＋（G）

円
[税抜]

   ・ リース料金計算書の提出は該当者のみ 

 

   ・ リース契約書（案）と整合性を取ること 

補助金が有りの場合と 
なしの場合の両方を算出 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

-

( ) －

■　外皮仕様登録届リスト ※定型様式７－１から転記。（A）（C）延床面積あたりの単価　（B）窓面積あたりの単価

・１枚で記入しきれない場合は複数枚に及んでも可（複数枚に及ぶ場合は登録印の押印は１枚目のみで可）

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

10,903

2 ZEH-37-S 3・4・5・6・7 0.50 5,900 8,700 8,096

1 ZEH-37-H 3・4・5・6・7 0.40 8,000 11,500

表記の件について、添付の通り登録届を提出します。

番号 外皮仕様事前登録番号 建築対象地域区分

モデル
住宅の
ＵＡ値

（Ｗ/㎡・Ｋ）

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

（Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

（C）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

連絡先電話番号 03 0000 0000

登録担当者
Ｅ-ＭＡＩＬ

＊＊＊＊@＊＊＊.co.jp

ＺＥＨビルダー/
プランナー登録番号

代 表 者 名 等 環境　太郎
登

録

印

登録担当者名 環境　次郎

住      所
東京都中央区○○－○○－○○

○○○○ビル

事 業 者 名 ○○建築株式会社

登 録 名 称 ○○建築株式会社

１

平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業）

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）のうちＺＥＨ支援事業

外皮仕様登録届

郵 便 番 号 000 0000

定型様式６－１

登録申請
ＺＥＨビルダー/プランナー

ZEH28B-00000-CR

○ ○ ○

１

Ａ登録、Ｂ登録 合わせて登録する場合は、 
ＺＥＨビルダー/プランナー登録番号を併記すること 

1 

61 

定型様式６-１ 外皮仕様登録届 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうちＺＥＨ支援事業）  

62 

定型様式７-１ 外皮仕様登録概要書 
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■　登録概要書 （注） 断熱材の構成が同じものは原則１登録とします。

Ｗ/㎡・Ｋ

（１）モデルプランに該当する断熱材の仕様情報を記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

複数の断熱材を使用する場合は、組合せを含む部位面積の大きいものから順に２種類まで記入すること。

（２）モデルプランに該当する全ての開口部仕様情報を次頁（方位別窓リスト）に記入し、所定の個所に㎡単価を記入すること。

・（Ａ）は床面積あたりの計算をしてください。　（小数点以下切上げ）

・（Ｂ）は窓面積あたりの計算をしてください。（小数点以下切上げ）

定型様式７－１

外皮仕様事前登録番号 ZEH-37-H

ＺＥＨビルダー/プランナー登録番号 ZEH28B-00000-CR

建築対象地域区分 3・4・5・6・7 モデル住宅のＵＡ値 0.40

モデル住宅の床面積の合計（㎡） 120.00 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

　（ある場合のみ記入）

熱的境界部位
断熱材の仕様 部位面積

（㎡）

（Ａ）
補助対象費用

断熱
㎡単価
（円/㎡）

断熱材の仕様（製品名） 厚さ（mm）

屋　根

天　井
高性能グラスウール24K 240

67.92

外壁
一般部

高性能グラスウール16K+押出法ポリスチレンフォーム3種 100+30
139.50

外壁
階間部

床断熱仕様
フェノールフォーム1種 100

62.12

外気に接する床
（オーバーハング、ピロティ等）

熱的境界部位
断熱材の仕様 部位長さ

（ｍ）

部位
床面積
（㎡）断熱材の製品名 厚さ（mm）

基礎断熱仕様
垂直部

水平部

土間床部分
玄関部等

垂直部 押出法ポリスチレンフォーム3種 50
10.00 2.48

水平部 押出法ポリスチレンフォーム3種 50
8,000

土間床部分
浴室部

垂直部 押出法ポリスチレンフォーム3種 50
3.64 3.31

水平部 押出法ポリスチレンフォーム3種 50 円/㎡

窓方位
「方位別窓リスト」より転記

南 東 西 北 その他 合計（㎡） （Ｂ）
補助対象費用

窓
㎡単価
（円/㎡）

窓面積
「方位別窓リスト」より転記

19.69 3.79 2.07 4.75 30.29

11,500
部位 メーカー名 建具の仕様 断熱の仕様または製品名

熱貫流率
（W/㎡K）

面積（㎡）

玄関
ドア

○○株式会社 断熱フラッシュ構造 ○○ドア 2.33 1.89

玄関ドア面積の合計（㎡） 1.89 （C）
補助対象費用

断熱外皮
㎡単価
（円/㎡）

外皮総面積（㎡）　小数点第二位まで、三位以下切下げ 307.51

10,903

円/㎡

円/㎡

外皮仕様登録届リストの 
入力から自動で表示 

2 

モデル住宅の床面積の合計㎡ 
に適合する床面積の範囲が 

ある場合のみ入力 

3 

モデルプランに該当する断熱材の製品名及び厚さを入力 

4 

補助対象費用 
断熱 ㎡単価 

（円/㎡）を入力 

7 

開口部の種類が多く方位別窓リストが2枚にわたって提出する場合は 
「合計」の欄に直接入力 

9 

自動集計 
11 

自動表示 12 

補助対象費用 
窓 ㎡単価 

（円/㎡）を入力 

10 
方位別窓リストに入力すると自動転記 8 

外壁の面積は 
開口部を除く 
面積とすること 

6 

断熱材を組合せて導入する場合は組合せを併記すること 

5 
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定型様式８-１ 方位別窓リスト 
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■　方位別窓リスト

Ｗ/㎡・Ｋ

モデルプランに該当する全ての窓仕様情報を、窓方位及び寸法ごとに記入。

外皮仕様事前登録番号 ZEH-37-H

　（ある場合のみ記入）
モデル住宅の床面積の合計（㎡） 120.00 登録住宅に適合する床面積の範囲（㎡）

△△△株式会社 樹脂

面積
（㎡）

設置箇所数
（箇所）

熱貫流率
（W/㎡K）

ＺＥＨビルダー/プランナー登録番号 ZEH28B-00000-CR

モデル住宅のＵＡ値3・4・5・6・7建築対象地域区分

樹脂

高さ幅

寸法（m）
ガラスの仕様建具の仕様

1.80

Low-e三層ガラス（ガス入り） 1.65 1.05

メーカー名窓方位

面積の合計（㎡）

南

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 2.55 1

△△△株式会社

4.59

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 1.65 2.10 1.6～1.8未満 2 6.93

1.6～1.8未満

1.6～1.8未満 1 1.73

Low-e三層ガラス（ガス入り） 1.65 1.95 1.6～1.8未満 2 6.44

19.69

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

東

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 1.65 1.30

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り）

1.6～1.8未満 1 2.15

1.40 0.70 1.6～1.8未満 1 0.98

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.60 1.10 1.6～1.8未満 1 0.66

面積の合計（㎡） 3.79

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

西

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.60 0.90 1.6～1.8未満 2 1.08

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.90 1.10 1.6～1.8未満 1 0.99

面積の合計（㎡） 2.07

窓方位 メーカー名 建具の仕様 ガラスの仕様
寸法（m） 熱貫流率

（W/㎡K）
設置箇所数

（箇所）

面積
（㎡）幅 高さ

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.60 0.90 1.6～1.8未満 4 2.16

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.90 1.10 1.6～1.8未満 1 0.99

△△△株式会社 樹脂 Low-e三層ガラス（ガス入り） 0.50 1.60 1.6～1.8未満 2 1.60

その他 上記の方位に該当しない窓及び天窓等は窓面積の合計のみ記入

面積
（㎡）

定型様式８－１

0.40

北

面積の合計（㎡） 4.75

外皮仕様登録届リスト及び 
登録概要書の入力から自動で表示 

13 

八方位よりプルダウンで選択 

14 "アルミ樹脂", "樹脂", "その他" 
からプルダウンで選択 

15 熱貫流率はプルダウンで選択 

16 
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申請書提出先及び問合せ先 

【提出先】 
 

 〒１０４-００６１ 

 東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ 
 『平成３０年度 ＺＥＨ支援事業』 申請係 
 
 ※提出する書類名を必ず記入してください。 
 ・「交付申請書在中」 
 

◆発送の注意事項 
 ※提出先に間違いがある場合は受理できないので注意してください。 
 ※ＳＩＩから申請者又は手続代行者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
   配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 ※申請者又は手続代行者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、 
   郵便物・信書便物以外の荷物扱いで発送できないので注意してください。 
 ※申請者の持ち込みは受理しないので注意してください。 
 

【問合せ先】 
 

 ＴＥＬ：０３-５５６５-４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
  
 ※上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の 
   問合せ先にご連絡ください。 

事業名を間違いないよう注意してください。 

申請書提出先及び問合せ先 

（１） 提出先 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェック
をした上で封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の申請書をまとめて一口で提出する場合は、申請書数も明記してください。複数の個口に分けて提出する場合
は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、申請書の提出先は、事業によって異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 
 

※ 新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナーが関与する申請と、その他のＺＥＨビルダー/プランナーが関与する 
  申請を分けて受け付けます。間違えないよう注意してください。 
   【新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナーが関与する申請の提出先】  

【その他のＺＥＨビルダー/プランナーが関与する申請の提出先】  

申請書提出先及び問合せ先 ６ 

（２） 発送の注意事項 

① 他の事業の「申請書提出先シート」使いまわし等により、提出先に間違いがある場合は申請書を受理できない 
  ので注意してください。 
 

② ＳＩＩから申請者又は手続代行者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
 

③ 必ず配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 

④ 申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱い 
  で発送できないので、注意してください。 
 

⑤ 申請書の持ち込みは受理しないので注意してください。 

（３）問合せ先 

ＴＥＬ： ０３－５５６５－４０３０ （１０時～１７時 平日のみ） 
 

※ 上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の問合せ先に 
  ご連絡ください。 

上記は、平成３０年度 ＺＥＨ支援事業 の提出先を示したものです。 
提出先は事業によって異なりますので、各事業の「申請書提出先及び問合せ先」ページをご確認ください。 

左記の申請書提出先
シートを切り取り、封筒
等に貼り付けてください 

手続代行者が申請する
場合、会社名を必ず記
入してください 

申請書が複数同封され
ている場合は、必ず数を
記入してください 

使用例 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                        申請係 

  

申請
書数 

申請書提出先シート 

『平成３０年度 ＺＥＨ支援事業』 

件 

複数申請書を同封の場合 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

会社名                          

担当者氏名               電話番号               

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内            

『平成３０年度 ＺＥＨ支援事業』 

申請書提出先シート 

会社名                 担当者氏名             電話番号            

※あてはまる内容物にチェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナー 申請係 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内            

『平成３０年度 ＺＥＨ支援事業』 

会社名 ●●●●ハウス  担当者氏名 ○○ ○○  電話番号 ○○- ○○○○ - ○○○○  

※あてはまる内容物にチェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 新規取り組みＺＥＨビルダー/プランナー 申請係 

✔ 

保存 
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２章-２． 先進的再エネ熱等導入支援事業 
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（１） 補助金名 
 

  平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業） 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）のうち 
  先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業 
  略称：平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業 （以下、２章－２において「本事業」という）  

事業内容 １ -１ 

（２） 事業規模 
 

  事業規模 約１億円 

事業概要 １ 

（３） 補助対象事業者 
 

  補助対象となる事業者（以下、「申請者」という）は、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」（Ｐ２０参照）、「平成３０年度  
  ＺＥＨ＋ 実証事業」（Ｐ９８参照）、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」（Ｐ１５４参照）のいずれかにおいて、 
  交付決定を受けている者に限ります。 
  但し、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」 
  のいずれかにおいて交付申請中であり、まだ交付決定を受けていない者についても申請を可とします。 
  なお、「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ９０参照）に記載されている事項に該当する者が行う事業は、 
  本補助金の交付対象としません。 

（４） 補助対象となる建材・設備を導入する住宅 
 

  「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」の 
  いずれかの交付決定を受けた補助対象住宅であること。 
  但し、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」においては、今年度に事業完了となる住宅のみ本事業における 
  補助対象住宅とします。 

（５） 交付要件 
 
 

    以下の要件を全て満たすこと。 
 

  ① 導入する建材・設備は本事業の要件を満たすものであること。（Ｐ７０～Ｐ７３参照） 
 

  ② 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」の 
    いずれかの交付決定を受けていること。 
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（６） 補助対象となる建材・設備の要件 
 
 

  補助金交付の対象は、補助対象住宅に導入する下記①、②に記載するものとなります。 
  補助対象となる建材・設備は、新品を導入すること。 

 ① 直交集成板（ＣＬＴ） 
 

   補助対象となる直交集成板（以下、「ＣＬＴ」という）※１は、以下の全ての要件を満たすこと。 
   国内製品においては、ＪＡＳ認定工場で製造されたＪＡＳ製品であること。 

補助対象住宅への 
導入箇所 

補助対象住宅における 
使用量 

施工方法 

構造耐久力上主要な部分のうち、
壁、床版又は屋根版に面的に使
用されていること。 

CLT総使用量は、延床面積で除
した単位面積あたりの当該CLTの
使用量が０.１㎥／㎡以上であるこ
と。 

工法は問いません。 
 
但し、枠組壁工法を用いて工事
を行う場合は、「枠組工法又は木
質プレハブ法を用いた建築物又
は建築物の構造部分の構造方法
に関する安全上必要な技術的基
準を定める件（国土交通省告示
第１５４０号、平成２９年９月２６日
公布・施行）に準拠すること。 

※１ ＣＬＴ（直交集成板）とは、Ｃｒｏｓｓ Ｌａｍｉｎａｔｅｄ Ｔｉｍｂｅｒ（クロス・ラミネイティド・ティンバー）の略で、 
   板の層を各層で互いに直交するように積層接着した厚型パネルのこと。 
 

（注）ＣＬＴの導入に際しては、仕上材の一部、又は化粧材や柱等への使用の場合は、補助対象となりません。 
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 ② 先進的再生可能エネルギー熱利用設備 

１） 地中熱ヒートポンプ・システム 
     補助対象となる地中熱ヒートポンプ・システムは、以下の全ての要件を満たすこと。 
   ・採熱工法は、クローズドループに限る。 
   ・表１に記載する要件を全て満たすこと。 
   ・地中熱ヒートポンプ熱源機の補助要件を満たしていることを定量的に示せること。 
    但し、ＳＩＩが公表する「Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム」に登録された地中熱ヒートポンプ・ 
    システムを申請する場合は、省略することができます。 
   ・補助対象となる地中熱ヒートポンプ・システムは、交付申請時に販売※されているシステムであること。 
    ※ 原則、市場流通されていること。 

区
分 

対象範囲 補助要件 

工
法 

クローズド
ループ 
垂直埋設型 

採熱深度
が３０ｍ 
以浅であ
ること 

・「垂直埋設型の採熱工法一覧」（Ｐ７２、図１）のいずれかの工法であること 
・地中熱交換器の総長が３０ｍ以上であること 
 （Ｕチューブの場合は行き帰りを一体で測定） 

クローズド
ループ 
水平埋設型 

「水平埋設型の
採熱工法一覧」
（Ｐ７２、図２）のい
ずれかの工法で
あること 

「水平埋設型の採熱工法一覧」（Ｐ７２、図２）で示す
「らせん状」、「蛇行」、「コイル状」の採熱工法を採用
する場合、地中熱交換器に用いるパイプの総長は１
５０ｍ以上であること 

「水平埋設型の採熱工法一覧」（Ｐ７２、図２）で示す
「シート型」の採熱工法を採用する場合、施設面積は
３０㎡以上であること 

設
備
機
器 

地中熱ヒート
ポンプ 
熱源機 

暖房時ＣＯＰ３.７以上であること 

附随設備 システムを構成するタンク及びポンプ類等 

放熱機器等 システムを構成する床暖房、パネルラジエーター、ファンコイルユニット等 

工
事
費 

工事費 システムに係る機器全ての設置費用及び、配管、断熱等の工事費用 

■表１ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  

工法

名称 シングルUチューブ ダブルUチューブ スパイラルチューブ 杭シングルUチューブ 杭ダブルUチューブ 二重管 既成コンクリートH杭

水平断面
（例）

垂直断面図
（例）

口径（mm） ・100以上 ・110以上 ・500以上 ・100以上 ・100以上 ・60以上 ・200×200以上

杭材種（例） － － －
・既成コンクリート杭
・鋼管

・既成コンクリート杭
・鋼管

・既成コンクリート杭
・鋼管
・ステンレス管

・H型既成コンクリート杭

熱交換器（例） ・高密度ポリエチレン管
・高密度ポリエチレン管
・架橋ポリエチレン管

・高密度ポリエチレン管
・高密度ポリエチレン管
・ステンレス管
・銅管

・高密度ポリエチレン管
・ステンレス管
・銅管

・杭本体
（高密度ポリエチレン管、
鋼管、ステンレス管）

・高密度ポリエチレン管

充填材（例）

・珪砂
・豆砂利
・コンクリート
・セメントミルク

・珪砂
・豆砂利
・コンクリート
・セメントミルク

・珪砂
・豆砂利
・セメントミルク

・珪砂
・豆砂利
・不凍液
・水

・珪砂
・豆砂利
・不凍液
・水

・不凍液
・水

・セメントミルク

熱媒（例）
・水
・不凍液

・水
・不凍液

・水
・不凍液

・水
・不凍液
・冷媒

・水
・不凍液
・冷媒

・水
・不凍液

・水
・不凍液

備考
・複数（ダブル以上）の
　Uチューブを挿入した
　ものを含む。

・複数（ダブル以上）の
　Uチューブを挿入した
　ものを含む。

ボアホール工法 杭工法
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■図２ 水平埋設型の採熱工法一覧 

出典： 国土交通省国土技術政策総合研究所 国立研究開発法人建築研究所 「平成２８年度 省エネルギー基準（非住宅 
     建築物） 地中熱ヒートポンプ・システムの熱源水温度計算方法」 P４ 「図３ クローズドループ 水平埋設型の４方式」 
     より抜粋 

らせん状 蛇行 コイル状 シート型 

■図１ 垂直埋設型の採熱工法一覧 

出典： 特定非営利法人 地中熱利用促進協会作成の「垂直埋設型の採熱工法の一覧」より抜粋 
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  ２）ＰＶＴシステム（太陽光発電パネルと太陽熱集熱器が一体となったもの） 
 

    補助対象となるＰＶＴシステムは、以下の全ての要件を満たすこと。 
    ・表２に示す「補助対象となる設備項目」ごとの補助要件を全て満たすこと。 
    （ＰＶＴシステムに当該設備が含まれない項目は、この限りでない） 
    ・補助対象となるＰＶＴシステムは、交付申請時に販売※されているシステムであること。 
     ※ 原則、市場流通されていること。 
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区
分 

補助対象となる設備項目 補助要件 

空
気
集
熱
式 

太陽光発電機能付き集熱器（ＰＶＴ）※１ 
・日熱効率１０％以上であること※３ 

・設置するＰＶＴパネル面積が２２㎡以上あること 

付帯設備・ 
部材費※２ 

エアーハンドリングユニット 
（集熱用送風機、ダンバー、熱交換機等） 

集熱空気を搬送し、集熱空気を活用するための風路
切り替えダンパーを備えたもの 

集熱空気用ダクト・配管 ― 

蓄熱槽 
（貯湯タンク、ポンプ、集熱制御機器、 
計測・表示機器等） 

ＪＩＳ A ４１１３に規定する太陽蓄熱漕と同等以上の性
能を有することが確認できること 

システムを構成する室内側の放熱器 ― 

システムと一体の補助熱源設備 ― 

その他ＰＶＴシステムに必要な付属部材 ― 

工事費 
補助対象となるＰＶＴ、付帯設備、部材の設置に係る
工事費用 

液
体
集
熱
式 

太陽光発電機能付き集熱器（ＰＶＴ）※１ 
・日熱効率１０％以上であること※３ 

・設置するＰＶＴパネル面積が１１㎡以上あること 

付帯設備・ 
部材費※２ 

熱媒配管（配管、継手、バルブ等） ― 

蓄熱槽 
（貯湯タンク、ポンプ、集熱制御機器、 
計測・表示機器等） 

ＪＩＳ A ４１１３に規定する太陽蓄熱漕と同等以上の性
能を有することが確認できること 

システムを構成する室内側の放熱器 ― 

システムと一体の補助熱源設備 ― 

その他ＰＶＴシステムに必要な付属部材 ― 

工事費 
補助対象となるＰＶＴ、付帯設備、部材の設置に係る
工事費用 

■表２ ＰＶＴシステムの機器要件 

対象機器  要件 要件の適合方法 

液
体
集
熱
式
設
備 

平板形 
ＪＩＳＡ４１１２ に規定する液体集熱式平板形の集熱
器で、日集熱効率６３％以上であること。 

ＪＩＳＡ４１１２ 
人工太陽光設備の集熱性能試験による結果 

真空ガラス管形 
ＪＩＳＡ４１１２ に規定する液体集熱真空ガラス管形
の集熱器で、日集熱効率５０％以上であること。 

ＪＩＳＡ４１１２ 
自然光による集熱性能試験による結果 

補助熱源一体形 
貯湯部に補助熱源が一体的に組み込まれたもの
で、集熱器は平板形、真空ガラス管形それぞれ上
記日集熱効率の要件を満たすこと。 

ＪＩＳＡ４１１２ 
人工太陽光設備の集熱性能試験による結果 

空
気
集
熱
式
設
備 

ＪＩＳＡ４１１２ 対象品 
ＪＩＳＡ４１１２ に規定する空気集熱式の集熱器で、
日集熱効率４０％以上であること。 

ＪＩＳＡ４１１２ 
自然光による集熱性能試験による結果 

現場施工形 
ＪＩＳＡ４１１２ 対象外 

現場で組み立てて設置し、施工後はＪＩＳＡ４１１２ 
に規定する集熱器となるもので、日集熱効率４０％
以上であること。 

ＪＩＳＡ４１１２ 
自然光による集熱性能試験による結果 

■表２ カスケード方式のうちＰＶＴではない集熱器部分の要件 

※１ ＰＶＴパネルの集熱に係る部分のみを補助対象とする。（発電部分、ＰＶＴ以外の集熱器は補助対象外） 
 

※２ 補助対象となるＰＶＴシステムの集熱システムに付帯するものに限る。 
 

※３ ＪＩＳ Ａ ４１１２に準拠した試験方法であること。 
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（７） 補助金額 

・ 交付要件を満たす建材・設備 
 

  定額 ９０万円 （補助対象建材・設備の種別、数量によらず一律） 

■材料・設備費 
■一律９０万円 
■複数でも定額 

（８） 他の補助事業との調整 
 
 

    補助対象費用には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行の適正化 
  に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下、「適正化法」という）第２条第４項第１号に掲げる給付金及び 
  同項第２号に掲げる資金を含む）と重複する対象費用を含めないでください。※ 

  国からの他の補助事業に申請している、又は申請する予定の場合は後述の実施計画書にその補助事業名 
  及び補助対象について必ず記入してください。 
  国からの他の補助金を重複受給した場合は、不正行為とみなし、当該補助金に係る交付決定の取り消しを 
  行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還 
  していただくことになります。 
 

  ※ 併願申請する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 
     ＺＥＨ実証事業」は重複受給を容認します。上記には該当しません。 

実施計画書に他の補助金の 
ヒアリング項目を設けること⇒ 

補助対象住宅に導入する建材・設備 補助金額 

ＣＬＴ ９０万円 

先進的再生可能エネル
ギー熱利用設備 

地中熱ヒートポンプ・システム ９０万円 

ＰＶＴシステム ９０万円 

補助対象住宅１戸あたりの補助額※ ９０万円 

※ 複数の設備を導入しても定額９０万円となります。 
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公募方法 １ -２ 

ＳＩＩは、公募期間を定め、先着順に受付します。 
また、公募期間中であっても補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
予算に達した日以降に到着した申請分は、原則受理しませんので、十分注意してください。 
ＳＩＩでは、申請状況をみて必要に応じて受付可能な補助金の残額をホームページで公表します。申請の目安として 
ください。 
なお、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」
のいずれかに申請中であり、まだ交付決定を受けていない事業についても申請を可とします。 
この場合、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証 
事業」のいずれかの申請と同時申請も可とします。 
 
 （注） 公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 
 

 （注） 申請書の受付は、公募期間内の平日（月曜～金曜）のみ行います。 
     （土日祝日は申請書の受付は行いません） 
 

 （注） 不備不足のない申請書が到着した日が、交付申請の受付日となります。 
     申請書類に不備不足がある場合は、原則申請を受理しませんのでご注意ください。 
     特に、登録印の押印、印鑑登録証明書、平面図、実施計画書が不足する申請については、 
     一切受理しません。 
     なお、到着後に不備不足が認められた申請書は不受理扱いとし、着払いにて申請者 
     （手続代行者がいる場合は手続代行者）に返送します。 
     不備書類の返送を受けた後に、改めて申請を希望する場合は、不備不足の解消を確認の上、 
     申請してください。 
 

 （注） 申請書の発送における注意事項（Ｐ９４参照）を必ず確認の上、ＳＩＩに発送してください。 
 

 （注） 予算に達した日及びその翌営業日以降に到着した申請書については、申請者又は手続代行者を介した 
     場合は手続代行者に着払いで申請書を返却します。 
     尚、公募初日に申請金額の合計が予算に達した場合は、不備・不足のない申請書類を対象として抽選を行い、 
     受付対象を決定します。 
     抽選結果は、申請書受領日から１週間以内に申請者（手続代行者がいる事業は手続代行者）に通知します。 
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事業スケジュール １ -３ 

      ① 公募期間 
      一次公募 平成３０年 ５月２８日（月） １０時 ～ 平成３０年 ６月２９日（金） １７時必着        
      ※二次公募の実施については、一次公募の申請状況を鑑みて後日決定します。 
      ※締切間際の申請は配送事故等で想定した到着日より遅くなる場合もありますので、 
        余裕を持った申請をお願いします。 
     ※公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 
      ※公募期間中であっても、補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
        予算に達した日以降に到着した申請分は原則受理しませんので、十分注意ください。 
 

      ② 交付決定 
      併願申請した「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 
     ＺＥＨ実証事業」のいずれかの交付決定後、本事業の交付決定を行います。 
     ※ 公募期間内にＳＩＩが受け付けた申請書を順次審査し、審査の結果、補助対象事業として交付決定したものを 
        申請者に対して通知します。（先着順）（Ｐ８０参照） 
      ※ 交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱 
        説明書」を送付しますので、事業に着手する前に必ずお読みください。（Ｐ８０参照） 
        なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」を送付します。 
        （本事業では、事務取扱説明会は実施いたしません） 

（１） スケジュールの詳細 

■本事業のスケジュール 

先進的再エネ熱等導入支援事業

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

審査期間

一次公募
（先着順・都度交付）

全件交付決定完了

事業期間

5/28～6/29
7/11

公募説明会

4/11～４/24

本事業の申請 

◎ 本事業の申請は、併願申請する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、 
  「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」のいずれかの交付申請書と同時、又は申請後に行うこと。 
 
◎本事業の交付決定は、併願申請する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、 
  「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」のいずれかの交付決定の後に行う。 

「ＺＥＨ支援事業」 
or 

「ＺＥＨ＋実証事業」 
or 

「戸建分譲ＺＥＨ実証事業」 

審査期間 

審査期間 

交付 
決定 

交付 
決定 

申請 
受付 

システムを導入する住宅が、本年度の
ＺＥＨ補助金の交付決定を受けた後
に交付決定を行う 

本事業の申請は、システムを導入する
住宅のＺＥＨ補助金申請と同時又は
申請後に行うこと 

申請 
受付 
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（１） 重要事項の詳細 
   

  ① 交付決定後の申請内容の変更は原則認めません。 
    変更する場合は、申請取下げの手続きを行い、申請可能な公募に改めて申請してください。 
 

   ② 交付申請書の提出をもって「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ９０参照）に同意したものとします。 
      申請者が誓約事項に違反した場合は、交付決定の取り消し等の措置をとります。 
 

  ③ 交付申請書並びに補助対象事業実績報告書に不備・不足がある場合は、 
    原則、書類を受理しませんのでご注意ください。 
 

  ④ 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。 

    ※ Ｐ８３「注意事項」を必ず確認してください。 
 

  ⑤ 併願申請した「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 

    ＺＥＨ実証事業」を取下げた場合は、本事業の要件を満たさなくなるので本事業の取下げも行うこと。 

重要事項 １ -４ 

           ④ 補助対象事業実績報告  
                   事業完了日から１５日以内、且つ、以下の期日内に提出することを原則とします。  
      一次公募の交付決定者  平成３０年１２月２１日（金） １７時必着 
 

           ※ 事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。 

（２） 公募説明会 
 

  本事業の公募説明会は、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の公募説明会（全国１８箇所）と同日、合同で実施 
  いたします。詳しくはＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/moe_zeh30/）をご覧ください。 

11月 12月 1月 3月

2018年 2019年

2月10月

実績報告書提出期限

審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)

事業完了期限 12/14まで

12/21

※ スケジュールは変更となることがあります。必ずＳＩＩのホームページをご確認ください。 

          ③ 事業期間         
     事業期間は原則以下のとおりとします。  
     一次公募の交付決定者  交付決定通知を受領後 ～ 平成３０年 １２月１４日（金） 
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事業詳細スケジュール ２ -１ 

年度予定 ＳＩＩ 
申請者 

（手続代行者） 

公 
募 
期 
間 

事
業
の
遂
行 
・ 
検
査 
・ 
支
払 

HPにて公募情報開示         

●補助金支払 
平成３１年３月下旬迄に完了 
※補助金支払は、一連の審査等 
が終了し、補助金確定通知書を 
発行したものから随時実施 

公募～交付決定 
（Ｐ８０参照） 

 
公募受付 

交付申請書及び 
添付書類作成～提出 

２ -２ 

事業着手 

補助対象事業実績報告書 
及び添付書類作成～提出 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

事業及び支払完了 

補助対象事業の 
開始～完了 
（Ｐ８１参照） 

２ -３ 

実績報告～ 
補助金支払 
（Ｐ８１～Ｐ８２参照） 

２ -４ 

現地調査（中間検査） 

審査 
現地調査（完了検査） 等 

※必要に応じて、現地調査（中間検査）を 
  行います 

選
考 

●交付決定 
併願申請する各ＺＥＨ事業における 
交付決定が確定後、本事業の交付 
決定を行います。 
 

（注） 申請書類に不備・不足がある場合や提出期日に遅れた場合は原則、申請を 
    受理しませんので、ご注意ください。 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を 
    取下げたものとみなします。ご注意ください。 

交付決定通知 

事業の実施 ２ 

※必要に応じて、現地調査（完了検査）を 
  行います 

※併願申請する各ＺＥＨ事業の交付 
  申請と同時、又は、公募期間中で 
  あれば後日提出も可とします 

※併願申請する各ＺＥＨ事業のいずれかの 
  交付決定を受けていること 

●公募期間 
・一次公募 
５/２８（月）～６/２９（金）１７時必着 
 
（注）公募開始前に申請書類が到着した場合 
   は、受理しませんので注意してください。 

●事業完了期限 
・一次公募 
１２月１４（金） 

●補助対象事業実績報告書提
出期限 
・一次公募 
事業完了日から１５日以内、且
つ、１２月２１日（金） １７時まで
の期日内であること。 
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（１） 事業の公募 

ＳＩＩは、補助対象事業を行おうとする者に対し一般公募を行い、必要に応じて説明を行います。 
ＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/moe_zeh30/clt/）に公募記事を掲載します。 

（２） 交付申請 

申請者は、Ｐ８６以降の「交付申請書及び添付書類の入力例」に従い、提出に必要な書類（Ｐ８５「提出書類一覧表」）
を作成し、原本を公募期間中にＳＩＩ指定の提出先（Ｐ９４「申請書提出先及び問合せ先」）に送付してください。 
（原本の写しは手元に必ず保管のこと） 
受付は先着順とします。申請書類に不備・不足がある場合は、原則申請を受理しませんので注意してください。 
また、公募期間中であっても補助対象事業の申請金額の合計が予算に達した日の前日をもって公募を終了し、 
予算に達した日以降に到着した申請分は、原則受理しませんので注意してください。 
なお、ＳＩＩでは申請状況をみて必要に応じて補助金の残額をホームページで公表します。申請の目安としてください。 
 

 （注１） 公募開始前に申請書類が到着した場合は、受理しませんので注意してください。 
 （注２） 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事 
      業」のいずれかに申請中であり、まだ交付決定を受けていない事業についても、申請を可とします。 
      この場合、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 
            ＺＥＨ実証事業」のいずれかの申請と同時申請も可とします。 
      但し、本事業のみの申請は受理しませんので、注意してください。 

申請者は、申請について、第三者に依頼することができます。申請の手続きを代行するもの（以下、「手続代行者」と
いう）は、申請者の了解のもとで依頼された内容について、間違いや不備等の無いよう注意して申請を行ってください。 
手続代行者による申請の場合、申請書類に関するＳＩＩからの問合せや訂正依頼に確実に対応できることを要件としま
す。問合せは手続代行者へ連絡しますので、申請者の不利益にならないように対応してください。交付決定通知書
等の正式な通知書面は申請者に送付します。 
 

  （注１） 本事業の手続代行者は、補助対象住宅の交付申請手続きを代行する手続代行者が必ず兼務すること。 
   （注２） 事業の実施について、手続代行者は申請者の十分な理解を得られるように説明を行ってください。 

（３） 手続代行者について 

  学識経験者を含む関係分野の専門家で構成された審査委員会で定められた審査基準に基づき、応募のあった 
  申請書に対し審査を行います。   

（４） 審査 

（５） 採択 

  ＳＩＩは、審査の結果、交付要件を満たしていることを確認できた事業から順に補助対象事業として採択します。 

公募～交付決定 ２ -２ 

（６） 交付決定 

 ＳＩＩは、補助対象事業となった事業について交付決定を行います。  
 交付決定とは、申請書を受付けた後、その内容が適正であると認めた旨を通知するもので、補助金の交付を 
 確定するものではありません。交付決定後、申請内容どおりに事業が実施されない等、適正な事業の実施・遂行が   
 認められない場合には交付決定の取り消しとなる可能性があります。 
 交付決定については採択、不採択に関わらず申請者に審査の結果を通知します。 
 交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱説明書」 
 を送付しますので「事務取扱説明書」については、事業に着手する前に必ず参照の上、関連書類を作成してください。 
 なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」を送付します。 
  

  （注１）審査に関する個別の問合せについては、一切、応じられませんのであらかじめご了承ください。 

  （注２）国の他の補助事業等と本事業に重複して補助対象が申請されている場合は、他の事業での申請を取下げる 

             ことを条件に交付決定します。 
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補助対象事業の開始～完了 -３ 

（１） 補助対象事業の開始 

交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手してください。 
但し、申請者は特に以下の点に注意してください。 
・交付決定通知書と一緒に送付される事務取扱説明書を熟読し、十分理解した上で事業開始すること。 
 また、交付決定通知書に記載される交付決定通知日以降に工事着工すること。 

※事前着手等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

２ 

（３） 補助対象事業の計画変更 

交付決定日以降の変更は原則として認めません。 

（４） 事業完了 

事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。 

 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断する検査です。 
     ＳＩＩは必要に応じて現地調査（中間検査）を行いますので、必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められない場合は、交付決定の取り消しとなる場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 
 

（２） 現地調査（中間検査） 

 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されたかを判断する検査であり、 
    補助金の交付を確定するためのものです。 ＳＩＩは必要に応じて現地調査（完了検査）を行いますので、 
    必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められなかった場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の支払が 
    できない場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

実績報告～補助金支払 ２ -４ 

（１） 実績報告及び補助金の額の確定 

補助対象事業者は、事業が完了した後、補助対象事業実績報告書を指定期日までに、ＳＩＩに提出してください。 
ＳＩＩは、補助対象事業実績報告書の提出を受け、申請内容に係る工事等の審査を行い、内容が適正であると認めた
上で、併願する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」又は「平成３０年度 戸建分譲 
ＺＥＨ実証事業」の補助対象住宅の事業内容が適正であると認められた補助対象事業について、補助金の交付を確
定し、補助対象事業者にその旨を通知します。 
なお、補助対象事業実績報告書の提出書類については、併願する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 
ＺＥＨ＋実証事業」又は「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」の補助対象事業実績報告書と、原則同時に提出し
てください。また、作成にあたっては、交付決定通知書と同時に配布される「事務取扱説明書」を参照してください。 
 

※ 提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。注意してください。 
※ 虚偽の報告等により不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

（２） 現地調査（完了検査） 

（３） 補助金支払 

補助対象事業者は、補助金の額の確定後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出し、ＳＩＩは「精算払請求書」の受領後、 
補助対象事業者に補助金を支払います。 
 

※ 併願申請した「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 

   ＺＥＨ実証事業」の交付申請を取下げた場合は、本事業の要件を満たさなくなるので、本事業の取下げも行うこと。 
    その場合、本事業における補助金の支払は行いません。 
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（３） 補助金支払 

補助対象事業者は、補助金の額の確定後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出し、ＳＩＩは「精算払請求書」の受領後、補助
対象事業者に補助金を支払います。 
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本事業は、省CO2効果等の情報の取得、分析についても事業の目的としているため、補助対象事業者は、併願した
「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」の要
件となるアンケートに本事業に関する質問がある場合は、これに回答してください。 
なお、ご報告いただいた内容は個人情報を除いた上で国またはＳＩＩから公表する場合があります。 
また、別途、他のアンケート調査、省CO2効果検証のための計測、取材等に協力していただくことがあります。 

（５） 使用状況の報告 

（４） 事業成果の公表 

他の事業者への普及促進を目的に、成果を公表し広く一般に紹介します。 

●本事業単独でのアンケートは行わない 
●各ＺＥＨ事業におけるアンケートにおいて本事業の質問を設ける 
●別途、追加のアンケートを設ける場合あり 

（６） 取得財産の管理等 

補助対象事業者は、補助を受けて取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）については、補助対象事業の
完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金の交付の目的に従って、その効率
的運用を図らなければなりません。補助対象事業者は、補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年以内に
取得財産等を処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）し
ようとするときは、あらかじめ「財産処分申請書」をＳＩＩに提出し、その承認を受けなければなりません。万一、未承認
のまま財産処分が行われた場合、ＳＩＩは交付決定を取り消し、加算金（年利１０．９５％）とともに補助金全額の返還を
求めることがあります。 
ＳＩＩは補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入があると認められるときは、その収
入の全部又は一部をＳＩＩに納付させることができるものとします。 

（７） 交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 

万一、交付規程に違反する行為が行われていたとＳＩＩが判断した場合、補助対象事業者に対して次の措置が 
講じられることに留意すること。 
    ① 適正化法第１７条の規定による交付決定の取り消し、第１８条の規定による補助金等の返還及び第１９条第１項 
    の規定に準拠した加算金の納付。 
    ② 適正化法第２９条の規定による罰則及び第３０条から第３２条までの規定に準拠した罰則。 
    ③ 一定の期間、補助金等の全部又は一部の交付を行わないこと。 
    ④ ＳＩＩの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
    ⑤ 補助対象事業者等の名称及び不正の内容の公表。 
      ※ 適正化法：補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 
   

 
＜個人情報の利用目的について＞ 
取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、ＳＩＩが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検
証のための調査・分析、ＳＩＩが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用させていただくことがあります。 
その場合、国が指定する外部機関に提供を行う場合があります。 
また、同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがあります。 
 

＜財産処分について＞ 
交付規程に則り、財産処分を行いＳＩＩの承認後、返金が発生する場合は、下記の方法で返金額を計算する。 
  ・処分制限財産の取得日（支払日）を起算日とする。 
  ・処分制限財産に対し、売却・譲渡・交換・破棄等を行った日を処分日とする。 
  ・処分制限期間は補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年とする。 
  ・計算用の決算日を３月３１日とする。 
  ・減価償却方法は「定率法」を採用する。 
  ・上記の条件で補助対象経費の残存簿価を計算し、残存簿価の補助金相当額を返金額とする。 
 

※その他、平成２０年５月１５日大臣官房会計課の「環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について」に該 
  当する場合（転用・譲渡・交換・貸与・担保・破棄・取り壊しの財産処分）の財産処分においても同様とする。 
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注意事項 ２ -５ 
 

申請者及び手続代行者は、以下の点に注意してください。 
 
【交付申請時に関して】 
 ① １つの物件に対して、１件の申請のみ受け付けます。また、同一人が複数物件の申請をすることはできません。 
   同じ物件に対して、複数の申請がある場合は、全ての申請を認めません。 
   但し、審査の結果不採択となった物件で、それ以降の公募に再度申請する場合はその限りではありません。 
 

 ② 申請後に申請者の変更は原則として認めません。また申請内容に変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに 
   報告し、ＳＩＩの指示に従ってください。 
 

 ③ 申請後に手続代行を行う法人を変更することは原則として認めません。 
 

 ④ 平日の日中（１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）に必ず連絡が取れること。 
 

 ⑤ 申請書類の返却はできませんので、ご了承ください。 
 

【周辺環境への配慮について】 

 一般家庭において、本事業で導入した設備等が、騒音や振動の発生源となり、生活環境に影響を及ぼす場合が 

 あります。機器を設置する際には、施工会社等とよく相談の上、周辺住居等への影響を未然に防止するよう充分な 

 配慮をお願いします。 
 

【その他】 

 ① 本事業で導入した設備等については、ＳＩＩが補助事業の対象となり得るものとして指定したものであり、補助対象 

   設備導入に係る補助対象事業者、手続代行者等との契約、施工、設備等の品質・性能、燃料等の調達、 

   導入完了後の保守や保証、知的財産権等をＳＩＩが保証するものではありません。万一、上記に関する紛争が 

   起きてもＳＩＩは関与しません。 
 

 ② 申請者及び手続代行者は、虚偽の内容を含む提案・申請をしてはなりません。 

   その内容に偽りがあることが補助対象事業完了後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる 

   可能性があることを認識し、誠実且つ的確な提案・申請をしてください｡ 

     不正をした事が明らかになった場合は補助金の支払を行いません。また、不正な行為により補助金を受給した 

   場合は、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性があることを十分に認識した上で、適正に手続きを行って 

   ください｡ 
 
 

     （注）表紙裏面 “補助金を申請及び受給される皆様へ” をご確認ください。 
 

よくあるご質問について ２ -６ 

ＳＩＩホームページに「よくあるご質問」を掲載しておりますので、ご確認ください。 
https://sii.or.jp/moe_zeh30/faq.html 
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申請について ３ -１ 

・ＳＩＩホームページから「平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業」 
 （https://sii.or.jp/moe_zeh30/clt/public.html）を選択して、「公募情報」から申請様式をダウンロードして、 
 交付申請書及び添付書類など申請に必要な書類を作成してください。  
（注１）事業名を間違えないよう注意してください。 
（注２） Ｐ８５「交付申請 提出書類一覧表」を参照し、書類不備のないよう注意してください。 
 

・公募期間中に交付申請書及び添付書類の原本をＳＩＩに提出し、原本の写しを控えとして手元に必ず保管してください。 

①「申請様式」ダウンロード 

②交付申請書及び 
添付書類作成 

 ④ＳＩＩへ送付  

   ③提出書類を 
    ファイルにまとめる 

交付申請の方法 ３ 

・ ＳＩＩホームページ 
  「平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業」 
  （https://sii.or.jp/moe_zeh30/clt/public.html）より ダウンロードする。 
・ 事業名を間違えないよう注意してください。 

・ 交付申請書及び添付書類を作成する。 

・提出書類を、提出書類一覧表（Ｐ８５）の順に「固定式クリアファイル(Ａ４)」にファイルする。 
・表紙が透明なファイルを使用する。 
・書類番号毎に、クリアポケットに書類を封入する。 
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入する。（両面見開きレイアウトにしない） 

＜ファイリング方法＞ 

背表紙に「（申請者氏名）邸【Ｈ３０年度 
再エネ】申請書類」と必ず明記してくださ
い。 
※背表紙は、書類管理上必要となります。 

表紙が透明なクリアファイルを使用して 
ください。 
※固定式クリアポケット２０ページの 
 ものを使用すること 

 

●
● 

●
●
邸 

【
Ｈ
３
０
年
度 

再
エ
ネ
】 

申
請
書
類 

提出書類一覧表（Ｐ８５参照）の順に
書類をファイリングしてください。 

・交付申請書に捺印し、全ての添付書類と一緒に原本を送付する。 

（原本の写しを控えとして手元に必ず保管すること） 
送付先はＰ９４を参照してください。 
※事業名を間違えないよう注意してください。 
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提出書類一覧表（Ｐ４８参照）の順に
書類をファイリングしてください。 

背表紙の余白は１ｃｍ以内 
（上部分をなるべくつめてください） 

背表紙を上につめて下部分は空けて
ください 
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No. 書類名 内容 区分 様式 作成例 

① 交付申請書 ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P８７～９１ 

② 実施計画書 
導入する建材・設備の仕様、システム概要図
を記入すること 

● 
定型様式 

１－２ 
P９２～９３ 

③ 
平面図 
（兼設備設置図） 

補助対象となる建材・設備について配置を
明記すること 

● 
様式自由 
（Ａ３用紙） 

－ 

④ 
補助対象となる建材・設備のカタログ又は
Webカタログの表紙と該当建材・設備が記載
されているページ 

カタログには、該当建材・設備が記載された
ページに付箋を貼り、内容を蛍光ペン等で
マークを入れること 

● － － 

⑤ 
印鑑登録証明書 
（原本） 

・発行日は交付申請書（様式第１）の申請日
の日付より３ヶ月以内のもの 
・連名の場合には、連名者全員分の印鑑登
録証明書も提出すること 

● － － 

⑥ 提出書類内容チェックリスト 
上記①～⑥の書類について、添付漏れや記
入の不備がないかチェックすること （手続代
行者のチェックでも可） 

● 
定型様式 

５-２ 
P８６ 

・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。 

・平面図はＡ３で作成して提出してください。 

交付申請 提出書類一覧表 ３ -２ 

凡例 ●：提出必須の書類 
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提出書類内容チェックリスト（平成３０年度　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）

（注１）提出書類の並び順は当チェックリスト順にし、透明表紙の固定式クリアファイルに綴じ込み、必ず背表紙を付けて(公募要領Ｐ84参照)提出すること。

（注２）各書類の項目に応じた内容を確認し、申請する住宅に該当する項目のみ確認欄にチェックすること。

No 内　　　　　　容 確認欄

申請する様式は平成３０年度　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業のものか。 □

申請する補助対象事業が正しく選択されているか。また、必要事項が記入されているか。 □

法人・団体名等、名簿等必要事項が全て記入されているか。 □

申請者
申請者が個人の場合、自筆の署名であるか。
また、交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。

□

手続代行者 交付申請書に記載のものと整合性がとれていいるか。 □

② 導入する建材・設備の仕様、システム構成図等、必要事項は記入されているか。 □

③ 補助対象となる建材・設備について配置が明記されているか。 □

該当の建材・設備が記載されたページに付箋が貼ってあるか。 □

該当の建材・設備が記載された箇所に蛍光ペン等でマークは入れているか。 □

交付申請書申請日の日付より３ヶ月以内の原本であるか。 □

申請者本人のものであるか。（連名で申請する場合には申請する人数分あるか） □

申請書ファイルに背表紙を付けているか。 □

提出書類内容チェックリストにチェック漏れはないか。 □

書　類　名 項　　　　　目

定型様式　５－２

申  請  者（法人）名 ○○　○○

手続代行者名

補助事業の名称 ○○　○○邸　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業

①
交付申請書
（様式第１）

交付申請書

交付申請書

別紙１ 役員名簿
　申請者が法人、または共同申請者のある場合のみ

別紙３ 誓約書

実施計画書 実施計画書全般

建築図面
（A3用紙で提出すること）

平面図（兼設備設置図）

④
補助対象設備となる
建材・設備のカタログ

（Webカタログの印刷でも可）

付箋

記載箇所の明記

⑤ 印鑑登録証明書（原本）

発行日

登録者

⑥ 提出書類内容チェックリスト

申請書ファイルの背表紙

チェックの確認

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

交付申請書及び添付書類の入力例 
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４ 

定型様式５－２ 提出書類内容チェックリスト 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

-

年 月 日

( ) －

-

-

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

代表者名等
登

録

印

平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業）
　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）

交付申請書

　平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促

進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）交付規程第４条の規定に基づき、以下のと

おり環境省からの二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促

進事業交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る交付の申請をします。

住　  所

法 人 名

支 店 名

支 店 名

代表者名等
登

録

印

手 続 代 行 者 郵便番号

（リース亊業者等）
住　  所

法 人 名

電話番号

共 同 申 請 者 郵便番号

支 店 名

代表者名等
登

録

印

生年月日 昭和 ○○ ○○

法人名又は氏名 ○○　○○
実
印

１ ５

申　請　者 郵便番号

様式第１ 交付申請書 平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

住　  所

ふりがな
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様式第１（交付申請書） １／５ 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  

( ／ 枚 ）

１.申請する補助事業 ※申請する補助事業にチェックをつけて下さい。（複数チェック不可）

２.補助事業の名称

３.補助事業の実施計画

　別添による

４.補助金交付申請予定額

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

５.事業予定期間

６.役員名簿（別紙１）

　３/５に申請者の役員名簿を作成の上提出すること。

７.暴力団排除に関する誓約事項（別紙２）

　４/５に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

８．交付申請に関する誓約書（別紙３）

　５/５に記載の交付申請に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

日

完了予定日 年 月 日

着手予定日 年 月

平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

補助金交付申請予定額 円

補助金交付申請予定額 900,000 円

記

□  平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

■  平成３０年度　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業

○○　○○邸　先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

２ ５
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様式第１（交付申請書） ２／５ 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  
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様式第１（交付申請書） ３／５ 

年 月 日

( ／ 枚 ）

：

（注１）
　申請者が法人又は共同申請者（リース亊業者等）は、役員名簿を提出すること。
　申請者が個人の場合は不要とする。

（注２）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

３ ５

役員名簿

法人・団体名等

氏名　カナ 氏名　漢字
生年月日

性別 役職名

和暦 年 月 日

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

別紙１

平成
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  
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様式第１（交付申請書） ４／５ 

( ／ 枚 ）

 

以上

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

暴力団排除に関する誓約事項

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚
偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

別紙２

４ ５
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  
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様式第１（交付申請書） ５／５ 

年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

１. 交付申請

２. 暴力団排除

暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。

３. 交付決定前の事業着手の禁止

交付決定通知書を受領する前に本事業に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。

４. 重複申請の禁止

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。

５. 申請の無効

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。

万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。

６. 個人情報の利用

SIIが取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）に基づいた上で、SIIが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証の

ための調査・分析、SIIが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、

その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提供されることに同意している。

また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用されることに同意している。

７. 申請内容の変更及び取下げ

申請書の提出後に申請内容に変更が発生した場合には、SIIに速やかに報告することを了承している。

万が一、違反する行為が発生した場合は、SIIの指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。

８. 現地調査等の協力

補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。

９. 事業の不履行等

申請者、手続代行者がSIIに連絡することを怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続できないとSIIが

判断した場合は、当該申請者の申請及び登録を無効とすることができることを理解し、了承している。

10. 免責

SIIは、ＺＥＨビルダー/プランナー、手続代行者、補助対象事業者、その他の者との間に生じるトラブルや

損害について、一切の関与・責任を負わないことを理解し、了承している。

11. 事業の内容変更、終了

SIIは、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。

年 月 日

申請者

申請者本人が署名し実印を捺印すること。（手続代行者の代筆は不可）

共同申請者

手続代行者

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

別紙３

平成

５ ５

平成３０年度　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業）
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）

誓約書

　私は、補助金の交付の申請を一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「SII」という。）に提出するに当たって、また、
  補助対象事業の実施期間内及び完了後においては、下記の事項について誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。

上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印します。

平成

本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て承知の上で、申請者、手続代行者の役割及び要件等について確認し、了承している。

法人名

代表者名等
登

録

印

氏名
実
印

法人名

代表者名等
登

録

印
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業）  

１.補助対象住宅の概要

〒 －

□ □ □ □

２.床面積

３.ビルダー/プランナー情報

４.手続代行者情報

手続代行担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当者の連絡先を記入すること。

手続代行者を介さない交付申請者は問合せ等に確実に応じることができるよう申請者本人の連絡先を必ず記入すること

（注）併願申請をする補助事業の交付申請手続きを代行する手続代行者が必ず兼務をすること。

〒 －

( ) － ( ) －

( ) －

５.導入する建材・設備情報

□ 壁 □ 床 □ 屋根

熱交換器

□

□

熱源機

W 暖房時COP

□ 液体集熱式
集熱パネル③品番 集熱パネル③枚数

蓄熱槽品番

枚

施設面積 m2

③　PVTシステム（太陽光発電パネルと太陽熱集熱器が一体となったもの）

集熱方式

□ 空気集熱式
集熱パネル①品番 集熱パネル①枚数

定格能力（暖房） ｋW 消費電力（暖房）

集熱パネル
総面積 m2集熱パネル②品番 集熱パネル②枚数 枚

枚

①　ＣＬＴ（直交集成板）情報

使用する部位
メーカー名
（工場名）

使用量 ｍ³

②　地中熱ヒートポンプ

熱交換器
埋設方法

垂直埋設型 工法・名称 採熱深度 m
地中熱交換器

の総長
m

水平埋設型 工法・名称
地中熱交換器

の総長
m

携帯電話番号

Ｅ-ＭＡＩＬ

市区
町村

電話番号 ＦＡＸ番号

住　所
都道
府県

@

手続代行会社名 支店名

所　属 担当者氏名

0.00

ビルダー/プランナー

登録番号 グループ番号

ビルダー/プランナー

登録名称

階数 １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ 合計（㎡）

（注）吹抜等の仮想床を含んだ面積
を小数点第二位まで記入すること。
三位以下四捨五入

床面積（㎡）

ＰＶＴ（太陽光発電パネルと太陽熱集熱器が一体となったもの）

建築区分 地域区分 工法　該当工法に■をつける
木造

（軸組構法）
木造
（枠組壁工法）

Ｓ造 ＲＣ造

補助対象の種類
該当するものに

■をつける

□ ＣＬＴ（直交集成板） □ 地中熱ヒートポンプ □

申請をしている
補助事業名

該当する事業名に

■をつける

□ 平成３０年度　ＺＥＨ支援事業

□ 平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

□ 平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

建設予定地
都道
府県

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

定型様式１－２（１／２）

○○　○○邸○○○○

実施計画書

募集次区分 一次公募 交付申請者氏名 ○○　○○

市区
町村
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定型様式１－２ 実施計画書 １／２ 

国内製品の場合は 
製造工場名も記入 
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平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金  
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93 

定型様式１－２ 実施計画書 ２／２ 

６. 補助事業概要（イラスト、システム図等を用いて仕様全般を表現する）

システム構成部材一覧

システム構成図（別紙でも可）

イラストや構成図等を用いて、システム全体を表現する。上表「システム構成部材一覧」で設定した記号を図中に明記し、部材同士の関係が分かるようにすること

R

Q

P

O

N
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A

平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業

定型様式１－２（２／２）

○○　○○邸○○○○

記号 部材名 メーカー 数量 単位 備考
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申請書提出先及び問合せ先 ５ 

申請書提出先及び問合せ先 

（１）提出先 

上記は、平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業 の提出先を示したものです。 
提出先は事業によって異なりますので、各事業の「申請書提出先及び問合せ先」ページをご確認ください。 

（２）発送の注意事項 

① 他の事業の「申請書提出先シート」使いまわし等により、提出先に間違いがある場合は申請書を受理できない 
  ので注意してください。 
 

② ＳＩＩから申請者又は手続代行者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
 

③ 必ず配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 

④ 申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱い 
  で発送できないので、注意してください。 
 

⑤ 申請書の持ち込みは受理しないので注意してください。 

（３）問合せ先 

ＴＥＬ： ０３－５５６５－４０３０ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
※ 上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の問合せ先に 
  ご連絡ください。 

申請書同梱数 

申請書提出先シート 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェック
をした上で封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の申請書をまとめて一口で提出する場合は、申請書数も明記してください。複数の個口に分けて提出する場合
は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、併願する「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ
実証事業」いずれかの申請の封筒等に、本事業の申請書を同封することはできません。 
申請書の提出先は、事業によって異なりますので、必ず事業毎の申請としてください。 
 

使用例 
〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
  

                                 申請係  『平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業』 

件 
申請
書数 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

複数申請書を同封の場合 
会社名                          

担当者氏名               電話番号               

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
  

                                 申請係  『平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業』 

件 
申請
書数 ２ 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

複数申請書を同封の場合 
会社名   ●●●●ハウス             

担当者氏名  ○○ ○○    電話番号 ○○- ○○○○ - ○○○○  

✔ 

保存 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

はじめに （「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」との要件比較） １ -１ 

事業概要 １ 

ＺＥＨ＋実証事業は、将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきＺＥＨとして、現行の『ＺＥＨ』より省エネルギーを更
に深掘りするとともに、設備のより効率的な運用等により太陽光発電等の自家消費率拡大を目指したＺＥＨの実証を支
援するものです。 
環境省による「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」との要件比較は以下のとおりです。 

  

  ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 

補
助
金
事
業
の
主
要
素 

事業規模 
（本公募要領掲載の公募毎） 

約２２億円（一次公募分） 約２３億円 

補助対象となる事業者 
新築戸建住宅の建築主、新築戸建建売住宅の購入者予定者、 

又は既存戸建住宅の所有者 

補助対象となる住宅 専用住宅など５つの条件を満たすもの 

申請する住宅に関与できる 
ＺＥＨビルダー/プランナー 

                                 ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナー 
 
                      ※Ｈ２８・Ｈ２９に登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナーは、 
                         実績報告書を提出すること。 

交付要件の主なポイント 
 ＺＥＨロードマップにおける 
 「ＺＥＨの定義」を満たしていること 

 ＺＥＨロードマップにおける 
 「ＺＥＨの定義」を満たしていること 
 
 ● 以下の要件を全て満たしていること 
 ① 更なる省エネルギーの実現 
   設計一次エネルギー消費量は、 
   再生可能エネルギーを除き、 
   基準一次エネルギー消費量から 

   ２５％以上削減されていること。  

 

 ＜選択要件＞  

 ② 以下のうち２つ以上を導入 

 １） 外皮性能の更なる強化 
 ２） 高度エネルギーマネジメント 
 ３） 電気自動車（プラグインハイブ 
    リッド車を含む）を活用した 
       自家消費の拡大措置のための 
       充電設備 

補助対象住宅の補助額 一戸あたり 定額７０万円 一戸あたり 定額１１５万円 

蓄電システムの補助額 
        初期実効容量 １ｋWｈあたり３万円 
        （補助対象経費の１／３又は 
        ３０万円のいずれか低い額） 

        初期実効容量 １ｋWｈあたり３万円 
        （補助対象経費の１／３又は 
        ４５万円のいずれか低い額） 

事業年度 単年度事業 

手続代行者の関与 補助対象事業者と連携可能 

採択方式 

先着方式 
 
 ※ＺＥＨ普及に新たに取り組むＺＥＨビル 
     ダー/プランナーが関与する申請と、 
     その他のＺＥＨビルダー/プランナーが 
     関与する申請を分けて先着順に公募し 
     ます。 

事前割当枠公募方式 
 

 ※ＺＥＨビルダー/プランナー毎の提案応 
   募を鑑みた、事前戸数割当方式です。 
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（１） 補助金名 
 

  平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 
  （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業） 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）のうちＺＥＨ＋実証事業 
  略称：平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業 （以下、３章－１において「本事業」という） 

（２） 事業規模 
 

  事業規模 約２３億円 

（３） 補助対象となる事業者と住宅 
 

  補助対象となりうる事業者（以下、「申請者」という）は、新築戸建住宅の建築主、新築戸建建売住宅※１の購入予定者、 
  又は既存戸建住宅の所有者に限ります。 
  また、「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ１３７参照）に記載されている事項に該当する者が行う事業は、 
  本補助金の交付対象としません。 
  補助対象となる住宅は下記①～⑤の条件を満たすものに限ります。 
 

  ① 申請者が常時居住する住宅。 
    （住民票等により確認を事業完了後も求める場合があります） 
    （注）既存戸建住宅においては、申請時に住民票等の提出を求める場合があります。 
 

  ② 専用住宅であること。 
    但し、住宅の一部に店舗等の非住居部分がある場合は、住居部分が「設備等の要件及び補助対象設備等 
    一覧」（Ｐ１１１参照）の要件を満たしている場合には申請することができます。 
 

  ③ 既存戸建住宅の場合は、申請時に申請者自身が所有していること。 
    （登記事項証明書の提出を求める場合があります） 
 

  ④ 新築戸建建売住宅※１の場合は、申請者は建売住宅の購入予定者であること。 
 

  ⑤ 賃貸住宅・集合住宅は対象外。 
    但し、申請者が所有する賃貸住宅・集合住宅の一部に申請者が居住し、且つその住戸が本事業の公募要件を 
    満たす場合は、その自宅部分について申請することができます。 ※２ 

  ※１ 建売を前提に建築され、一度も登記されたことのない住宅 
 

  ※２ 「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」及び「平成３０年度 二酸化炭素排出抑制 
     対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による集合住宅（低層・中層）における低 
     炭素化促進事業）」との併用は不可 

事業内容 １ -２ 
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① 

（４） 交付要件 
 
 

    以下の要件を全て満たす住宅であること。 
 

  ① ＺＥＨロードマップにおける「ＺＥＨの定義」を満たしていること。 
 

       １） 住宅の外皮性能は、地域区分毎に定められた強化外皮基準（ＵＡ値）以上であること。（Ｐ１１１参照） 
       ２） 設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２５％以上 
          削減されていること。 ※1 
        ３） 太陽光発電システム等の再生可能エネルギー・システムを導入すること。 ※２  

           売電を行う場合は余剰買取方式に限る。＜全量買取方式は認めません＞ 
        ４）  設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から１００％ 
                以上削減されていること。 ※１ ※３ ※４ ※５ 
 

  ② 申請する住宅は、ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナー（「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」参照） 
      が設計、建築、改修又は販売を行う住宅であること。なお、平成２８年度および平成２９年度に登録を受けたＺＥＨ 
     ビルダー/プランナーのうち、ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書を未提出のＺＥＨビルダー/プランナーが 
          関与する住宅は補助対象外とします。 
     （ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告については「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ１５参照） 
 

       （注）  住宅の種類とＺＥＨビルダー/プランナー登録の地域・種別の区分は対応している必要があります。 
             例えば、建売住宅については、その住宅の地域において、建売住宅の区分でＺＥＨビルダー/プランナー 
        登録をされている事業者が販売する建売住宅のみが対象となります。異なる地域でＺＥＨビルダー/プラン 
        ナー登録されている事業者や注文住宅の区分のみでＺＥＨビルダー/プランナー登録をされている事業者 
        が販売する建売住宅は、補助対象になりません。 
  

  ③ 申請する住宅について、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けている 
     ものに限る）にて、『ＺＥＨ』であることを示す証書を原則として中間報告前に取得し、その写しを中間報告時に 
     提出できること。（Ｐ１１４参照） ※６ 
 

  ④ 導入する設備は本事業の要件を満たすものであること。（Ｐ１１１～Ｐ１１２参照） 
 

  ⑤ 要件を満たすエネルギー計測装置を導入すること。（Ｐ１１２参照） 
 

  ⑥ 既存戸建住宅は、住宅全体の断熱改修を含み、導入する設備は原則として全て新たに導入すること。 
 

  ⑦ 以下のうち２つ以上を選択し導入すること。（選択要件）（Ｐ１０２参照） ※７ 
 

       １） 住宅の外皮性能は、地域区分ごとに定められた強化外皮基準（ＵＡ値）以上であること。 ※８ 
           １・２地域 ： ０.３０、３～５地域 ： ０.４０、６・７地域 ： ０.５０ 
       ２） ＨＥＭＳにより、太陽光発電設備等の発電量等を把握した上で、住宅内の暖冷房設備、給湯設備等を 
         制御可能であること。 
        ３） 再生可能エネルギー・システムにより発電した電力を電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）に充電を 
         可能とする設備、又は電気自動車と住宅間で電力を充放電することを可能とする設備を導入すること。 ※９ 

※１ エネルギー計算は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下、「建築物省エネ法」という）に 
    基づく「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号・以下、建築物エネルギー消費 
    性能基準」という）」に準拠するものとします。 
    また、エネルギー計算は空調（暖房・冷房）、給湯、換気、照明に係る各設備に関する一次エネルギー消費量に限定し、「その他一次 
    エネルギー消費量」は除きます。 
 

※２ 既存戸建住宅においては、既設の太陽光発電システムも認めます。 
 

※３ 再生可能エネルギーを加えて１００％以上一次エネルギー消費量が削減されていることの計算においては、売電分の創エネルギーを 
    計算に含みます。 
 

※４ 本事業では、寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分Ａ１又はＡ２）又は多雪地域（垂直積雪量１００ｃｍ以上）の場合に限り、  
    Nearly ＺＥＨ＋ も補助対象とします。この場合において、設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを加えて、基準一次 
    エネルギー消費量から７５％以上削減されている必要があります。 
    なお、多雪地域とは、原則として「国土交通省告示第４７４号に基づく「別表１ 市町村の区域に応じた垂直積雪量（ｄ）」に準拠するもの 
    とします。 
 

※５ 本年度、ＳＩＩに登録されたＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム（Ｐ１１９参照）を導入する事業については、Ｗｅｂプログラムに 
    よる評価において、Nearly ＺＥＨ＋ となっていることを前提に、当該システムによる省エネルギー効果を加味することでＺＥＨ＋相当と 
    なる場合、補助金の交付要件への適合性の判断をするにあたりＺＥＨ＋であるものとみなします。 
 

※６ 本事業では、「※４」を満たす場合に限り、 Nearly ＺＥＨ であることも可とします。 
 

※７ ８地域については、選択要件「外皮性能の更なる強化」（Ｐ１０２参照）は選択できません。 
 

※８ 本事業における暫定措置として、地域区分４及び５については、ＵＡ値が０.５０以下であっても、要件を満たすものとみなします。 
 

※９ 電気自動車の保管場所を申請する住宅の敷地内に設ける必要があります。 

上記「①-４）」を除く要件を全て満たすNearly ＺＥＨを本公募要領では「Nearly ＺＥＨ＋」と記します。 
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明言してＯＫ？ 

※ ※ 地域区分８については、以下の②及び③の組合せのみとします。 

※１１  電気自動車を所有することは要件ではありません。 

（５） 選択要件 

 売電のみを前提とせず、創エネルギーの自家消費を意識した再生可能エネルギーの促進に係る措置として以下の 
 ❶～❸の要件のうち２つ以上を導入することが選択要件となります。 
 但し、８地域については、以下の「❷及び❸の組合せ」を必須とします。 

 ❶ 外皮性能の更なる強化 
 

  申請する外皮平均熱貫流率（ＵＡ値）がＰ１１３に示す基準を満たすこと。 
 

   注１： 本事業における暫定措置として、４地域及び５地域についてはＵＡ値が０.５０以下であっても、上記の要件を 

       満たすものとします。 
 
   

 ❷ 高度エネルギーマネジメント 
 

  ＨＥＭＳ（ Home Energy Management System）により、太陽光発電設備等の発電量等を把握した上で、住宅内の 
  暖冷房設備、給湯設備等を制御可能であること。 
 

  １） 「ＨＥＭＳ、暖冷房設備及び給湯設備」、並びに、「蓄電システム及び燃料電池システム（設置する場合）」について、 
     いずれもECHONET Lite AIF仕様に適合し、認証を取得しているもの※１※２を設置してください。 
 

 

     ※１ ECHONET Lite AIF認証の取得を基本とするが、当分の間（最長２年間程度）は、ECHONET Lite認証を 

         取得した上で、相互接続性については自己確認（注）での対応を可能とすることを含めて判断します。 
 

     ※２ 全館空調システム等の住宅に一体化した空気調和システムであって、且つ、ハウスメーカー、工務店等の 

         独自仕様であるもののうち、他社で利用することが想定されないシステムの場合、当該システムについては、   

         ＨＥＭＳとの相互接続性の自己確認（注）での対応を可能とします。 
 

     （注）自己確認は、 ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティに対応した機能について 
         通信制御が可能であることを事業者（ハウスメーカー・工務店又は設備機器メーカー等）が確認し、 
         そのエビデンスを交付申請時又は実績報告時までに提出できることを条件とします。（詳細はＰ１１８参照） 
 
  ２） ＨＥＭＳコントローラによる操作を可能にするECHONＥＴ Lite プロトコル対応のアダプターが分離されている 
     場合は、当該のアダプターの設置を必須とします。 
 
  なお、 ECHONET Lite AIF認証の取得を予定しているが、交付申請時に取得が完了していない場合においては、 
  取得に責任を有する主体（機器メーカー等）による、「事業完了時までの取得に係る意思決定を示す文書」を交付 
  申請書に添付するとともに、事業完了までに補助対象住宅に導入された機器等の認証取得の対応を完了することを 
  要件とします。 
 
 

 ❸ 電気自動車（プラグインハイブリット車を含む）を活用した自家消費の拡大措置のための充電設備 
 

  太陽光発電設備等により発電した電力を電気自動車※１（プラグインハイブリッド車を含む）に充電することを可能と 
  する設備、または電気自動車と住宅間で充放電することを可能とする設備を設置し、車庫等において使用を可能と 
  した上で、以下の要件を満たすこと。 
    １） 分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設すること。 
    ２） 分電盤において、所要の容量及び漏電ブレーカーの設置等の措置を確保すること。 
    ３） 単相２００Ｖ ２０Ａ以上の配線用遮断器分岐回路で充電する仕様の設備を導入すること。 
    ４） ＥＶ充電用コンセント及びケーブル付き普通充電設備のいずれかを設置すること。 
     
    ※１ 電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）の所有については要件に含まれません。  
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  ② 他の補助事業との調整  
    補助対象費用には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行の適正化 
    に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下、「適正化法」という）第２条第４項第１号に掲げる給付金及び 
    同項第２号に掲げる資金を含む）と重複する対象費用を含めないでください。 
    国からの他の補助事業に申請している、又は申請する予定の場合は後述の実施計画書にその補助事業名 
    及び補助対象について必ず記入してください。 
    国からの他の補助金を重複受給をした場合は、不正行為とみなし、当該補助金に係る交付決定の取り消しを 
    行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還 
    していただくことになります。 

（６） 補助対象 

① 補助対象 
  １） 住宅の設備等 
    補助金交付の対象は、補助対象住宅に導入する設備等のうち、「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」 
    （Ｐ１１１～Ｐ１１２参照）に「該」と記載するものとなります。 
    補助対象設備等は新品を導入すること。 
 

  ２） 蓄電システム 
    補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとなります。 
    ・本事業の補助対象住宅に導入される蓄電システムであること。 
    ・本年度、ＳＩＩに製品登録された蓄電システムであること。 
    ・導入価格が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。（Ｐ１１２参照） 
    ・蓄電システムの導入目的と接続及び運用の要件を満たすものであること。（Ｐ１１２参照）  
    ・導入する蓄電システムは新品であること。 

ＳＩＩでは、本事業の補助対象となる蓄電システムの公募を一般公募に先駆けて開始し、審査の上、補助対象 
機器一覧として登録、公表します。 
（蓄電システム登録済製品一覧：https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 
蓄電システムの製品登録については「蓄電システム製品登録公募要領」をご確認ください。 

（７） 補助金額および上限額 

  ① 補助対象住宅 
 

   ・交付要件を満たす住宅  
    一戸あたり 定額 １１５万円 （地域区分・建物規模によらず全国一律）  
     ※交付要件を満たす場合に限り、Nearly ＺＥＨ＋も同額の補助金額とする。 
 

  ② 蓄電システム 

    補助対象住宅に蓄電システム※１を導入する場合には、補助金額を以下のとおり加算します。 

    蓄電システムの補助額 ： 初期実効容量※２１ｋＷｈあたり３万円                 

    蓄電システムの補助額上限 ： 補助対象経費※３の１／３または４５万円のいずれか低い金額 
 

    ※１ 蓄電システムの要件は「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」（Ｐ１１２参照）をご確認ください。 

    ※２ ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれか低い方を適用し、補助額を 

        算出します。また、補助額計算上は初期実効容量の小数点第二位以下は切り捨てとします。  

    ※３ 蓄電システムの工事費は、補助対象外とします。 
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 （１） 提案応募 

本事業に交付申請を行う予定があるＺＥＨビルダー/プランナーは、提案応募を通して本事業の取り組みに関する 
提案をＳＩＩに提出してください。 
 
① 提案応募の要件 
   提案応募の対象となるＺＥＨビルダー/プランナーは、以下の要件を全て満たしていること。 
 

   １） 「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書」を提出済のＺＥＨビルダー/プランナーであること。 
   ２） ２０１６年度及び２０１７年度の各年度において、ＺＥＨ受注件数１件以上の実績があること。 
 

      ※ 「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」の詳細については、 
         「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ１５参照 
      ※ ＺＥＨビルダー/プランナーの登録は、北海道の区分（Ａ登録）と、北海道以外の都府県の区分（Ｂ登録）に 
         分かれていますが、提案応募は１事業者がＡ登録、Ｂ登録の両方で応募することが可能です。 
 

② 提案応募の内容 
     提案応募の内容は以下のとおりとする。 
 

   ■定量目標 
   １） ２０１８年度の新築注文戸建住宅におけるＺＥＨ＋受注目標戸数 
   ２） ２０２０年度の新築注文戸建住宅全体の受注目標戸数、ＺＥＨ＋の受注目標戸数 
  ３） ２０２１年度以降のＺＥＨ＋の普及目標（％） （２０２５年度及び２０３０年度の普及目標は必須） 
 

   ■定性目標 
   １） ＺＥＨ＋の実現の具体的計画 
  ２） ＺＥＨ＋の普及に向けた２０２０年度までの取り組み計画 
  ３） 経営計画等におけるＺＥＨ＋の位置づけ 
  ４） 補助事業を有効活用して波及効果を高める工夫 
 

③ 公募期間 
    提案応募の公募期間は以下のとおり。 
 
    公募期間： 平成３０年 ５月 １日（火） ～ 平成３０年 ５月１１日（金） １７時締切 

公募方法 １ -３ 

 ■申請の流れ 

本事業に交付申請を行う事業に関与する予定があるＺＥＨビルダー/プランナーは、交付申請の前に本事業の 
取り組みに関する提案応募を行い、希望する交付申請件数等をＳＩＩに申告してください。 

ＳＩＩ ＺＥＨビルダー/ 
プランナー 

 

（要件を満たすZEHビルダー/プランナーで
あること） 

（１）提案応募（申告） 

（５）戸数割当決定通知 

申請者 
 

（手続代行者がいる場合は 
手続代行者） 

（３）提案審査 

（４）戸数割当決定 

（６）戸数割当決定番号の付与 

（７）交付申請 
交付申請書審査 

交付決定 
交付決定通知 

事業着手 

（２）ポータルサイトへの 
情報入力 
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算出値 Ａ数字の上限 

０ ０ 

１以上 １，０００未満 ５０ 

１，０００以上 ２，５００未満 １２５ 

２，５００以上 ５，０００未満 ２５０ 

５，０００以上 ５００ 
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（２） ポータルサイトへの情報入力 

提案応募は、「ＺＥＨビルダー/プランナー・ポータルサイト」で行います。ＳＩＩへの書類の提出は必要ありません。 
なお、提案応募の申請は「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」を完了していないと行うことができません。 
 

※入力手順の詳細についてはＳＩＩホームページに掲載の 
  「ＺＥＨビルダー/プランナー・ポータルサイト・マニュアル.pdf」を参照してください。 

「ＺＥＨビルダー/プランナー評価制度」及び「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」の内容を加味し、 
審査します。審査に影響するのは下記の項目となります。 
 

  ・ ＺＥＨ関連実績（普及目標、普及実績、普及目標達成率等） 
  ・ ２０１７年度におけるＺＥＨ（Nearly ＺＥＨ を含む）のＢＥＬＳ取得件数、外皮性能・エネルギー消費削減率分布 

① 過去の実績（ＺＥＨビルダー評価結果等） 

（３） 提案応募審査  

   ＳＩＩは、公募期間中に申請された提案応募及び「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」に基づき、以下の 
   審査項目を総合的に審査します。 

② 本事業に関する計画の内容 

以下の「１．」 及び「２．」 の項目について、内容を審査します。 
なお、「１．」については、ＺＥＨ＋全体の受注目標戸数を、以下の「Ａ数字」と「Ｂ数字」に分解した戸数を申請する 
こととし、審査においては「Ａ数字」を「Ｂ数字」よりも優先します。 
 

１． ２０１８年度の新築注文戸建住宅におけるＺＥＨ＋受注目標戸数 
 

   Ａ数字： 確実に本事業に申請し得るＺＥＨ＋の戸数 
        ※ ２０１８年度のＺＥＨ普及目標等を踏まえ下記の算出方法により上限（A数字上限数）を設定します。 
   Ｂ数字： 今年度のＺＥＨ＋全体の受注目標戸数からＡ数字を除いた戸数 

【Ａ数字上限数の算出方法】 
 

「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書」に基づき、ＺＥＨビルダー/プランナー毎にＡ数字の 
上限を以下の算出方法により設定します。  

１） ２０１８年度のＺＥＨ普及目標等に応じた算出値 
  Ａ数字の上限設定にあたり、以下の要素により算出値を求めます。 
  なお、住宅種別区分に「注文住宅」を含み登録されているＺＥＨビルダー/プランナーの場合、要素となる 
  数値は「注文住宅」として報告した数値とします。 

２） Ａ数字の上限設定 
   １）で算出した値に応じ、下表のとおり、Ａ数字の上限を設定します。 

（注） Ａ数字の上限は、当該ＺＥＨビルダー/プランナーにのみ通知し、一般公表は行いません。 

■算出値の算出方法 
   

   （２０１７年度における年間実績数）※１ × （２０１８年度 ＺＥＨ普及目標 [％]） 
  

   × （２０１７年度 ＺＥＨ実績 [％]） ／ （２０１７年度 ＺＥＨ普及目標 [％]）※２  

※１ ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告時に提出する年間の建築総数 
※２ （２０１７年度 ＺＥＨ実績[％]） ／ （２０１７年度 ＺＥＨ普及目標[％]）の上限は「１」とする。 
 

（注） ２０１７年度 ＺＥＨ普及目標を「０％」としていた場合、算出値は「０」となります。 
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 （４） 戸数割当決定 

ＳＩＩは、応募のあった内容とＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書の報告内容を併せて審査し、予算状況に応じて提
案応募者であるＺＥＨビルダー/プランナーに対して戸数割当を決定し通知します。 
 
◎提案応募を行っても、申請状況並びに審査の結果により、戸数割当決定を得られない場合があります。 

 （５） 戸数割当決定通知の発送 

ＳＩＩは、戸数割当決定を受けたＺＥＨビルダー/プランナーに対し戸数割当決定数を通知するとともに、戸数割当決定 
数分の固有の戸数割当決定番号を交付します。 

 （６） 戸数割当決定番号の付与 

戸数割当決定を受けたＺＥＨビルダー/プランナーは、本事業の申請１件に対し１つの戸数割当決定番号を付与し 
てください。 

（注） 付与された戸数割当決定番号を他のＺＥＨビルダー/プランナーに譲渡することはできません。 
 

（注） 交付申請状況や予算の執行状況等を総合的に勘案し、戸数割当決定件数の活用状況に応じて、ＺＥＨ 
    ビルダー/プランナー毎に次年度以降の補助事業において制約を設けることがあります。 

２． ＺＥＨ＋の実現の具体的計画 
 

   ・ 本事業の要件となる選択要件❶～ ❸の実装方法 
   ・ 確度を補足する情報（過去の高断熱化、高度エネマネ、ＥＶ等連携等に係る実績等） 
 

  ❶ 外皮性能の更なる強化 
  ❷ 高度エネルギーマネジメント 
  ❸ 電気自動車（プラグインハイブリット車を含む）を活用した自家消費の拡大措置のための充電設備  

以下の項目について、内容を審査します。   
 

  ・ ２０２０年度の新築注文戸建住宅全体の受注目標戸数、ＺＥＨ＋の受注目標戸数 
  ・ ２０２１年度以降のＺＥＨ＋の普及目標（％）  
   ※ ２０２５年度及び２０３０年度の普及目標は必須とします。 
  ・ ＺＥＨ＋の普及に向けた２０２０年度までの取り組み計画 
  ・ 経営計画等におけるＺＥＨ＋の位置づけ（ラインナップへの採用拡大に係る計画等） 
   ※ 応募時点で位置づけられていない場合は、方針や計画を含みます。 
  ・ 補助事業を有効活用して波及効果を高める工夫（広報、営業ツール整備等） 

③ 将来に向けた普及計画等 

選択要件 具体的アプローチ 

❶ 外皮性能の更なる強化 
主要商圏である６地域の住宅外皮仕様について、選択要件❶に適合する値
に強化した外皮性能を標準仕様として展開する。 

❷ 高度エネルギーマネジメント 
ECHONET Lite AIF認証機器の導入による住宅設備のコントロールや節電
サポートの拡大など、顧客メリットを営業トーク集としてまとめ、営業スタッフの
質的向上を図る。 

❸ 電気自動車（プラグインハイブリット車を 
    含む）を活用した自家消費の拡大措置 
  のための充電設備 

設置した太陽光発電システムによる創エネルギーの有効活用先としてＥＶ/ 
ＰＨＶメーカーとの連携を図り、トータルコストの低減を訴求していく。 

■本事業において採用する各要素の実装方法と、その補足について（記入例） 
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（７） 交付申請 

交付申請の受付方法 
  ・申請者は、ＺＥＨビルダー/プランナーより付与された戸数割当決定番号を使用し、交付申請を行ってください。 
   （１件の戸数割当決定番号で申請できる交付申請は１件のみです） 
  ・公募期間内にＳＩＩが受け付けた申請書を審査対象とします。（Ｐ１０９参照） 
  ・申請書の受付は、公募期間内の平日（月曜～金曜）のみ行います。 
   （土日祝日は申請書の受付は行いません） 
 

  （注） 同一の戸数割当決定番号が記載された複数の申請書が到着した場合は、一切受理しません。 
  （注） 不備不足のない申請書が到着した日が、交付申請の受付日となります。 
      申請書類に不備不足がある場合は、原則申請を受理しませんのでご注意ください。 
      特に、登録印の押印、印鑑登録証明書、建築図面、実施計画書が不足する申請については、 
      一切受理しません。 
      なお、到着後に不備不足が認められた申請書は不受理扱いとし、着払いにて申請者 
      （手続代行者がいる場合は手続代行者）に返送します。 
      不備書類の返送を受けた後に、改めて申請を希望する場合は、不備不足の解消を確認の上、 
      申請してください。 
 

  （注） 申請書の発送における注意事項（Ｐ１５１参照）を必ず確認の上、ＳＩＩに発送してください。 
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  ① 提案応募公募期間 
    平成３０年 ５月 １日（火） ～ 平成３０年 ５月１１日（金） １７時必着 
 

    ※提案応募は、ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナーが行います。（Ｐ１２４参照） 
 

  ② 戸数割当決定 
    平成３０年 ５月２４日（木） （予定） 
 

  ③ 交付申請公募期間         
    平成３０年 ５月２８日（月） ～ 平成３０年１０月 ５日（金） １７時必着 
    ※締切間際の申請は配送事故等で想定した到着日より遅くなる場合もありますので、 
      余裕を持った申請をお願いします。 
 

        ④ 交付決定      
    申請書の到着から約1ヶ月を目途に随時交付決定を行います。 
    但し、申請が集中した場合等に交付決定が遅れる場合があります。 
    なお、最終交付決定日は以下のとおりとする。 
    平成３０年１０月２４日（水） （予定） 
    ※交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱 
      説明書」及び「交付決定番号が記載された指定のボード」を送付しますので、事業に着手する前に必ずお読 
      みください。（Ｐ１２５参照） なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」及び「交付決 
      定番号が記載された指定のボード」を送付します。 
      （本事業では、事務取扱説明会は実施いたしません） 

１ -４ 

（１） スケジュールの詳細 

事業スケジュール 

       ⑤ 事業期間         
    事業期間は原則以下のとおりとします。  
    交付決定通知を受領後 ～ 平成３１年 １月２５日（金） 

■本事業のスケジュール 

実

績

報

告

新

規

登

録

Ｗｅｂプログラム未評価省エネル

ギー・

システム

ＺＥＨ＋実証事業

蓄電システム製品登録

ＺＥＨビルダー/プランナー登録

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

審
査
期
間

戸
数
割
当
決
定

審査期間

公募期間
（都度交付）

5/28～9/28

5/245/1～11

提

案

応

募

期

間

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

製品登録公募説明会 4/6

4/5～5/7 ◎

4/5～4/27

4/11～4/24

公募説明会

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21
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Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・

システム

ＺＥＨ＋実証事業

蓄電システム製品登録

ＺＥＨビルダー/プランナー登録

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

審
査
期
間

戸
数
割
当
決
定

公募期間
（都度交付）

5/28～10/5

5/245/1～11

提

案

応

募

期

間

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

製品登録公募説明会 4/6

4/9～5/7 ◎

4/5～4/27

4/11～4/24

公募説明会

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21
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（２） 公募説明会 
 

   本事業の公募説明会は、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の公募説明会（全国１８箇所）と同日、合同で開催 
  いたします。詳しくはＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/meti_zeh30/）をご覧ください。 

※ スケジュールは変更となることがあります。必ずＳＩＩのホームページをご確認ください。 

（１） 重要事項の詳細 
   

  ① 交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手すること。 
   その際、着手前の住宅建設地（更地）を交付決定番号が記載された指定のボードと共に必ず撮影すること。 
   ※事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと罰則の対象となります。 
 

 ② 交付決定後の申請内容の変更は原則認めません。 
 

  ③ 申請者は、事業完了後速やかに補助対象となる住宅に居住すること。 
    補助対象事業実績報告書の提出日までに補助対象住宅に居住していない場合は、原則として補助対象外 
   となります。 
 

  ④ 交付申請書の提出をもって「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ１３７参照）に同意したものとします。 
     申請者が誓約事項に違反した場合は、交付決定の取り消し等の措置をとります。 
 

 ⑤ 交付申請書並びに補助対象事業実績報告書に不備・不足がある場合は、原則、書類を受理しませんので 
   ご注意ください。 
 

 ⑥ 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。 
 

 ※ Ｐ１３０「注意事項」を必ず確認してください。 

重要事項 １ -５ 

        ⑥ 補助対象事業実績報告  
              事業完了日から１５日以内、且つ、以下の期日内に提出することを原則とする。  
     平成３１年 ２月 １日（金） １７時必着 
 

         ※ 事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。 
              新築戸建建売住宅においては、引渡しを終え、且つ、住宅の購入代金の支払が完了した日付を指します。 

3月

2018年 2019年

10月 11月 12月 1月 2月

審査期間

事業期間 事業完了期限 1/25まで

10/17
全件交付決定完了

2/1
実績報告書提出期限

審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)
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2018年 2019年

10月 11月 12月 1月 2月 3月

審査期間

事業期間 事業完了期限 1/25まで

10/24
全件交付決定完了

2/1
実績報告書提出期限

審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)
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設備等の要件及び補助対象設備等一覧 ２ -１ 

事業要件 ２ 

設備等の種類 

必
須
要
件 

補
助
対
象 

要件となる基準 

全体共通 ● ― 

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく、「建築物エネルギー消費性能基準」に準拠 
 した評価方法（Ｐ １０１参照）により、評価対象の住宅の年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロ 
 以下であること。 
・設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２５％以上 
 削減されていること。  
・設備等のうち補助対象となるものについては、ＪＩＳ等の公的規格や業界自主規格等への適合確認を示す 
 ことができるものを導入すること。 
・寒冷地（地域区分１又は２地域）、低日射地域（日射区分A1又はA２地域）、多雪地域（垂直積雪量１００cm 
 以上）に限り、設計一次エネルギー消費量は、再生可能エネルギーを加えて基準一次エネルギー消費量 
 から７５％以上の削減（Nearly ＺＥＨ＋）であること。 

❶高断熱外皮 ● 該 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

外皮平均熱貫流率 
（ＵＡ値） 

０．４０以下 
０．５０ 
以下 

０．６０以下 － 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

冷房期の平均日射 

熱取得率（ηＡＣ値） 
基準値なし 

３．０ 
以下 

２．８ 
以下 

２．７ 
以下 

３．２ 
 以下 

空
調
設
備 

暖房
冷房
設備 

 ❷高効率個別エアコン 
 （マルチエアコンも可） 

● 

該 
・主たる居室に設置する個別エアコンのエネルギー消費効率が、建築研究所のホームページで公開されて 
 いる冷房効率 区分（い）を満たす機種であること。  
 （http://www.kenken.go.jp/becc/documents/house/4-3_20140117.pdf の 表Ａ. ２参照） 

暖房
設備 

 パネルラジエーター 該 

・以下①～③のいずれかを満たすこと。 
①熱源設備が石油温水式またはガス温水式であって潜熱回収型（暖房部熱効率が８７％以上）のもの。 
②熱源設備が電気ヒートポンプ式熱源機であって暖房時ＣＯＰ３.３以上のもの。 
③「要件となる基準」を満たす給湯設備に接続して空調するもの。 

 温水式床暖房 該 

・主たる居室に設置する場合は以下①～③のいずれかを満たすこと。 
①熱源設備が石油温水式またはガス温水式であって潜熱回収型（暖房部熱効率が８７％以上）のもの。 
②熱源設備が電気ヒートポンプ式熱源機であって暖房時ＣＯＰ３.３以上のもの。 
③「要件となる基準」を満たす給湯設備に接続して空調するもの。 

 ❷ヒートポンプ式 
 セントラル空調システム 

該 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

ＣＯＰ  ３.０以上  ３.３以上 ３.７以上 
基準値 

なし 

冷房 
設備 

 ❷ヒートポンプ式 
 セントラル空調システム 

該 
地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

ＣＯＰ   基準値なし ３.３以上 

給湯 
設備 

 ❷電気ヒートポンプ 
 給湯機 
 （エコキュート等） 

● 

該 
・貯湯缶が一缶のものに係るＪＩＳ基準（ＪＩＳ Ｃ ９２２０)給湯機に基づく年間給湯保温効率・年間給湯効率が 
 ３．３以上であること。貯湯缶が多缶の場合は３．０以上であること。 
・上記に関わらず寒冷地（１・２・３地域）の場合は年間給湯保温効率・年間給湯効率が２.７以上であること。 

 ❷潜熱回収型ガス 
 給湯機 
 （エコジョーズ等） 

該 ・エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。  

 潜熱回収型 
 石油給湯機 
 （エコフィール等） 

該 ・エネルギー消費効率が９４％以上（暖房給湯兼用機にあっては９３％以上）であること。  

 ガスエンジン給湯機 
 （エコウィル等） 

該 
・ガス発電ユニットのＪＩＳ基準（ＪＩＳ Ｂ ８１２２）に基づく発電及び排熱利用の総合効率が、 
  低位発熱量基準（ＬＨＶ基準）で８０％以上であること。  

 ❷ヒートポンプ・ガス 
 瞬間式併用型給湯機 
 （ハイブリッド給湯機） 

該 
・熱源設備は電気式ヒートポンプと潜熱回収型ガス機器と併用するシステムで、貯湯タンクを持つもの。 
・電気式ヒートポンプの効率が中間期（電気ヒートポンプのＪＩＳ基準に定める中間期）のCOPが４.７以上且つ、   
  ガス機器の給湯部熱効率が９５％以上であること。 

 太陽熱利用システム 該 

・太陽熱温水器の場合はＪＩＳ Ａ ４１１１に規定する住宅用太陽熱利用温水器の性能と同等以上の性能を  
  有することが確認できること。 
・ソーラーシステムと呼ばれる強制循環式の場合は、ＪＩＳ Ａ ４１１２に規定する「太陽集熱器」の性能と同等 
  以上の性能を有することが確認できること（蓄熱槽がある場合は、ＪＩＳ Ａ ４１１３に規定する太陽蓄熱槽と 
 同等以上の性能を有することが確認できること） 

 ❷燃料電池 
 （エネファーム等） 

― ・エネルギー消費性能計算プログラムにおいて選択可能な機種であること。 

※３ 

※２ 

※５ 

※５ 

※５ 

※５ 

※５ 

※６ 

※６ 

※６ 

※６ 

※４ 

※６ 

・選択要件で❶外皮性能の更なる強化を選択する場合は、     で表示する項目についてＰ１１３に記載する追加要件があるので注意すること。 
・選択要件で❷高度エネルギーマネジメントシステムを選択する場合は、     で表示する項目についてＰ１１３に記載する追加要件があるので 
 注意すること。 

※１ 

※１ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

設備等の種類 

Z
E
H
+
 

補
助
対
象 

要件となる基準 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備 

 換気設備（２４時間換気に係るもの） ● 該 
・設置する換気設備は以下いずれかの要件を満たすこと。 
 

照明 
設備 

 ＬＥＤ照明  
● 

― ・ＬＥＤが光源であるもの。 

 蛍光灯 ― ・インバータータイプで１００（ｌｍ/Ｗ）以上のもの。 

創エネルギー 
システム 

太陽光発電システム等の 
再生可能エネルギー・ 

システム 
● 該 ― 

蓄電システム ○ 該 

以下の全てを満たす蓄電システムであること。 
 
・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 
・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 
 ＜導入目的＞ 
 再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器であること。 
 ＜接続及び運用の要件＞ 
 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できるもの。 
 （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

先進的再生 
可能エネルギー 
熱利用技術 

地中熱利用技術 ○ 該 

太陽熱利用技術 ○ 該 

エネルギー計測装置 
 

選択要件で高度エネルギーマネージメントを 
選択する場合はＰ●参照 

★ ― 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・エネルギー計測装置は、１台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
・計測されたデータの表示ができること。 
・詳細はＰ●「エネルギー計測装置の要件」参照。 

電気自動車を活用した充電設備 
 

選択要件で電気自動車を活用した充電設備を 
選択する場合はＰ●参照 

★ 該 
・太陽光発電設備等により発電した電力を電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）に充電し、又は電気自動車と 
 住宅間で電力を充放電することを可能とする設備を設置し、車庫等において仕様を可能としていること（分電盤において 
 所要の容量及び漏電ブレーカーの設置等の所要の措置を確保することを含む）。 
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※で表記する内容再確認 ※の使い方 

ＵＲＬ再確認 
蓄電池の表記内容再確認 

設備等の種類 

必
須
要
件 

補
助
対
象 

要件となる基準 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備 

 換気設備（２４時間換気に係るもの） ● 該 

・設置する換気設備は以下いずれかの要件を満たすこと。 

換気方式 要件 

熱交換型換気設備 温度（顕熱）交換効率６５%以上 

熱交換型以外の換気設備 
ダクト式換気・第一種換気 比消費電力が０.４W/(m3/h)以下 

上記以外 比消費電力が０.２W/(m3/h)以下 

照明 
設備 

 ＬＥＤ照明  
● 

― ・ＬＥＤが光源であるもの。 

 蛍光灯 ― ・インバータータイプで１００（ｌｍ/Ｗ）以上のもの。 

創エネルギー 
システム 

太陽光発電システム等の 
再生可能エネルギー・ 

  システム 
● ― ― 

 ❷蓄電システム ○ 該 

・以下の全てを満たす蓄電システムであること。 
・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 
・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムで 
 あること。 

保証年数 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年以上 

目標価格 

（蓄電容量１ｋＷｈあたり） 
１２.０万円 １３.２万円 １４.４万円 １５.６万円 １６.８万円 １８.０万円 

・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 
＜導入目的＞ 
 再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器で 
 あること。 
＜接続及び運用の要件＞ 
 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できる 
 もの。 
 （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

 ❷ＨＥＭＳ ● ― 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・１台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
・計測されたデータの表示ができること。 
・詳細はＰ１１５「ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の要件（選択要件で「②高度エネルギーマネジメント」を 
 選択しない事業）」参照。 

※９ 

※１０ 

ＪＥＭＡに 
要件確認 

※５  ＜高効率個別エアコンの場合＞  室内機、室外機及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 
    ＜温水式床暖房、ヒートポンプ式セントラル空調システムの場合＞ 専用熱源機及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 

※６  熱源機、貯湯タンク及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 

※８  本事業の補助対象機器（蓄電システム）一覧は、ＳＩＩホームページで随時公表する。  
     URL：https://sii.or.jp/zeh/battery/search 

※４  外壁、外気に接する天井、屋根、最下階の床、基礎等に用いる断熱材及び、窓・ガラス等の開口部材を補助対象とする。 
     構造材（柱、梁、筋違、構造ボード等）、内装ボード、 仕上げ材（内装、外装）、玄関ドアは補助対象外とする。 

●：本事業で導入を必須とすること              
○：補助対象として導入する場合は、要件を満たすこと   

※２  いずれかの冷房設備及び暖房設備を導入すること。 
     但し、１・２地域の「冷房」、８地域の「暖房」に限り、「設置しない」という申請を認める。 

※３  いずれかの設備を導入すること。 

（注）補助対象設備を複数台導入する場合は全ての設備において設備要件を満たすこと。 

※７  換気装置（本体）及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。 

※１０ 太陽光発電等の電力変換装置が蓄電システムの電力変換装置と一体型の蓄電システム（以下、「ハイブリッド」という）の場合、目標価格との    
     比較においてハイブリッド部分に係る経費分を控除することができる。 
     ハイブリッド部分に係る経費を切り分けられない場合、当該電力変換装置の定格出力（系統側）１ｋＷあたり１万円を控除することができる。 
     （定格出力の小数点第二位以下は切り捨てる） 

※９  目標価格を判定する保証年数は、ＳＩＩに登録された年数とする。 
     原則メーカーの保証年数（無償保証に限る）とする。当該機器製造事業者外の保証（販売店保証等）は含めない。但し、ＳＩＩが指定するサイ 
     クル試験結果から得られる性能年数とすることも認める。 

該：本事業で導入した場合は、補助対象となるもの                   

※７ 

※１  先進的再エネ熱等導入支援事業の補助金と併せて導入する場合は、空調設備の暖房機器、給湯設備のうち、当該事業で補助対象設備と 
     なるものについては、補助対象外とする。 

※８ 
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明言してＯＫ？ 

※ 本事業における暫定措置として、地域区分４及び５についてはＵＡ値が０.５０以下であれば、上記の要件を 
  満たすものとします。 
※ 地域区分８については、以下の②及び③の組合せのみとします。 

 ③電気自動車を活用した自家消費の拡大 
  太陽光発電設備等により発電した電力を電気自動車※１（プラグインハイブリッド車を含む）に充電し、又は電気自動車 
  と住宅間で電力を充放電することを可能とする設備を設置し、分電盤において所要の容量及び漏電ブレーカーの設置 
  等の所要の措置を確保し、車庫スペース等において使用可能としていること。 
 
  ※１ 電気自動車を所有することは要件ではありません。 

選択要件の要件及び補助対象設備等一覧 ２ -２ 

選
択 
要
件 

設備等の種類 

必
須
要
件 

追加要件 

❶ 高断熱外皮 ● 

・各地域において下記のＵＡ値を満たすこと。 

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

外皮平均熱貫流率 
（ＵＡ値） 

０．３０以下 ０．４０以下 ０．５０以下 － 

※１ 本事業における暫定措置として、４地域及び５地域についてはＵＡ値が０.５０以下であれば、 
    選択要件を満たすものとします。 

❷ 

空
調
設
備 

 高効率個別エアコン 
 （マルチエアコンも可） 

○ 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release Ｄ以降に準拠していること。 
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している（別体のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅプロトコル対応アダプターを併せての認証取得も 
 可）」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティについて、ＨＥＭＳコントローラ 
 から通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」 

 ヒートポンプ式 
 セントラル空調 
  システム 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティ 
 について、ＨＥＭＳコントローラから通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」 

給
湯 
設
備 

 電気ヒートポンプ 
 給湯機 
 （エコキュート等） 

○ 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release Ｄ以降に準拠していること。 
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している（別体のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅプロトコル対応アダプターを併せての認証取得も 
 可）」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティについて、ＨＥＭＳコントローラ 
 から通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」 

 燃料電池 
 （エネファーム等） 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。 
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release C以降に準拠していること。 
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している（別体のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅプロトコル対応アダプターを併せての認証取得も 
 可）」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティについて、ＨＥＭＳコントローラ 
 から通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」 

 ヒートポンプ・ガス 
 瞬間式併用型給湯機 
 （ハイブリッド給湯機） 

 潜熱回収型ガス 
 給湯機 
 （エコジョーズ等） 

 蓄電システム ○ 

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得し、ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release Ｈ以降 
 に準拠していること。 
・ECHONＥＴ Lite プロトコル対応のアダプターが分離されている場合は、当該のアダプターを設置すること。 
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している」もしくは「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティ 
 について、ＨＥＭＳコントローラから通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」 

 ＨＥＭＳ ● 

【ＨＥＭＳコントローラ】 
・導入する計測対象の機器に相対するＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証をすべて取得していること。 
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅバージョンは、導入する計測対象の設備に対し 
 上位のＲｅｌｅａｓｅバージョンであること。 
・詳細はＰ１１６「ＨＥＭＳの要件 （選択要件で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択の事業）」参照。 

❸  

 電気自動車（プラグインハ 
 イブリット車を含む）を活用 
 した自家消費の拡大措置 
 のための充電設備 

● 

・ＥＶ充電用設備は車庫スペース等において使用可能とし、以下の要件を満たすこと。 
・単相200Ｖ 20Ａ以上の配線用遮断器分岐回路で充電する仕様の設備を導入すること。 
・分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設すること。 

・EV充電用コンセント及びケーブル付き普通充電設備のいずれかを設置すること。 

※１１  電気自動車を所有することは要件ではありません。 

※１ ※１ 

※３ 

※４ 

●：本事業で選択要件として選択した場合、必須となる追加要件。    
○：本事業で選択要件として選択し、補助対象として導入する場合、必須となる追加要件。   

本事業では、公募要領Ｐ１０２で示した通り、下記の❶から❸のうち２つ以上を導入することが選択要件となります。 
❶：外皮性能の更なる強化（      で表示された項目） 
❷：高度エネルギーマネジメント（      で表示された項目） 
❸：電気自動車（プラグインハイブリット車を含む）を活用した自家消費の拡大措置のための充電設備（      で表示された項目） 

各選択要件の要件は、公募要領Ｐ１１１設備等の要件及び補助対象設備等一覧に示した要件を満たし、且つ選択した要件に応じて 
下表の追加要件を満たす必要があります。 
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ＺＥＨが自立的に普及するためには、住宅のエネルギー消費性能の見える化を通じて、ＺＥＨ等のエネルギー消費性能
に優れた住宅が市場で適切に評価され、消費者に選択されるための環境が整備されることが重要です。そのためにも、
第三者の評価による住宅の省エネ性能表示制度の普及が重要となります。 
本事業では、申請する住宅は建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けているも
のに限る）を原則として中間報告前に取得し、中間報告時にその写しを提出できることを交付要件としています。 

取得する省エネ性能表示の要件 ２ -３ 

（１） 省エネ性能表示取得に関する要件 
 
 

 以下の要件を全て満たすこと。 
 

 ① 取得する省エネ性能表示は、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けて 
   いるものに限る）によるもので、補助対象住宅が『ＺＥＨ』※1であることを示すものであること。 
      また、原則として本事業の交付要件に定める外皮性能を満たし、且つ、交付申請時に提出する実施計画書の 
   再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量を除く一次エネルギー消費削減率及び外皮平均熱貫流率 
   （ＵＡ値）が同じか上回っていることが、数字で表示・確認できること。 
 

 ② 「省エネ性能表示」及びその表示に関する「評価書」を入手し、中間報告時にその写しを提出できること。 
 

    ※1 本事業では、交付要件を満たす場合に限り、 Nearly ＺＥＨであることも可とします。 

【参考】 国土交通省 建築物省エネ法のページ（２０１８年４月１日）   
      http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html 
 
      ※ガイドラインに基づく第三者認証表示制度であるＢＥＬＳについてはこちらを参照ください。    
        https://www.hyoukakyoukai.or.jp/bels/bels.html 
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・ＷＥＢ未評価プログラム導入の場合の電力は 
計測項目に加わりますか？ 
・ＥＶは？ 
 
・構成機器について 
 
・機器がなくソフトウェアのみ認証を受けている場合は？ 

ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の要件（選択要件で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択しない事業） ２ -４ 

機能区分 計測項目 必須要件 

太陽光発電 
システム 

発電量 ● 

売電量 ● 

電力量の 
計測・取得※１ 

系統からの買電量 ● 

住宅全体の電力使用量 ● 

暖冷房設備の電力使用量※２ ○ 

ヒートポンプ式給湯機の 
給湯設備（エコキュート等）の電力使用量 

○ 

ガスコージェネレーションシステム 
（エネファーム等）の発電量 

○ 

照明設備の電力使用量 -  

換気設備の電力使用量 -  

蓄電システムの 
利用状況 

充電力量 ○ 

放電力量 ○ 

電気自動車を活用した充電設備 
（プラグインハイブリット車を含む） 

充電力量 ○ 

使用電力  
計測・取得間隔※３ 

１時間以内 ● 

データ蓄積期間※４※５ 
１時間以内の単位 １カ月以上 ● 

１日以内の単位 １３カ月以上 ● 

凡例 ●：必須項目  ○：計測対象設備設置の場合は、必須  

※１ 積算消費電力量（Ｗｈ）。 
※２ 「主たる居室」に設置する暖冷房設備の電力量を計測できること。 
※３ 積算消費電力量（Ｗｈ）の計測又は取得間隔。 
※４ ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）により計測した所定時間単位の積算消費電力量データをＨＥＭＳコントローラ、 
    あるいは関連する外部設備に蓄積し続けることができる期間。 
※５ セキュリティ対策として、蓄積したデータの保護・保全ができること。 

１） 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。  

   ※ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅバージョンについては問いません。 
 

２） １台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
 

３） 計測されたデータの表示ができること。 

計測ポイントは以下の「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。 

② 計測ポイントの要件 

事業完了後、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積されたデータをもとにしたエネルギー使用量の定期的な報告が 
可能であること。（詳細はＰ１２８を参照） 

③ 運用時の要件 

■エネルギー計測 要件一覧表        

補助対象住宅に設置するＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）は以下の①～③の要件を全て満たすこと。 

① ＨＥＭＳ（エネルギー計測装置）の機器要件 
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【エネルギー計測装置（ＨＥＭＳ）】 
 １） 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。  

 ２） １台で住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。 
 

 ３） 計測されたデータの表示ができること。 
 

【ＨＥＭＳコントローラ】 
 １） 導入する計測対象の機器に相対するＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を全て取得していること。 
 ２） ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Ｒｅｌｅａｓｅ Ｄ以降に準拠していること。 
    ※実績報告書提出までに、ファームアップ等を行う予定で、且つその性能を有する機器も可とします。 
 ３） Ｐ１１５で示す「エネルギー計測 要件一覧表」に示す通信制御対象の各設備に相対するＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ 
     AIF認証を全て取得していること。 

ＨＥＭＳの要件 （選択要件で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択の事業） ２ -５ 

① ＨＥＭＳの機器要件 

② 計測ポイントの要件 
計測ポイントはＰ１１５で示す「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。 

選択要件（Ｐ１０２参照）で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択する補助対象住宅に設置するＨＥＭＳの要件は 
以下の①～⑥の要件を全て満たすこと。  
 

１） エネルギー計測装置で計測する項目毎に、ＨＥＭＳコントローラやモニタに表示される計測対象の項目名称 
   の設定をすること。 
   ※項目名称の設定は、実績報告書添付書類２ 引渡証明書に記載の引渡日までに完了すること。 
   ※名称の設定が出来ない機器や、モニタ画面上で項目名称の設定が行えてもデータの書き出しに反映しない 
     場合は要件未達とみなします。 
 

２） 「②計測ポイントの要件」を満たし、且つ、計測項目名の確認ができる分電盤回路図の提出ができること。 

   ※Ｐ１１５で示す計測ポイントの計測が確認できるように記載すること。  

③ ＨＥＭＳコントローラの設定要件 
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申請者が補助対象となる住宅に居住後、必要とされるエネルギー計測の実施をもって、事業完了とします。 
事業期間中にＨＥＭＳによる実測期間を、休日を含む３日間以上設け、補助対象事業実績報告書提出の際に、 
エネルギー計測の結果を併せて提出してください。 

  １) 未入居状態での計測は無効です。 

  ２） 計測データの提出において、ＨＥＭＳ等の表示画面キャプチャー画像等は無効です。 

  ３）  提出するエネルギー計測データ（以下、計測データ）は以下の要件を満たしていること。 

     ・Ｐ１１５に示す「②計測ポイントの要件」において必須の計測ポイント毎に計測されていること。 

     ・1時間毎の計測値（単位：Wh）であること。 

     ・計測項目や年月、日時が記載されていること。 

     ・ＳＩＩがホームページで公開する「好ましいエネルギー計測データの例」と同様の形式で計測データの 

      書き出しが可能であること。ＵＲＬ：https://sii.or.jp/meti_zeh30/zeh_plus/public.html 

  ４） ＳＩＩが報告対象者用として設ける「エネルギー計測データ報告サイト（以下、報告サイト）」を利用し、 
     計測したデータのアップロードを実施し、報告を行うこと。 
  ５） 報告サイトにおいて、計測区分ごとにデータ設定（マッピング）を行うこと。  

 

④ 計測データの報告 

  【運用時の要件（使用状況の報告）】 
   申請者は、事業完了から２年間、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積された計測データをもとにしたエネルギー使用量 
   の定期的なデータ報告を行えること。 
 

  【報告方法】 
   報告サイトを利用して、計測データを適時アップロードすること。 
 

  【報告期間】 
   ２０１９年 ４月 １日～２０２１年 ３月３１日 
   事業完了後２年間／１ヶ月毎（各月毎）のデータ 
. 

   ※  計測データをクラウド・サーバに蓄積するクラウド型ＨＥＭＳ等において、クラウド・サービス提供者経由で 

      計測データの提出を行うことも可能とします。  

      但し、この場合においても定期報告アンケート（Ｐ１２８参照）の回答は補助対象事業者が必ず実施してください。 
 

   （注１）「❷高度エネルギーマネジメント」を選択した事業で交付決定を受けた補助対象事業者が、 

       「使用状況の報告」によるエネルギー計測データ報告および定期報告アンケートにおいて、正当な理由なく 

       計測データを提出しない場合には、補助金の返還を求める場合があります。ご注意ください。 
   （注２）１時間毎の計測データの保存期間が報告期間よりも短い機器を導入する場合は、必ず定期的なデータ 
       保存を行ってください。 
 

  １） 導入する通信制御対象の各設備とHEMSコントローラ間において、それぞれの相互確認を必須化されている 
     プロパティに対応した機能を通信制御できること。 
  ２） 設置するＨＥＭＳコントローラのＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅバージョンは、 
     下表に示す通信制御対象の各設備に対し、上位のＲｅｌｅａｓｅバージョンであること。 
 
 
 
 
 
 
 
    
     
    ※実績報告書提出までに、ファームアップ等を行う予定で、且つその性能を有する機器も可とします。 

 

  ３） ＨＥＭＳコントローラによる操作を可能にするECHONＥＴ Lite プロトコル対応のアダプターが分離されている 
     場合は、当該アダプターの設置を必須とします。 

⑤ 相互接続性における制御の要件 

導入設備 ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規程 

空調設備 Ｒｅｌｅａｓｅ D 以降※  

ヒートポンプ給湯設備（エコキュート等） Ｒｅｌｅａｓｅ D 以降※ 

燃料電池システム（エネファーム等） 

Ｒｅｌｅａｓｅ Ｃ 以降※ 
潜熱回収型ガス給湯機（エコジョーズ等） 

ハイブリット給湯設備 

蓄電システム Ｒｅｌｅａｓｅ Ｈ 以降※ 
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⑥ ＡＩＦ認証の要件と、これに代わる相互接続性自己確認の要件 
 

  ECHONET Lite AIF認証で、相互確認を必須化されている各プロパティ（スーパークラス規程に該当するものは除 
  く）について、アクセスルールで定められた事項の情報を、ECHONET Liteの必須プロトコル（併せて各社の独自 
  のプロトコルも使用可能）でＨＥＭＳコントローラから通信制御可能であることとします。 
 
  なお、相互接続性の確認については、機器種別の市場における普及動向を踏まえ、自己確認を可能とします。 

  但し、その場合においても、住宅に一体化した空気調和システムで独自仕様であるもののうち、他社で利用する 

  ことが想定されないシステムを除く設備においては、ECHONET Lite認証の取得を必須とする。 
 
 
  ＜相互接続性の自己確認を示す書類＞ 
  １） 設備メーカー等が、ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されている各プロパティ（別表1）  
     の通信制御試験を実施し、自己確認したことを証する書面（自由書式）。 
  ２） ＨＥＭＳコントローラと住宅設備との相互接続性を確認できたホワイトリスト 
     （メーカー等が自社ホームページに掲載するなどして一般に公表されているもの） 
 
  ＜提出方法＞ 
     交付申請時に、補助対象住宅に導入予定の機器に関する相互接続性の自己確認を示す書類をＳＩＩへ提出 
     すること。 

【別表１】 ECHONET Lite AIF認証で、相互確認を必須化されている各プロパティ 

機器 プロパティ名 

家庭用エアコン 
・動作状態 

・節電動作設定 
・運転モード設定 

・温度設定値 
・室内温度計測値 

・風量設定 

ヒートポンプ給湯器 

（エコキュート等） 
・動作状態 

・沸き上げ自動設定 
・昼間沸き増し許可設定 

・給湯中状態 
- 

瞬間式給湯器 

（エコジョーズ等） 
・動作状態 

・給湯器燃焼状態 
・風呂給湯器燃焼状態 

・風呂自動モード設定 
- 

燃料電池 

（エネファーム等） 
・動作状態 ・瞬時発電電力計測値 ・積算発電電力量計測値 

蓄電システム 

・動作状況 

・識別番号 

・現在時刻設定 

・現在年月日設定 

・ＡＣ実効容量（充電・放電） 

・ＡＣ充電･放電可能容量 

・ＡＣ充電・放電可能量 

・ＡＣ積算充電・放電電力量計測値 

・ＡＣ充電量・放電量設定値 

・最小最大充電量・放電電力値 

・運転動作設定（充電・放電・待機は必須） 

・運転モード設定（充電・放電・待機は必須） 

・系統連系状態 

・蓄電残量（Wh・Ah・％いずれかの搭載が必須） 

・蓄電池タイプ 
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本年度、ＳＩＩでは、公募時のエネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）で省エネルギー効果を評価できない 
技術のうち、一定以上の省エネルギー効果を定量的に示す事が可能なシステムについて、公募を行い、審議、選考し 
学識経験者を含む関係分野の専門家で構成された審査委員会において審査を行い、応募のあったシステム提案者に 
対しＳＩＩにて登録、公表を行います。 
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの登録申請は、当該技術の商用権利を有するものが「システム提案者」 
として１システムに対して１登録を行うものとします。 

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録の公募 ３ 

システム提案者の要件 ３ -１ 

 システム提案者とは下記要件を満たす者をいいます。 
 

 ① 当該システムの導入を遂行する能力を有する者であること（手続代行者と別でも可） 
 

 ② 技術内容に関するＳＩＩからの問合せに対し、適宜適切に対応できる者であること（必要に応じ技術内容に 
   関するヒアリングを実施する場合があります） 
 

 ③ 本事業に申請する補助事業者や手続代行者に対し、誠実に対応できる者であること。 
 

 ④ 日本国において法人格を有する法人であること。 

登録対象となるシステムの要件 ３ -２ 

 登録対象となるシステムは以下①～③の要件を全て満たすこと。 
 

 ① 本年度の公募要件を満たす住宅に当該システムを導入することで、住宅全体の年間一次エネルギー消費削減率を 
   ５％以上を向上させる効果が見込まれるシステムであること。 
   その際、当該システムのエネルギー消費量並びに削減効果について計算結果を定量的に示すことが出来ること。 
 

 ② ①に示す資料に用いる計算において、各業界における統一的な計算方法が確立されていること。 
 

 ③ 住宅への導入実績を有するシステムであること。 

対象システムにより加算できる一次エネルギー消費削減率は、地域区分にもよりますが５％又は１０％となります。 
Ｗｅｂプログラムにより算出した削減率がNearly ＺＥＨの場合に上記の削減率（５％又は１０％）を上乗せし、削減率を 
合わせた一次エネルギー消費削減率がＺＥＨ相当となれば補助金の交付要件への適合性の判断をするにあたり 
ＺＥＨであるものとみなし申請が可能となります。 
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B ： 外皮性能を含めて、本事業の交付要件を満たす住宅をもとにした計算であること  
D ： 対象システムの導入により、Bから更に削減されるエネルギーが （A×０．０５） 以上であること 

A 

２０％以上 

B 

Ｗｅｂプログラムで 
算出した設計一次 
エネルギー消費量 

C 

基準一次 
エネルギー 

消費量 

対象システムの 
導入によるみなしの 
設計一次エネルギー消費量 

対象システムの導入により、 
Aからの削減率が、さらに 

５％以上増加することを 

示すこと。 

【考え方】 

D 

※１ 
※２ 

※１ エネルギー計算上、ＺＥＨ達成に必要な創エネルギー量 
 

※２ 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 
   ＺＥＨ実証事業」において、当該システムを導入することでＺＥＨ達成相当に必要な創エネルギー量 
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システム登録の公募 ３ -４ 

（１）公募期間   平成３０年 ４月 ９日（月）～平成３０年 ５月 ７日（月） １７時必着 

（２）提出書類 
   システム登録の申請をする場合は、ＳＩＩが定める期間内に下記の書類を提出してください。 

№ 申請書類名称 様式 注意事項 

① 
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム 
登録申請書 

指定 

② システム登録内容の裏付けとなる技術資料 様式自由 概要の詳細及び導入実績を明記してあること 

システム登録利用書の発行 ３ -６ 

 審査の結果登録されたシステムについて、ＳＩＩはホームページで公表するとともに、システム提案者に対して 
 「システム登録利用書」を発行します。 
 なお、登録されたシステムは、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 
 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」において、Ｗｅｂプログラムにより算出した削減率がNearly ＺＥＨの場合にＳＩＩにて登録、 
 公表された削減率（ ５％又は１０％）を上乗せした削減率を合わせた一次エネルギー消費削減率がＺＥＨ相当となれば 
 補助金の交付要件への適合性の判断をするにあたりＺＥＨであるものとみなし申請が可能となります。 

審査 ３ -５ 

 学識経験者を含む関係分野の専門家で構成された審査委員会で定められた審査基準に基づき、応募のあった 
 システムについて登録の可否ならびに削減効果を審査します。 
  
 審査の結果、ＳＩＩは当該システムの削減効果を公表します。 
 登録されたシステムを用いた事業については、Ｗｅｂプログラムによる評価においてNearly ＺＥＨ となっていることを 
 前提に、当該システムによる省エネルギー効果を加味することでＺＥＨ相当となる場合に、補助金の交付要件への 
 適合性の判断をするにあたりＺＥＨであるものとみなします。 

●「システム登録」公募期間 
平成３０年４月９日（月） ～ ５月７日（月） 
 
● 「システム登録」審査期間 
平成３０年５月８日（火）～ ５月中旬 
 
●審査委員会  
平成３０年５月中旬 
 
●「システム登録」公表及び利用書発行 
平成３０年５月中旬 
 
●本事業公募申請 
平成３０年５月２８日（月）～ 

システム登録の流れ ３ -３ 

ＳＩＩ Ｈ３０ 
システム登録者 

② 届出 ③ 審議、選考 

④ 審査委員会
にて審査、承認 

⑦ システム 
登録書受領 

⑥ 通知 

① 申請書作成 

⑤ システム 
登録利用書発行 

及び 
登録システム 

公表 

システム 
登録提案者 

補助事業申請書及び 
添付書類作成～提出 

 
※「システム登録」 

利用書の写しを要添付 

「システム登録」 
申請書等作成～提出 

ＳＩＩ 

補助事業申請受付 

審議、選考 

「システム 
登録」 

利用書発行 

「システム登録」 
利用書受領 

審査委員会にて 
審査、承認 

登録システム 
公表 
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※Ｐ１４６～１５０ 「定型様式７－７」を参照ください。 
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「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」においてシステム登録されたシステム提案者は、本年度のシステム要件を満たす場合、所
定の手続きを行うことで、ＳＩＩに登録されるＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムとして認める「登録移行」を受
付けます。 
但し、システム提案者は、事前相談期間内に、下記の書類を提出してください。※１ ※２  
ＳＩＩによる審議を経て、速やかにＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム継続登録利用票を発行します。 
なお、新たに条件を付加する場合がありますのでご注意ください。 
その後、補助事業申請書にＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム継続登録利用票を添付し、申請して 
ください。 
 
※１ システム提案者以外の提出は認めません。 
※２ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムのシステムが変わらず、使用機器をモデルチェンジ等で同等 
   以上の性能の機器に変更を希望する場合には、代替機種の技術資料を添付してください。 
 
（注） 「Ｈ２９年度ＺＥＨ支援事業」において登録されたシステムであっても、平成３０年４月時点でＷｅｂプログラムの 
    評価対象となったシステムは登録移行できません。 

登録されたＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの導入を希望する場合 

システム提案者より使用許諾を得た上で、「システム登録利用書の写し」を入手し、申請書に添付してください。
（事前相談の必要はございません。） 

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの登録移行について 

№ 申請書類名称 様式 

① 
平成３０年度 Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム 
登録移行届 

指定 

② 
平成２９年度 Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム 
登録利用書の写し 

ＳＩＩから送付した登録利用書の写し 

③ 
使用機器をモデルチェンジ等で同等以上の性能の機器に 
変更を希望する場合には、代替機種の技術資料 

様式自由 

（２） 提出書類 
   システム継続希望の申請をする場合は、ＳＩＩが定める期間内に下記の書類を提出してください。 

３ -７ 

 ■登録移行の流れ 

（１） 登録移行申請期間 
 

   平成３０年 ４月 ９日（月）～平成３０年 ５月 ７日（月） 

ＳＩＩ Ｈ２９ 
システム登録者 

① 登録移行申請（ヒアリング） 
② 確認 

③ 登録 ⑥ 内部共有 
④ 通知 
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事業の実施 ４ 

事業年間スケジュール ４ -１ 

■交付申請公募期間 
５月２８日（月）～１０月５日（金） １７時必着 

■交付決定（先着順・都度交付決定） 
最終 １０月２４日（水） （予定） 

■補助対象事業終了 
  平成３１年３月３１日 

■補助対象事業実績報告書提出期限 
平成３１年２月１日（金） １７時必着 

■事業完了期限 
平成３１年１月２５日（金） 

【補助事業の公募】 

■公募説明会 
４月１１日（水）～４月２４日（火） 

■定期報告アンケート 
 補助対象事業終了後 ２年間半期毎に実施 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
公募情報開示（ＳＩＩホームページ） 

■ＺＥＨビルダー/プランナーの公表 
 第１回公表 ４月２７日（金）[４月１３日（金） １７時必着] 
 第２回公表 ５月１８日（金）[５月９日（水） １７時必着] 
 第３回以降については月に１回を目安に公表 
 期間中：１０回程度を予定  

【ＺＥＨビルダー/プランナー登録】 

■ＺＥＨビルダー/プランナー登録申請受付 
  ４月５日（木）～平成３１年１月３１日（木） 

■公募説明会 
  ４月１１日（水）～４月２４日（火） 

【蓄電システム製品登録】 

【ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告】 

■実績の公表 
 ５月２１日（月） 

■平成２９年度実績報告期間 
   ４月５日（木） ～ ４月２７日（金） １７時必着 

「交付申請書」提出 

「交付決定通知書」受領 

事業着手 

「補助対象事業実績報告書」提出 

事業完了後１５日以内、且つ、最終提出期限までに提出 

補助金入金 
補助金支払 

「交付申請書」 
受付・審査 

「交付決定通知書」 
発行・送付 

補助事業公募情報開示 
（ＳＩＩホームページ） 

データ収集・解析 「定期報告アンケート」提出 

一般公募説明会 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
登録申請 

年間予定 ＳＩＩ 機器メーカー 

製品登録公募説明会 

製品登録申請 

「審査結果通知」受領 登録製品公表 
（ＳＩＩホームページ） 

平成２９年度 実績報告 

確認結果、1公募あたりの上限 
採択数を通知 

通知受領 確認結果、１公募あたりの上限
採択数を通知 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
登録情報公開（ＳＩＩホームページ） 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
実績情報公開（ＳＩＩホームページ） 

【Webプログラム未評価省エネルギー・  
 システムの登録】 

システム登録申請 

「システム登録利用書」受領 
登録システム公表 
（ＳＩＩホームページ） ■システム登録の公募期間 

一次 ４月９日（月）～５月７日（月） 

■登録移行申請期間 
 ４月９日（月）～５月７日（月） 

■移行受付期間 
 第一回 ４月５日（木）～４月１３日（金） 
 第二回 ４月１６日（月）～４月２７日（金） 

■新規製品登録申請 
４月５日（木）～平成３１年１月３１日（木） 

受付・確認 

通知受領 

受付・確認 

一般公募説明会 

「補助対象事業実績報告書」 
受付・審査・完了検査等 

「確定通知書」発行・送付 「確定通知書」受領 

受付・審査 

受付・審査 

平成３０年度 提案応募 受付・確認 

確認結果、戸数割当決定数を 
通知 

戸数割当通知受領 

現地調査（中間検査） 

■製品登録公募説明会 
 ４月６日（金） 

■提案応募 
   ５月１日（火）～５月１１日（金） １７時必着 

■戸数割当決定 
５月２４日（木）（予定） 

中間報告提出 確認 

戸数割当番号付与 
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補助金支払 

精算払請求書 
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事業詳細スケジュール ４ -２ 

年度予定 ＳＩＩ 
申請者 

（手続代行者） 

公 
募 
期 
間 

事
業
の
遂
行 
・ 
検
査 
・ 
支
払 

●公募期間 
・５/２８（月）～１０/５（金）１７時必着 

●事業完了期限 
平成３１年１月２５日（金） 

●補助対象事業実績報告書
提出期限 
事業完了日から１５日以内、
且つ、平成３１年２月１日（金）
１７時の期日内であること 

HPにて公募情報開示         

公募～交付決定 
（Ｐ１２４ 
 ～Ｐ１２５参照） 

公募受付 
交付申請書及び 

添付書類作成～提出 

４ -３ 

事業着手 

補助対象事業実績報
告書及び添付書類 
作成～提出 

事業及び支払完了 

補助対象事業の 
開始～完了 
（Ｐ１２６ 
 ～Ｐ１２７参照） 

４ -４ 

現地調査（中間検査） 

審査 
現地調査（完了検査） 等 

※必要に応じて、現地調査
（中間検査）を行います 

選
考 

●交付決定 
都度交付 
・最終１０月２４日（水） （予定） 

（注） 申請書類に不備・不足がある場合や提出期日に遅れた
場合は原則、申請を受理しませんので、ご注意ください。 

（注）交付決定通知に同封される交付決定番号記載ボードを 
   使用して住宅建設地（更地）の着手前写真を撮影 

交付決定通知 
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提案応募申請 
及び添付書類 
作成～提出 

（注） 申請書類に不備・不足がある場合や提出期日に遅れた
場合は原則、申請を受理しませんので、ご注意ください。 

戸数割当決定通知 戸数割当決定 
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応募枠決定 
（Ｐ１２４参照） 
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書類作成～提出 

確認 
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補助対象事業実績報告書 
及び添付書類作成～提出 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

定期報告アンケート提出 

審査 
現地調査（完了検査） 等 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、 
    本事業への申請を取下げたものとみなします。ご注意ください。 

データ収集・解析 

※必要に応じて、現地調査 
  （完了検査）を行います 

精算払請求書 

●補助金支払 
平成３１年３月下旬迄に完了 
※補助金支払は、一連の審 
査等が終了し、補助金確定
通知書を発行したものから
随時実施 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

定期報告アンケート提出 

実績報告～補助金
支払 
（Ｐ１２８参照） 

４ -５ 

※必要に応じて、現地調査
（完了検査）を行います 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、
本事業への申請を取下げたものとみなします。ご注意ください。 

定
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データ収集・解析 
＜定期報告アンケート＞ 

補助対象事業終了後 
２年間半期毎に実施 

精算払請求書 
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（２）提案応募 

本事業に交付申請を行う予定があるＺＥＨビルダー/プランナーは、交付申請の前に本事業の取り組みに関する 
提案応募を行い、予定される交付申請件数等をＳＩＩに申告してください。 

（１）事業の公募 

ＳＩＩは、補助対象事業を行おうとする者に対し公募を行い、必要に応じて説明を行います。 
ＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/meti_zeh30/zeh_plus/）に公募記事を掲載します。 

（３）交付申請 

申請者は、ＺＥＨビルダー/プランナーより付与された戸数割当決定番号を使用し、Ｐ１３３以降の「交付申請書及び 
添付書類の入力例」に従い、提出に必要な書類（Ｐ１３２「提出書類一覧表」）を作成し、原本を公募期間中にＳＩＩ指定 
の提出先（Ｐ１５１「申請書提出先及び問合せ先」）に送付してください。 
なお、交付申請書に記載された戸数割当決定番号が、戸数割当決定されたＺＥＨビルダー/プランナーに付与された 
戸数割当決定番号と異なる場合は、交付申請書を受付けませんので、ご注意ください。 
（１件の戸数割当決定番号で申請できる交付申請は１件のみです） 
（原本の写しは手元に必ず保管のこと） 
申請書類に不備・不足がある場合は原則、申請を受理しませんので、ご注意ください。 

申請者は、申請について、第三者に依頼することができます。申請の手続きを代行するもの（以下、「手続代行者」とい
う）は、申請者の了解のもとで依頼された内容について、間違いや不備等の無いよう注意して申請を行ってください。 
手続代行者による申請の場合、申請書類に関するＳＩＩからの問合せや訂正依頼に確実に対応できることを要件としま
す。問合せは手続代行者へ連絡しますので、申請者の不利益にならないように対応してください。交付決定通知書等
の正式な通知書面は申請者に送付します。 
なお、ＺＥＨビルダー/プランナーは手続代行者を兼務することができます。 
※注意事項・・・事業の実施について、手続代行者は申請者の十分な理解を得られるように説明を行ってください。 

（４）手続代行者について 

① リース事業者との共同申請が可能な申請 
  ・ 補助対象となる蓄電システムの設備費及び工事費のみ、リース契約を認めます。 
  ・ リース事業者は１事業者とします。補助対象となる蓄電システムの一部分のみの契約は認めません。 
 
② 申請方法について 
  ・ 交付申請は申請者とリース事業者との共同申請とする。 
  ・ 補助対象事業実績報告書も交付申請と同じく共同申請とする。 
 
③ 料金、期間について 
  ・ リース料（元金）から補助金相当分が減額されていること。 
  ・ リース期間は原則法定耐用年数以上とすること。 
    法定耐用年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了後に申請者に所有権移転が行われる 
    契約となっていること。 
  ・ 申請者は所有権移転後も補助対象設備を補助金の交付目的に従って、運用を図ること。 

（５）リース事業者との共同申請について 

提案応募～交付決定 ４ -３ 
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（８） 交付決定 

 ＳＩＩは、補助対象事業となった事業について交付決定を行います。  
 交付決定とは、申請書を受け付けた後、その内容が適正であると認めた旨を通知するもので、補助金の交付を 
 確定する ものではありません。交付決定後、申請内容どおりに事業が実施されない等、適正な事業の実施・遂行が   
 認められない場合には交付決定の取り消しとなる可能性があります。 
 交付決定については採択、不採択に関わらず申請者に審査の結果を通知します。 
 交付決定後に、申請者宛に「交付決定通知」を送付し、手続代行者宛に「交付決定通知の写し」、「事務取扱説明書」 
 及び「交付決定番号が記載された指定のボード」を送付します。 
 「事務取扱説明書」については、事業に着手する前に必ず参照の上、関連書類を作成してください。 
 なお、手続代行者を介さない場合は、申請者宛に「事務取扱説明書」及び「交付決定番号が記載された指定のボー 
 ド」を送付します。 
  

  （注１）審査に関する個別の問合せについては、一切、応じられませんので予めご了承ください。 

  （注２）国の他の補助事業等と本事業に重複して補助対象が申請されている場合は、他の事業での申請を取下げる 

             ことを条件に交付決定します。 

  学識経験者を含む関係分野の専門家で構成された審査委員会で定められた審査基準に基づき、応募のあった 
  申請書に対し審査を行います。    

（６） 審査 

（７） 採択 

  ＳＩＩは、審査の結果、交付要件を満たしていることを確認した申請について、補助対象事業を採択します。 
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（１）補助対象事業の開始 

交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手してください。 
その際、住宅建設地（更地）にて、交付決定番号が記載された「着手前写真用ボード」に工事名称、撮影日時、 
撮影者名を記入し、着手前写真としてボードを写し込み、敷地を前面道路、周辺建物等を含め別アングルで２枚 
撮影してください。 

※事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

着手前写真には事務取扱説明書送付
時に同封されている「着手前写真用
ボード」に工事名称、撮影日時、撮影
者名を記入し、 
着手前写真としてボードを写し込み、 
敷地を前面道路、周辺建物等を含め 
１枚は完成後の全景写真と照合可能
なアングルで撮影すること 

着手前写真（２）は着手前写真（１）
で撮影したアングルとは違うアン
グルでもう１枚撮影すること 

「着手前写真用ボード」は敷地が 
確認できるようボードを斜めに構えて 
撮影者自身で手持ちし撮影すること 

前面道路からの着手前写真（１） 前面道路からの着手前写真（２） 

補助対象事業の開始～完了 ４ -４ 

（２） 中間報告書の提出 

補助対象事業着手後、遅滞なく中間報告書の添付書類として下記の書類をＳＩＩの指定の提出先（Ｐ１５１「申請書提
出先及び問合せ先」）に送付してください。 
なお、中間報告書は補助対象事業の着手から１ヶ月以内の提出を目途にしてください。 

① 着手前写真 
  （１）補助対象事業の開始を参照し、撮影した着手前写真をＳＩＩ指定の写真台紙に貼り付け、カラーで出力した 
   ものを提出すること。 
 

② 確認済証の写し 
   確認申請不要の地域は建築工事届の写しを提出。 
 

③ ＢＥＬＳ評価書の写し 
   評価書には、『ＺＥＨ』※１であること及び、一次エネルギー消費削減率が記載されていること。 
 

④ エネルギー計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   国立研究開発法人 建築研究所が公開する計算支援プログラム等を使って算出した年間の一次エネルギー 
     消費量の計算結果表の写しを提出すること。なお、評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑤ 外皮計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   交付決定を受けた住宅の「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の外皮平均日射熱取得率」等の根拠となる計算書。 
   評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑥ 平面図、立面図及び矩計図 
  建築確認申請時に提出したものの写し（審査機関の押印があるもの）に限る。 

※１ 寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分Ａ１又はＡ２）又は多雪地域（垂直積雪量１００cm以上）の 
       場合に限り、 Nearly ＺＥＨであることも可とします。 
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 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断する検査です。 
     ＳＩＩは必要に応じて現地調査（中間検査）を行いますので、必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められない場合は、交付決定の取り消しとなる場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 
 

（３）現地調査（中間検査） 

（４）補助対象事業の計画変更 

交付決定日以降の変更は原則として認めません。 

（５）事業完了日 

  事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指します。新築戸建建売 
 住宅においては、引渡しを終え、且つ、住宅の購入代金の支払が完了した日付を指します。 
 但し、選択要件で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択した事業については、申請者が補助対象となる住宅に 
 居住後、休日を含む３日間のエネルギー計測データをＳＩＩが指定する報告サイトにアップロードを行い、データ設定が 
 完了した日が事業完了日となります。 
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 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されたかを判断する検査であり、 
    補助金の交付を確定するためのものです。 ＳＩＩは必要に応じて現地調査（完了検査）を行いますので、 
    必ずご協力ください。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められなかった場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の支払いが 
    できない場合があります。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

（１） 実績報告及び補助金の額の確定 

補助対象事業者は、事業が完了した後、補助対象事業実績報告書を指定期日までに、ＳＩＩに提出してください。 
ＳＩＩは、補助対象事業実績報告書の提出を受け、申請内容に係る工事等の審査を行い、内容が適正であると認めた
時、補助金の交付を確定し、補助対象事業者にその旨を通知します。 
補助対象事業実績報告書の提出書類については、交付決定通知書と同時に配布される「事務取扱説明書」を参照 
の上、関連書類を作成してください。 

※提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなします。注意してください。 
※虚偽の報告等により不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となります。 

（２） 現地調査（完了検査） 

本事業は、省エネルギー効果等の情報の取得、分析についても事業の目的としているため、補助対象事業者による
下記の報告が要件となります。 
※なお、ご報告いただいた内容は個人情報を除いた上で国又はＳＩＩから公表する場合があります。 
 

  【補助対象事業終了後（定期報告アンケート）】 
   補助対象事業者は、補助対象事業終了後２年間、半期毎にエネルギー使用量（電力、ガス、灯油等）及び、 
    太陽光発電システム、家庭用コージェネレーションシステム等の発電設備の電気の発電量及び売電量等の 
   エネルギー使用状況について、エネルギー計測装置等を使用し「定期報告アンケート」にて報告を行って 
   ください。 
    また、別途、他のアンケート調査、省エネルギー効果検証のための計測、取材等に協力していただくことがあります。 
    ※報告先が変更される場合は、前もってご連絡いたします。 
 

  第１回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０１９年１０月末日 （報告対象期間：２０１９年  ４月～２０１９年９月分） 
  第２回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２０年  ４月末日 （報告対象期間：２０１９年１０月～２０２０年３月分） 
  第３回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２０年１０月末日 （報告対象期間：２０２０年  ４月～２０２０年９月分） 
  第４回 定期報告アンケート提出期限 ： ２０２１年  ４月末日 （報告対象期間：２０２０年１０月～２０２１年３月分） 
 
  【補助対象事業終了後（エネルギー計測データの報告)】 
  選択要件「❷高度エネルギーマネジメント」を選択した補助対象事業者は、補助対象事業終了後２年間、エネル 
  ギー計測装置の計測項目（Ｐ１１５参照）に応じた１ヶ月分（１時間毎）のエネルギー計測データ（報告対象期間分） 
  提出を、各月毎に実施してください。 
 
  報告対象期間：２０１９年４月～２０２１年３月 

（５） 使用状況の報告 

（４） 事業成果の公表 

他の事業者への普及促進を目的に、成果を公表し広く一般に紹介します。 

（３） 補助金支払 

補助対象事業者は、補助金の額の確定後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出し、ＳＩＩは「精算払請求書」の受領後、 
補助対象事業者（共同申請者のある場合は共同申請者）に補助金を支払います。 

実績報告～補助金支払 ４ -５ 
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（６） 取得財産の管理等 

補助対象事業者は、補助を受けて取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）については、補助対象事業の
完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金の交付の目的に従って、その効率
的運用を図らなければなりません。補助対象事業者は、補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年以内に
取得財産等を処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）し
ようとするときは、あらかじめ「財産処分申請書」をＳＩＩに提出し、その承認を受けなければなりません。万一、未承認
のまま財産処分が行われた場合、ＳＩＩは交付決定を取り消し、加算金（年利１０．９５％）とともに補助金全額の返還を
求めることがあります。 
ＳＩＩは補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入があると認められるときは、その収
入の全部又は一部をＳＩＩに納付させることができるものとします。 

（７） 交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 

万一、交付規程に違反する行為が行われていたとＳＩＩが判断した場合、補助対象事業者に対して次の措置が 
講じられることに留意すること。 
    ① 適正化法第１７条の規定による交付決定の取り消し、第１８条の規定による補助金等の返還及び第１９条第１項 
    の規定に準拠した加算金の納付。 
    ② 適正化法第２９条の規定による罰則及び第３０条から第３２条までの規定に準拠した罰則。 
    ③ 一定の期間、補助金等の全部または一部の交付を行わないこと。 
    ④ ＳＩＩの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
    ⑤ 補助対象事業者等の名称及び不正の内容の公表。 
      ※ 適正化法：補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 
    
＜個人情報の利用目的について＞ 
取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、ＳＩＩが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検
証のための調査・分析、ＳＩＩが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用させていただくことがあります。 
その場合、国が指定する外部機関に提供を行う場合があります。 
また、同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがあります。 
 

＜財産処分について＞ 
交付規程に則り、財産処分を行いSIIの承認後、返金が発生する場合は、下記の方法で返金額を計算する。 
  ・処分制限財産の取得日（支払日）を起算日とする。 
  ・処分制限財産に対し、売却・譲渡・交換・破棄等を行った日を処分日とする。 
  ・処分制限期間は、補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年とする。 
  ・計算用の決算日を３月３１日とする。 
  ・減価償却方法は「定率法」を採用する。 
  ・上記の条件で補助対象経費の残存簿価を計算し、残存簿価の補助金相当額を返金額とする。 
 

※その他、平成１６年６月１０日大臣官房会計課の「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の取扱いに 
  ついて」に該当する場合（転用・譲渡・交換・貸与・担保・破棄・取り壊しの財産処分）においても同様とする。 
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注意事項 ４ -６ 

申請者、手続代行者、共同申請者及び、ＺＥＨビルダー/プランナーは、以下の点に注意してください。 
 

【交付申請時に関して】 
 ① １つの物件に対して、１件の申請のみ受け付けます。また、同一人が複数物件の申請をすることはできません。 
   同じ物件に対して、複数の申請がある場合は、全ての申請を認めません。 
 

 ② 申請者は申請する住宅の建築主・所有者または所有予定者であり、当該住宅に常時居住する予定の者であること。 
     （別荘、セカンドハウス等は補助対象外） 
 

 ③ 申請後に申請者の変更は原則として認めません。また申請内容に変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに 
   報告し、ＳＩＩの指示に従ってください。なお、再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量を除く 
     年間の一次エネルギー消費削減率が下がる変更については原則認めません。 
 

 ④ 申請後に手続代行を行う法人を変更することは原則として認めません。 
 

 ⑤ ２世帯住宅において、２世帯各々で申請する場合は区分登記が必要となります。（区分登記された表示登記書の 
   提出が必要となります） 
     区分登記ができないものは、１世帯の申請とします。 
 

 ⑥ 平日の日中（１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）に必ず連絡が取れること。 
 

 ⑦ 申請書類の返却はできませんので、ご了承ください。 
 

【実績報告時に関して】 

 太陽光発電システム及び、補助対象設備として蓄電システムを申請する場合においては、原則として電気事業者との 

 系統連系が完了した後に実績報告を行うこと。 

 ※地域により電気事業者との系統連系協議に長期間を要する場合があるので、ご注意ください。 
 

【周辺環境への配慮について】 

 一般家庭において、空調、給湯、発電機器などが、騒音や振動の発生源となり、生活環境に影響を及ぼす場合があ 

 ります。機器を設置する際には、施工会社等とよく相談の上、周辺住居等への影響を未然に防止するよう、充分な配 

 慮をお願いします。 

 なお、騒音等の防止を考慮した機器の据付け方法に関して、ガイドブックが公表されておりますので、以下のガイド 

 ブックにおいて推奨されている据付け方法をご確認の上、設置場所をご検討頂きますようお願いいたします。 
 

 ・「騒音等防止を考えた家庭用ヒートポンプ給湯機の据付けガイドブック」（社団法人日本冷凍空調工業会 平成２３ 

  年４月発行、平成２４年２月改訂） URL：http://www.jraia.or.jp/product/heatpump/t_guide.html 

 ・「運転音に配慮した家庭用燃料電池コージェネレーションシステムの据付けガイドブック」（燃料電池実用化推進協 

  議会 平成２８年６月発行） URL：http://www.fccj.jp/pdf/28_cog.pdf 
 

【その他】 

 ① 本事業で導入した設備等については、ＳＩＩが補助事業の対象となり得るものとして指定したものであり、補助対象 

   設備導入に係る補助対象事業者とＺＥＨビルダー/プランナー（設計者・施工者）、手続代行者、共同申請者等と 

  の契約、施工、設備等の品質・性能、燃料等の調達、導入完了後の保守や保証、知的財産権等をＳＩＩが保証するも 

     のではありません。万一、上記に関する紛争が起きてもＳＩＩは関与しません。 
 

 ② 申請者、手続代行者、共同申請者及びＺＥＨビルダー/プランナーは、虚偽の内容を含む提案・申請をしては 

   なりません。その内容に偽りがあることが補助対象事業完了後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が 

   生ずる可能性があることを認識し、誠実且つ的確な提案・申請をしてください｡ 

     不正をした事が明らかになった場合は補助金の支払いを行いません。また、不正な行為により補助金を受給した 

   場合は、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性があることを十分に認識した上で、適正に手続きを行って 

   ください｡ 
 

     （注）表紙裏面 “補助金を申請及び受給される皆様へ” をご確認ください。 
 

よくあるご質問について ４ -７ 

ＳＩＩホームページに「よくあるご質問」を掲載しておりますので、ご確認ください。 
https://sii.or.jp/meti_zeh30/zeh_plus/faq.html 
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申請について ５ -１ 

・ＳＩＩホームページから「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」（https://sii.or.jp/meti_zeh30/zeh_plus/public.html）を 
 選択して、「公募情報」から申請様式をダウンロードして、交付申請書及び添付書類など申請に必要な書類を 
 作成してください。  
（注１）事業名を間違えないよう注意してください。 
（注２） Ｐ１３２「交付申請 提出書類一覧表」を参照し、書類不備のないよう注意してください。 
 

・公募期間中に交付申請書及び添付書類の原本をＳＩＩに提出し、原本の写しを控えとして手元に必ず保管してください。 

①「申請様式」ダウンロード 

②交付申請書及び 
添付書類作成 

④ＳＩＩへ送付  

   ③提出書類を 
    ファイルにまとめる 

交付申請の方法 ５ 

・ ＳＩＩホームページ 
  「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」 
  （https://sii.or.jp/meti_zeh30/zeh_plus/public.html）より ダウンロードする。 
・ 事業名を間違えないよう注意してください。 

・ 交付申請書及び添付書類を作成する。 

・提出書類を、提出書類一覧表（Ｐ１３２）の順に「固定式クリアファイル(Ａ４)」に 
 ファイルする。 
・表紙が透明なファイルを使用する。 
・書類番号毎に、クリアポケットに書類を封入する。 
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入する。（両面見開きレイアウトにしない） 

＜ファイリング方法＞ 

背表紙に「（申請者氏名）邸【Ｈ３０年度 Ｚ
ＥＨ＋】申請書類」と必ず明記してください。 
※背表紙は、書類管理上必要となります。 

表紙が透明なクリアファイルを使用して 
ください。 
※固定式クリアポケット２０ページの 
 ものを使用すること 

 

●
● 

●
●
邸 

【
Ｈ
３
０
年
度 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
】 

申
請
書
類 

提出書類一覧表（Ｐ１３２参照）の順
に書類をファイリングしてください。 

・交付申請書に捺印し、全ての添付書類と一緒に原本を送付する。 

（原本の写しを控えとして手元に必ず保管すること） 
送付先はＰ１５１を参照してください。 
※事業名を間違えないよう注意してください。 
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背表紙の余白は１ｃｍ以内 
（上部分をなるべくつめてください） 

背表紙を上につめて下部分は空けて
ください 
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No. 書類名 内容 
区
分 

様式 作成例 

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ 
P１３４ 
～１３８ 

② 実施計画書 
・申請する住宅の高断熱外皮及び導入する設備の仕様を 
 記入すること 

● 定型様式１-１ 
P１３９ 
～１４１ 

③ 交付申請額算出表 ・補助対象費用を算出すること ● 定型様式２-１ P１４２ 

④ 蓄電システム見積書 
・蓄電システムを購入の上、補助対象費用に計上する場合 
 のみ記載すること 

○ 定型様式３-１ P１４３ 

⑤ 

リ
ー
ス
の
場
合 

リース契約書（案） 

・一括リース契約であることが確認できるもの 
・リース料から補助金相当分が減額されていること 
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用 
 年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了 
 後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること 

○ 様式自由 － 

⑥ 
蓄電システム 
リース料金計算書 

・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する 
 場合のみ記載すること 

○ 定型様式４-１ P１４４ 

⑦ 

Ｗｅｂプログラム未評価省 
エネルギー・システム登録書 

・採用する申請者のみSIIが発行したシステム登録利用書の 
 写しを提出すること 

○ 
SIIから送付 
した書類の 

写し 
－ 

⑧ 

建築図面 
（A３で作成） 

配置図 ・真北と建物との方位角が明記されていること ● 

様式自由 
（Ａ３用紙） 

－ 

⑨ 
平面図 
（兼設備設置図） 

・各階毎に部屋名・寸法が明記されていること 
・補助対象となる全ての設備について配置を明記すること 

● 

⑩ 
立面図 
（四面） 

・東西南北の四面が全て明記されていること   
・断面図と同等に階高等が明記されていること 
・屋根勾配が明記されていること                                                                                                     
 （太陽光発電のパネルが明記されていること） 

● 

⑪ 

【選択要件❷】 
高度エネルギー
マネジメントを選
択した場合 

分電盤回路図 
「計測ポイントの要件」を満たし、且つ、計測項目名の確認が
できる分電盤回路図 

○ 様式自由 － 

申請時に 
AIF認証取得が
完了していない
場合 

・ AIF認証取得に責任を有する主体（機器メーカー等）による  
 ECHONET Lite AIF認証取得に係る意思決定を示す文書 

○ 様式自由 － 

自己確認での
対応の場合 

・自己確認したことを証する書面（自己確認適合書等） 
・住宅設備機器メーカー等が公表するホワイトリスト 
（詳細はＰ１１８参照） 

○ 様式自由 － 

⑫ 

【選択要件❸】 
電気自動車 
（プラグインハイ 
ブリット車を含む）
を活用した自家消
費の拡大措置の
ための充電設備
を選択した場合 

分電盤 
回路図及び設
置図 

・分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設されたことが 
 分かる回路図 
・所要の容量及び漏電ブレーカーの設置等の措置がされて 
 いることが明記されているもの。 
・単相200Ｖ 20Ａ以上の配線用遮断器分岐回路で充電する 
  仕様の設備について配置を明記すること。 
・設置図には電気自動車の保管場所を明記すること。 

○ 様式自由 － 

⑬ 印鑑登録証明書（原本） 

・発行日は交付申請書（様式第１）の申請日の日付より３ヶ月 
 以内のもの 
・連名の場合には、連名者全員分の印鑑登録証明書も提出 
 すること 
・共同申請者（リース事業者）が多数の申請を見込んでいる 
 場合、印鑑登録証明書の簡略化を申請することができる 
 （事前にＳＩＩへ要相談） 

● － － 

⑭ 提出書類内容チェックリスト 
・上記①～⑭の書類について、添付漏れや記入の不備が 
 ないかチェックすること （手続代行者のチェックでも可） 

● 定型様式５-１ P１３３ 
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凡例 ●：提出必須の書類  ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出 

交付申請 提出書類一覧表 ５ -２ 

・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。 
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提出書類内容チェックリスト（平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注１）提出書類の並び順は当チェックリスト順にし、透明表紙の固定式クリアファイルに綴じ込み、必ず背表紙を付けて(公募要領Ｐ１３１参照)提出すること。

（注２）各書類の項目に応じた内容を確認し、申請する住宅に該当する項目のみ確認欄にチェックすること。

No 内　　　　　　容 確認欄

申請する様式は平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業のものか。 □

申請する補助対象事業が正しく選択されているか。
また、必要事項が記入されているか。

□

法人・団体名等、名簿等必要事項が全て記入されているか。 □

申請者 自筆の署名であるか。また、交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。 □

共同申請者
　共同申請者のある場合のみ

交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。 □

手続代行者 交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。 □

②
申請する住宅の概要、選択要件、断熱外皮情報（仕様及び厚さ等）、設備仕様が全て記入
されているか。

□

申請する蓄電システムの設備情報及び補助対象費用の算出等必要事項が全て記入されて
いるか。

□

要件を確認し、チェックがされているか □

合計金額は正しく表示されているか □

発行元・工事名称・納入場所、見積金額が明記されているか。 □

交付申請書の申請者、共同申請者の記載内容との整合性はとれているか。 □

リース契約予定期間、リース等料金計算は全てが記入されているか。 □

⑤ ＳＩＩが発行したシステム登録利用書の写しであるか。 □

真北と建物との方位角が明記されているか。 □

各階ごとに部屋名・寸法が明記されているか。
また補助対象となる全ての設備について設置及び設置数がわかるものであるか。

□

東西南北全てあり、屋根勾配及び階高、開口部等が確認できるよう明記されているか。 □

太陽光パネルの枚数、容量が明記されているか。 □

計測ポイントの要件を満たし、且つ、計測項目名の確認ができるものか □

責任を有する主体（機器メーカー等）の名称は記載されているか。 □

２点揃っているか。 □

⑧ 分電盤回路図及び設置図
分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設していることが分かるものか。
また必要事項が明記されているものか。

□

交付申請書申請日の日付より３ヶ月以内の原本であるか。 □

申請者本人のものであるか。（連名で申請する場合には申請する人数分あるか） □

申請書ファイルに背表紙を付けているか。 □

提出書類内容チェックリストにチェック漏れはないか。 □

⑩ 提出書類内容チェックリスト

申請書ファイルの背表紙

チェックの確認

・自己適合宣言書等
・住宅機器メーカー等が公表するホワイトリスト

（AIF認証を取得せず自己確認の場合）

【選択要件❸】
電気自動車を活用した

充電設備を選択した場合のみ

⑨ 印鑑登録証明書（原本）

発行日

登録者

⑦

【選択要件❷】
高度エネルギー

マネジメントを選択
した場合のみ

分電盤回路図

AIF認証
関連書類

AIF認証取得意思決定文書
（AIF認証の取得が完了していない場合）

建築図面
（A3用紙で提出すること）

配置図

⑥

平面図（兼設備設置図）

立面図（四面）

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム　システム登録利用書
　採用する場合のみ

実施計画書 実施計画書全般

③ 交付申請額算出表

蓄電システム導入補助金申請額
蓄電システムを補助対象にする場合のみ

AIF認証取得および相互接続性
選択要件❷の高度エネルギーマネジメントを
選択した場合のみ

補助金交付申請予定額

④
蓄電システム費用関連書類

　蓄電システムを補助対象にする
場合のみ該当する書類を提出

蓄電システム　見積書

リース契約書（案）

蓄電システム　リース料金計算書

①
交付申請書
（様式第１）

交付申請書

交付申請書

別紙１ 役員名簿
　共同申請者のある場合のみ

別紙３ 誓約書

書　類　名 項　　　　　目

定型様式　５－１

申  請  者  名 ○○　○○

手続代行者名 □□□□　株式会社

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

交付申請書及び添付書類の入力例 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

-

年 月 日

( ) －

-

-

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

様式第１　交付申請書 平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

30 ○○ ○○

住　  所 ○○県○○市○○町○丁目○○番○○号

ふりがな ○○○○　○○○

法人名又は氏名 ○○　○○
実
印

１ ５

申　請　者 郵便番号 ○○○ ○○○○

支 店 名

代表者名等
登

録

印

生年月日 昭和 ○○ ○○ ○○

（リース亊業者等）
住　  所 △△県△△市△△町△丁目△△番△△号

株式会社　△△リース

電話番号 ○○○ ○○○○ ○○○○

共 同 申 請 者（リース亊業者等）郵便番号 △△△ △△△△

法人名又は氏名

手 続 代 行 者 郵便番号 □□□ □□□□

住　  所 □□県□□市□□町□丁目□□番□□号

支 店 名 △△△△　支店

代表者名等 支店長　△△　△△
登

録

印

　平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
　　（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）

交付申請書

　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援

事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第４条の規定に基づき、以下のとおり経済産業省からの省エネルギー投資促進に向けた支援補助

金（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る交付の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

□□□□　株式会社

支 店 名 □□□□　支店

代表者名等 支店長　□□　□□
登

録

印

法人名又は氏名
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・申請者印は実印で捺印すること 

（連名者がいる場合は連名者も実印で捺印） 

・手続代行者印は代表者印を捺印すること 

2 

入力必須 
1 

代 
表 
者 
印 

     代表者等名は必ず役職名、 

     氏名をフルネームで入力すること 

5 

代 
表 
者 
印 

印 

     代表者等名は必ず役職名、 

     氏名をフルネームで入力すること 

・住所 

・法人名又は氏名 

・生年月日 

以上が印鑑登録証明書と一致していること 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

( ／ 枚 ）

１.申請する補助事業 ※申請する補助事業にチェックをつけて下さい。（複数チェック不可）

２.補助対象事業の名称

３.補助事業の実施計画

　別添による

４.補助金交付申請予定額

５.事業予定期間

６.役員名簿（別紙１）

　３/５に申請者の役員名簿を作成の上提出すること。

７.暴力団排除に関する誓約事項（別紙２）

　４/５に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

８．交付申請に関する誓約書（別紙３）

　５/５に記載の交付申請に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

記 ２ ５

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

○○　○○邸新築工事　ＺＥＨ＋実証事業

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

補助金交付申請予定額 1,366,000 円

■  平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

□  平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

□  平成３０年度　高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

補助対象経費定額 円

補助金交付申請予定額 円

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

補助金交付申請予定額 円

平成３０年度　高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

補助事業に要する経費 円

○○ 日

完了予定日 平成 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

着手予定日 平成 30 年 ○ 月

日最終事業完了予定日（複数年度事業） 年 月
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

別紙１                                                                           

年 月 日

( ／ 枚 ）

：

（注１）
　申請者が法人又は共同申請者（リース亊業者等）は、役員名簿を提出すること。
　申請者が個人の場合は不要とする。

（注２）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

Ｆ 代表取締役　副社長ナンボク　ハナコ 南北　花子 Ｈ ○○ ○○ ○○

キョウドウ　タロウ 共同　太郎 Ｓ ○○ ○○ ○○ Ｍ 会長

トウザイ　イチロウ 東西　一郎 Ｓ ○○ ○○ ○○ Ｍ 代表取締役　社長

３ ５

役員名簿

法人・団体名等 株式会社　△△リース

氏名　カナ 氏名　漢字
生年月日

性別 役職名

和暦 年 月 日

平成 30 ○○ ○○

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業
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一枚目から自動表示 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

別紙２

( ／ 枚 ）

 

以上

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚
偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

４ ５

暴力団排除に関する誓約事項

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業
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・暴力団排除に関する誓約事項を熟読し、理解の上で申請して下さい 

・（１）～（４）に該当する者が行う事業に対しては、本補助金の交付対象としません 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

１. 交付申請

２. 暴力団排除

暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。

３. 交付決定前の事業着手の禁止

交付決定通知書を受領する前に本事業に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。

４. 重複申請の禁止

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。

５. 申請の無効

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。

万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。

６. 個人情報の利用

SIIが取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）に基づいた上で、SIIが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証の

ための調査・分析、SIIが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、

その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提供されることに同意している。

また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用されることに同意している。

７. 申請内容の変更及び取下げ

申請書の提出後に申請内容に変更が発生した場合には、SIIに速やかに報告することを了承している。

万が一、違反する行為が発生した場合は、SIIの指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。

８. 現地調査等の協力

補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。

９. 事業の不履行等

申請者、手続代行者がSIIに連絡することを怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続できないとSIIが

判断した場合は、当該申請者の申請及び登録を無効とすることができることを理解し、了承している。

10. 免責

SIIは、ＺＥＨビルダー/プランナー、手続代行者、補助対象事業者、その他の者との間に生じるトラブルや

損害について、一切の関与・責任を負わないことを理解し、了承している。

11. 事業の内容変更、終了

SIIは、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。

年 月 日

申請者

申請者本人が署名し実印を捺印すること。（手続代行者の代筆は不可）

共同申請者

手続代行者

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業別紙３

　平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
　　（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）
誓約書

　私は、補助金の交付の申請を一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「SII」という。）に提出するに当たって、また、
  補助対象事業の実施期間内及び完了後においては、下記の事項について誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。

上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印します。

平成 30 ○ ○○

平成 30 ○○ ○○

５ ５

本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て承知の上で、申請者、手続代行者の役割及び要件等について確認し、了承している。

法人名 □□□□□　株式会社

代表者名等 支店長　□□□　□□
登

録

印

氏名 ○○　○○
実
印

法人名 株式会社　△△リース

代表者名等 支店長　△△　△△
登

録

印
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一枚目から自動表示 

8 

エクセルに入力せず 

印刷後、必ず直筆で記入のこと 

入力必須 

9 

10 

印 

代 
表 
者 
印 

代 
表 
者 
印 

必ず代表者印を押印 

（社印は不可） 

必ず代表者印を押印 

（社印は不可） 

12 

13 

交付申請書（1/5枚）の 

手続代行者記載情報と一致していること 

11 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

１.補助対象住宅の概要

〒 －

■ □ □ □ ％

■ 外皮性能の更なる強化 □ 高度エネルギーマネジメント ■ 電気自動車を活用した充電設備

２.床面積

３.断熱性能

４.他の補助金の申請状況

他の補助金等に申請している、または申請予定の場合はその補助金等の名称を記入すること

□ 平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業 □ 平成３０年度　地域型住宅グリーン化事業に関する評価事業を実施する者に対する

□ 平成３０年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業 補助事業

□ 平成３０年度　次世代省エネ建材支援事業 □ 平成３０年度　「燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金」

□ サステナブル建築物等先導事業 □ その他 （ ）

５.ZEHビルダー/プランナー情報

６.手続代行者情報

手続代行担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当者の連絡先を記入すること。

手続代行者を介さない交付申請者は問合せ等に確実に応じることができるよう申請者本人の連絡先を必ず記入すること

〒 －

( ) － ( ) －

( ) －

□

建設予定地 ○○○ ○○○○ ○○ 県 ○○

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

定型様式１－１（１／３）

○○　○○邸○○○○

実施計画書

戸数割当決定番号  ○○○○○-○○○ 交付申請者氏名 ○○　○○

市 ○○○町○○○－○

選択要件
導入する要件に■をつける

階数 １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ 合計（㎡）

ＺＥＨの種別 ZEH

工法　該当工法に■をつける
木造
（軸組構法）

木造
（枠組壁工法）

Ｓ造 ＲＣ造
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

導入する場合は■をつける □ 削減率

建築区分 新築 地域区分 6
年間日射
地域区分 A4 多雪地域

冷房期平均日射熱取得率（ηAC ）
（小数点第一位まで、二位以下切上げ）

1.5 再生可能エネルギーを加えた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

132.9 ％削減

64.76

外皮平均熱貫流率（ＵＡ）
（小数点第二位まで、三位以下切上げ） 0.48 再生可能エネルギーを除いた、基準一次エネルギー消費量からの

一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）
35.1 ％削減

（注）吹抜等の仮想床を含んだ面積
を小数点第二位まで記入すること。
三位以下四捨五入

床面積（㎡） 78.66 60.15 138.81

うち
主たる居室（㎡） 46.37 18.39

手続代行会社名 □□□□□　株式会社 支店名 □□□□　支店

所　属 □□部 担当者氏名 □□□　□□

ビルダー/プランナー
登録番号 ZEH28●-●●●●●-●● グループ番号 ●●●

ビルダー/プランナー
登録名称 ●●●●ハウス

携帯電話番号 □□□ □□□□ □□□□

Ｅ-ＭＡＩＬ □□□□□□

市 □□□町□丁目□□番□□号

電話番号 □□ □□□□ □□□□ ＦＡＸ番号 □□ □□□□ □□□□

住　所 □□□ □□□□ □□ 県 □□

@ □□□□□□□□

様式第1 交付申請書の入力から自動で表示 

1 

二つ以上選択すること 

各階ごとの仮想床を含む床面積及び 

「主たる居室」の面積を入力 
合計は自動計算で表示 

5 

応募(申請)しているまたは予定している 

補助金事業があれば「■」を選択 

6 

ZEHビルダー登録証に記載された 

登録番号及び登録名称（屋号）を入力 

7 

住所は原則地番を入力 

2 

 必ず電子メールアドレスを入力すること 

8 

種別を選択 

住宅の工法を選択 

申請内容に関する 

問い合わせに確実に 

対応できる担当者の 

連絡先を記入すること 

3 

4 

９ 

10 

11 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

定型様式１－１（２／３）

７.住宅の高断熱外皮

外皮仕様事前登録

（１）導入する断熱材の仕様情報を記入

複数の仕様が混在する場合は、施工面積の大きいものから順に２種類まで記入すること。

断熱材を重ねて施工する場合は「100×3」「100+60」など構成が分かるように記入すること。

（１）導入する開口部の仕様情報を記入

熱的境界部位
断熱材の仕様

断熱材の仕様（製品名） 厚さ（mm）

屋　根

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

○○　○○邸○○○○

ビルダー/プランナー
登録番号 ZEH28●-●●●●●-●●

外皮仕様
事前登録番号

外張断熱 ○○○○○○フォーム 30

（一般部、バルコニー下等）

天　井
○○○○○マット　○○K（２層） 100+100

基礎断熱
垂直部

水平部

（階間部・界壁等）

床断熱
○○○○ボード 100

外壁

一般部
充填断熱

○○○○○マット　○○K 100

○○○○ボード 60

水平部

外気に接する床 ○○○○フォーム 200

土間

玄関等
（土間収納等）

垂直部 ○○○○ボード 60

水平部

浴室
垂直部

窓
○○○ アルミ樹脂 Low-e複層ガラス 1.9

窓の箇所数 22

（オーバーハング、ピロティ等）

部位 （主たる窓の）メーカー名 （主たる窓の）建具の仕様 （主たる窓の）ガラスの仕様
熱貫流率
[W/㎡K]

部位 メーカー名 建具の仕様 断熱の仕様または製品名
熱貫流率
（W/㎡K）

玄関
ド　ア

○○○ 金属製 断熱材充填フラッシュ構造 3.49

事前登録している場合は 

ここに登録番号を入力 
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・導入する断熱材の製品名及び厚さを入力 

・断熱材を組み合わせて導入する場合は組み合わせで入力 

12 

14 

導入する主な断熱材に複数の仕様が混在する場合は、 

施工面積の大きいものから順に2種類まで入力 

13 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

定型様式１－１（３／３）

８.住宅の設備仕様　

① 空調設備

Ⅰ．個別エアコン （事業完了時に住宅に設置するエネルギー消費効率の区分「い」の機器を記入すること。）

Ⅱ．ヒートポンプ式セントラル空調システム

Ⅲ．温水式暖房（床暖房、パネルラジエーター等）　暖房専用熱源機か兼用熱源機かを選択すること

② 換気設備　　 （24時間換気に使用する全ての換気設備を記入すること）

③ 給湯設備 　（セット型番があるものは、セット型番で記入すること）

　複数設置する場合、補助対象費用へ記入する設備価格はエネルギー計算に用いた１台分を記入すること

（注）　燃料電池（エネファーム）の場合は、種類／メーカー名／型番のみを記入すること。また費用の記入は不要とする。

（注）　ガスエンジン給湯機（エコウィル）の場合は、発電ユニットの総合効率をガスのエネルギー消費効率欄に記入すること

④ 太陽光発電システム

⑤ エネルギー計測装置（HEMS本体） 　（こちらに記入した情報は、実績報告書の提出時に添付する保証書の型番と一致させること。）

（注）　計測データの収集・蓄積・出力等を管理している機器の型番を記入すること。

⑥ 蓄電システム

９.Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

登録システム番号

メーカー名 型番

○○○○ ○○○-○○

設置の有無該当する方に■をつける ■ 有 □ 無

合計 7.600

○○○ ○○○○○○ 38 200 7.600

電気ヒートポンプ給湯機 ○○○ ○○○○○○ 3.6 有

メーカー名 型番
設置

枚数（枚）
公称最大出力（Ｗ） 公称最大出力の合計(kW)

比消費電力合計 0.30 W/(㎥/h)

種類 メーカー名 型番

効率

電気 ガス ハイブリッド
年間給湯

（保温）効率

追焚保温

(有/無）

エネルギー

消費効率(%)

中間期

COP

給湯部

熱効率(%)

ダクト式第一種換気 ○○○ ○○○○○○ 80 43.0 144 0.30 1

種類 メーカー名 型番
温度（顕熱）

交換効率(%)

消費電力

(W)

換気風量

(㎥/h)

比消費電力

[W/(㎥/h)] 台数

設置

場所 放熱機の種類 熱源機の種類
専用

兼用 メーカー名 型番
定格暖房

能力(kW)

定格暖房

消費電力

(W)

暖房
COP

暖房部

熱効率

(%)

COP
設置場所 メーカー名 型番

暖房 冷房
定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)

その他　居室 ○○○ ○○○22△△△ い 1

設置場所 メーカー名 型番
エネルギー消費

効率の区分
台数

主たる　居室 ○○○ ○○○56△△△ い 1

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

○○　○○邸○○○○
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定型様式１－１ 実施計画書 ３／３ 

各設備の入力については、各項目の（注）を確認し、 

エネルギー消費性能計算プログラムに算入した設備の種類を入力 

15 

設置する区分（い）の 

エアコンを記入する 

 複数台設置した場合は、設置場所を"主たる居室", "その他居室" から 

プルダウンで選択し、設備の種類等を入力 

16 

１台あたりの値を入力 "主たる居室", "全ての居室" からプルダウンで選択 

熱源機の情報のみを入力 給湯設備と併用の場合は入力不要 

21 

セット型番があるものは 

セット型番で入力すること 

19 

20 

23 

使用する場合はここに登録番号を入力 

25 

18 

型番が3種類を 

超える場合は 

別紙を追加し、 

「総合計値」の欄に 

直接入力してください 

24 

全ての換気設備の比消費電力を入力 22 

17 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

■補助対象住宅

戸建住宅の補助金算出（一戸あたりの定額　ZEH＋：１１５万円）

円

■補助対象蓄電システム

     １．設備情報

年
目標

価格
円　（Ⅱ）

円　（Ⅰ）　×　（Ⅱ）

□ ECHONET Lite AIF認証を取得している

□ ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release　Ｈ以降に準拠している

    ２．補助対象費用の算出（見積金額）

円

定型様式３-１　蓄電システム見積書の補助対象費用小計（Ａ）を記入してください。

※保証年数に応じて定められた目標価格以下でないと申請できません（P30参照）

円

    ３．補助金の算出：初期実効容量１kWhあたり３万円

kWh
円

    ４．③、④のいずれか低い金額（上限金額　ZEH+：４５万円）

円

■合計

円
補助金交付申請予定額

　（様式第１に転記されます）
1,366,000 ⑥＝①+⑤

初期実効容量 7.2 216,000 ④

蓄電システム導入補助金申請額 216,000
⑤＝③or④の
　　いずれか低い金額

補助対象費用 1,000,000 ②

補助対象費用の１/３ 333,333 ③＝②の1/3

ＺＥＨ＋実証事業の選択要件にて❷高度エネルギーマネジメントを選択した場合のみ
下記の条件を確認した上で□にチェックを入れること。

保証年数 12 144,000

PCSのタイプ 専用

PCSの定格出力 7.2 kW

申請可能な導入価格の上限額 1,152,000

初期実効容量 7.2 kWh

蓄電容量 8.0 kWh　（Ⅰ）

リースの利用 □

メーカー名 ○○○

パッケージ型番 ○○○○○○

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

定型様式２－１

○○　○○邸○○○○

交付申請額算出表

戸建住宅の補助金申請額 1,150,000 ①
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定型様式２－１ 交付申請額算出表 

      （青地）は申請書及び実施計画書より自動で表記 

1 

リースの場合は

チェックすること 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

定型様式３－１

蓄電システム　見積書

〒○○○-○○○○
○○○○株式会社

工事名称 ○○　○○邸新築工事

納入場所
〒○○○-○○○○
○○県○○市○○○町○○○ー○

見積金額 ¥1,404,000 （税込）

補
助
対
象
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ 1 式 1,000,000 1,000,000

補助対象費用　小計　（Ａ）（税抜） 1,000,000

補
助
対
象
外
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

設置工事費等 1 式 300,000 300,000

　　　　　　合計　（税込） 1,404,000

その他費用　小計　（Ｂ）（税抜） 300,000

　　　　　　中計　（Ａ）+（Ｂ）　（税抜） 1,300,000

消費税 104,000

印
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定型様式３－１ 蓄電システム 見積書 

印 

見積書作成者の情報を入力すること 

 ・ 設備機器費用のみ入力すること 

 

 ・ 入力する金額は全て税抜金額とする 

消費税を自動表示 

税込金額を自動表示 
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年

　

定型様式４－１

１．リース契約予定期間

 

月 日

蓄電システム　リース料金計算書

リース契約
予定期間

平成 年

ヶ月

円
[税抜]

蓄電システムの補助金交付申請予定額を記入すること。

２．リース等料金計算

日 から

( G )

( H )

( D ) 保険料・諸税等

( E )

( F ) 金　　　 　利（％）

費用項目

金　　　利（金額）

リース料等総額
（E）＋（G）

補助金ありの場合
（補助金適用後の金額）

補助金なしの場合
（補助金適用前の金額）

円
[税抜]

補助金交付
申請予定額

円[税抜]

月

円
[税抜]

円
[税抜]

％

円
[税抜]

円

補助金充当後の金額
[合計]

（Ａ）－（Ｂ）
円

( B )

( C )

リース対象元本
（Ｃ）＋（Ｄ）

円
[税抜]

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

( A )
設置機器金額

[合計]

円
[税抜]

定型様式４－１ 蓄電システム リース料金計算書 

   ・ リース料金計算書の提出は該当者のみ 

 

   ・ リース契約書（案）と整合性を取ること 

補助金が有りの場合と 
なしの場合の両方を算出 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

-

（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）のうちＺＥＨ＋実証事業

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書

　平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス支援事業）のうちＺＥＨ＋実証事業においてＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録の申請をします。

会 社 名 株式会社○○

代表者名等 ○○　○○
登

録

印

平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

申 請 者 郵便番号 000 0000

住　  所 ○○県○○市○○町○○－○

定型様式７－７　Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書

○○ ○ ○○

1 ６

印
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・入力必須 
・公募期間内で入力すること 

申請者印は代表者印を捺印すること 

代表者等名は必ず役職名、氏名を 
フルネームで入力すること 

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 １／６ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

146 

別紙１

年 月 日

( ／ 枚 ）

：法人・団体名等

年 月

平成 ○○ ○ ○○

２ ６

役員名簿

株式会社○○

氏名　カナ 氏名　漢字
生年月日

性別 役職名

和暦 日

○○○ ○○○ Ｓ 10 10 10 Ｍ ○○○

（注２）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

（注１）
システム登録申請者は、役員名簿を提出すること。申請者が個人の場合は不要とする。

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 ２／６ 
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別紙２

( ／ 枚 ）

 

以上

暴力団排除に関する誓約事項

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

６

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金に係るシステム登録の申請をするに当たっ
て、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。こ
の誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立
てません。

３

記

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 ３／６ 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

別紙３

年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

１. 申請

本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て承知の上で、システム提案者の役割及び要件等について確認し、了承している。

２. 暴力団排除

暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。

３. 申請の無効

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。

万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。

４. 個人情報の利用

SIIが取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）に基づいた上で、SIIが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証の

ための調査・分析、SIIが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、

その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提供されることに同意している。

また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用されることに同意している。

５. 申請内容の変更及び取下げ

申請書の提出後に申請内容に変更が発生した場合には、SIIに速やかに報告することを了承している。

万が一、違反する行為が発生した場合は、SIIの指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。

６. 事業の不履行等

システム提案者がSIIに連絡することを怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続できないとSIIが

判断した場合は、当該申請者の申請及び登録を無効とすることができることを理解し、了承している。

７. 免責

SIIは、システム提案者、ＺＥＨビルダー、手続代行者、補助対象事業者、その他の者との間に生じるトラブルや

損害について、一切の関与・責任を負わないことを理解し、了承している。

８. 事業の内容変更、終了

SIIは、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。

年 月 日

システム登録申請者本人が署名し登録印を捺印すること。（代筆は不可）

平成 ○○ ○ ○○

４ ６

平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）のうちＺＥＨ＋実証事業
誓約書

　私は、補助金の交付に係るシステム登録の申請を一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「SII」という。）
　に提出するに当たって、また、補助対象事業の実施期間内及び完了後においては、下記の事項について誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立て
　ません。

上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印します。

平成 ○○ ○○ ○○

システム登録申請者　会社名 株式会社○○○

システム登録申請者　代表者名等 ○○　○○
登

録

印

印
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・入力必須 
・公募期間内で入力すること 

申請書（1/6枚）の 
申請者記載情報と一致していること 

必ず代表者印を押印 
（社印は不可） 

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 ４／６ 
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平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

( ／ 枚 ）

１．システム提案　担当者情報

‐

( ) － ( ) －

( ) －

２．提案システムの名称　※公表するシステム名称はＳＩＩにより変更させていただくことがあります。

３．提案システムの概要　※提案システムの概要を簡潔に記入。（１００字以内）

４．提案システムの設備区分　※該当項目（A～Ｄ）を○で囲む。（複数可。Ｄには具体名を記載すること）　

）

５．導入可能な地域区分　※該当項目を○で囲む。（複数可）

８

※Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書は、１システムにつき、１件です。
　（複数のシステムを１件の申請書にまとめることはできません。）

※当提案システムが要件を満たした場合、当団体はシステム提案者に「システム登録利用書」を発行後、以下の情報をHPにて公表します。

　 ・上記のうち、１の「会社名」「採択された場合に公表する連絡先」及び２、４、５。

D その他（

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

A 暖　房 B 冷　房 C 給　湯

Ｅ-ＭＡＩＬ abc12345 @ co.jp

0000

携帯電話番号 000 0000 0000

採択された場合に
公表する連絡先

○○ 市

○○○町○○－○○

電話番号 000 0000 0000 ＦＡＸ番号 000 0000

住　所
〒 000 0000 ○○ 県

５ ６

会社名 株式会社○○○

所　属 ○○部 担当者氏名 ○○　○○

定型様式７－７　Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書
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・「採択された場合に公表する連絡先」は、 
 電話番号以外に、自社HPの問い合わせ先URLも可 

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 ５／６ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうちＺＥＨ＋実証事業）  

( ／ 枚 ）

・上記枠内に書ききれない場合は、別添資料で補足すること。

・一次エネルギー消費削減率の算出根拠資料は別途作成すること。（自由書式）

シ ス テ ム 概 要

使 用 す る 機 器 リ ス ト　※カタログ及び仕様書は別添すること

シ ス テ ム の 導 入 実 績

定型様式７－７　Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書

６ ６

150 

・システムの仕組みが分かる概要図を記入ください 

・機器等の仕様を記載しカタログ及び仕様書は別添してください 

定型様式７－７ Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録申請書 ６／６ 
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申請書提出先及び問合せ先 

【提出先】 
 

 〒１０４-００６１ 

 東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ 
 『平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業』 申請係 
 
 ※提出する書類名を必ず記入してください。 
 ・「交付申請書在中」 
 

◆発送の注意事項 
 ※提出先に間違いがある場合は受理できないので注意してください。 
 ※ＳＩＩから申請者又は手続代行者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
   配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 ※申請者又は手続代行者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、 
   郵便物・信書便物以外の荷物扱いで発送できないので注意してください。 
 ※申請者の持ち込みは受理しないので注意してください。 
 

【問合せ先】 
 

 ＴＥＬ：０３-５５６５-４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
  
 ※上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の 
   問合せ先にご連絡ください。 

申請書提出先及び問合せ先 ７ 

事業名を間違いないよう注意してください。 

申請書提出先及び問合せ先 

（１）提出先 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、申請書の同梱数を明記のうえ封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の個口に分けて提出する際は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、申請書の提出先は、事業によって異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 

上記は、平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業 の提出先を示したものです。 
提出先は事業によって異なりますので、各事業の「申請書提出先及び問合せ先」ページをご確認ください。 

（２）発送の注意事項 

① 他の事業の「申請書提出先シート」使いまわし等により、提出先に間違いがある場合は申請書を受理できない 
  ので注意してください。 
 

② ＳＩＩから申請者又は手続代行者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
 

③ 必ず配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 

④ 申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱い 
  で発送できないので、注意してください。 
 

⑤ 申請書の持ち込みは受理しないので注意してください。 

（３）問合せ先 

ＴＥＬ： ０３－５５６５－４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
※ 上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の問合せ先に 
  ご連絡ください。 

申請書同梱数 

申請書提出先シート 

ＺＥＨビルダー/プランナー情報 

会社名                    

ビルダー/プランナー番号  ＺＥＨ     -        -     

使用例 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェック
をした上で封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の申請書をまとめて一口で提出する場合は、申請書数も明記してください。複数の個口に分けて提出する場合
は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、申請書の提出先は、事業によって異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 
 

〒104-0061 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                          申請係 
  
『平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業』 

件 
申請
書数 

複数申請書を同封の場合 
会社名                          

担当者氏名               電話番号               

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

〒104-0061 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                          申請係 

  
『平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業』 

件 
申請
書数 ３ 

複数申請書を同封の場合 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

会社名   ●●●●ハウス             

担当者氏名  ○○ ○○    電話番号 ○○- ○○○○ - ○○○○  

✔ 

保存 
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３章-２．戸建分譲ＺＥＨ実証事業 

３章 経済産業省による事業 
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（１） 補助金名 
 

  平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 
  （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業） 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）のうち戸建分譲ＺＥＨ実証事業 
  略称：平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業（以下、３章－２において「本事業」という）   

事業内容 １ -１ 

（２） 事業規模 
 

  事業規模 約１億円 

（３） 補助対象事業者 
 

  補助対象となりうる事業者（以下、「申請者」という）は、ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナー 

  （「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」参照） のうち、「建売住宅」の種別区分を有している者に限る。 
  但し、平成２８年度および平成２９年度に登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナーのうち、ＺＥＨビルダー/プランナー 
  実績報告書を未提出のＺＥＨビルダー/プランナーは申請対象外とする。 
  （ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告書については「ＺＥＨビルダー/プランナー登録公募要領」Ｐ１５参照） 
 
  なお、「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ１７９参照）に記載されている事項に該当する者が行う事業は、 
  本補助金の交付対象としない。 
 

   （注） 「Ａ登録」でＳＩＩの登録を受けている申請者は、北海道で行う事業に限り、申請対象となります。 
      また、「Ｂ登録」でＳＩＩの登録を受けている申請者は、北海道以外の都府県で行う事業が申請対象となります。 
 

事業概要 １ 

（４） 補助対象となる住宅 
 

  補助対象となる住宅は、以下の条件を全て満たすこと。 
  ① 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」（Ｐ２０）又は「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」（Ｐ９８）の交付要件を全て満たす 
    専用住宅であること。 
 
  ② 建売を前提に建築され、一度も登記されたことのない住宅であること。 
    なお、集合住宅は対象外とする。 

【参考】 建売住宅ＺＥＨビルダー/プランナーにおける２０２０年度ＺＥＨ普及目標について 
 
  住宅の種別による区分において「建売住宅」の種別区分を有する者のＺＥＨ普及目標は、従来の「全体で５０％以上」に 
  加え、「注文住宅のみで５０％以上（注文住宅全体のうち、ＺＥＨ（Nearly ＺＥＨを含む）の注文住宅合計が５０％以上）」 
  でも可とする。 
  但し、住宅の種別による区分に「建売住宅」を含み、且つ「注文住宅」を含まない者の２０２０年度時点でのＺＥＨ普及目標 
  は、必ずしも５０％以上である必要はない。 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうち戸建分譲ＺＥＨ実証事業）   

156 

（５） 交付要件 
 
 

    以下の要件を全て満たすこと。 
 

  ① 日本国内において「（４）補助対象となる住宅」の要件を満たす新築戸建建売住宅を１０戸以上まとめ、 
     １プロジェクトとする事業であること。（Ｐ１６１「【補足①】プロジェクト構成の考え方」参照） 
     なお、複数の街区で構成される事業を１プロジェクトとすることも可とする。 
     
  ② １プロジェクトに対して、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ）を活用した営業広報（インター 
     ネットを活用した不動産物件営業、折り込みチラシ、屋外広告、交通広告等）を行うこと。 
     また、ＺＥＨであることを訴求した上で、その出稿掲載物（写し可）を補助対象事業実績報告時に提出できること。 
     （Ｐ１６２【補足②】営業広報における対象広告と注意事項」参照） 
 
  ③ 補助対象住宅の購入者は入居後２年間、ＳＩＩが定める使用状況の報告（定期報告アンケート）を行う必要がある 
     旨を購入者と締結する不動産売買契約書における重要事項説明に明示すること。 
      また、その文言が記載された契約書類の雛形を補助対象事業実績報告時に提出できること。 
 
  ④ プロジェクトを構成する補助対象住宅は、本事業の交付決定を受ける前に着工されていないこと。 
     交付決定前に着工された住宅は補助対象外とする。 
     
  ⑤ 補助事業の遂行能力（社会的信用、資力、執行体制等が整い、事業の継続性が担保されていること）を 
      有すること。 
 
  ⑥ 経済産業省から補助金等停止措置または指名停止措置が講じられていない者の申請による事業であること。 
     その他、公的資金の交付先として社会通念上適切と認められない申請者からの申請は対象外とする。   

（６） 申請の単位 
 
 

    本事業への申請は、以下の要件を全て満たしたプロジェクト単位とする。 
 
  ・ 本事業の交付要件を満たす補助対象住宅１０戸以上の住宅でプロジェクトが構成されていること。 
 

  ・ 構成されたプロジェクト単位で入居者募集や不動産情報媒体への営業広報を行うこと。 
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  ② 他の補助事業との調整  
    補助対象費用には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行の適正化 
    に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下、「適正化法」という）第２条第４項第１号に掲げる給付金及び 
    同項第２号に掲げる資金を含む）と重複する対象費用を含めないこと。 
    国からの他の補助事業に申請している、又は申請する予定の場合は後述の実施計画書にその補助事業名 
    及び補助対象について必ず記入すること。 
    国からの他の補助金を重複受給した場合は、不正行為とみなし、当該補助金に係る交付決定の取り消しを 
    行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還 
    すること。 

（７） 補助対象 

① 補助対象 
  １） 住宅の設備等 
     プロジェクトを構成する補助対象住宅に導入される以下の設備。 
     ※補助対象設備は新品を導入すること。 
 
     ・ 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の要件を満たす新築戸建建売住宅 
      「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の 「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」（Ｐ２９～Ｐ３０参照）に 
      「該」と記載するもの。 
 
     ・ 「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の要件を満たす新築戸建建売住宅 
      「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の 「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」（Ｐ１１１～Ｐ１１２参照）に 
      「該」と記載するもの。 
 
 

  ２） 蓄電システム 
     補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとする。 
     ・本事業の補助対象住宅に導入される蓄電システムであること。 
     ・本年度、ＳＩＩに製品登録された蓄電システムであること。 
     ・導入価格が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。（Ｐ１１２参照） 
     ・蓄電システムの導入目的と接続及び運用の要件を満たすものであること。（Ｐ１１２参照）  
     ・導入する蓄電システムは新品であること。 

ＳＩＩでは、本事業の補助対象となる蓄電システムの公募を一般公募に先駆けて開始し、審査の上、補助対象 
機器一覧として登録、公表する。 
（蓄電システム登録済製品一覧：https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 
蓄電システムの製品登録については「蓄電システム製品登録公募要領」を確認すること。 
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（８） 補助金額および上限額 

① 補助対象住宅 
    プロジェクトを構成する補助対象住宅の補助金額は以下のとおり。 
 
 

    １） 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の交付要件を満たす住宅  
     一戸あたり 定額 ７０万円 （地域区分・建物規模によらず全国一律）  
       

        ２） 「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の交付要件を満たす住宅 
     一戸あたり 定額 １１５万円 （地域区分・建物規模によらず全国一律）  
 

② 蓄電システム 

    採択されるプロジェクトを構成する補助対象住宅に蓄電システム※１を導入する場合には、補助金額を以下のとおり 

    加算する。 
 

    １） 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の交付要件を満たす住宅  

     蓄電システムの補助額 ： 初期実効容量※２１ｋＷｈあたり３万円                 

     蓄電システムの補助額上限 ： 補助対象経費※３の１／３または３０万円のいずれか低い金額 
 

        ２） 「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の交付要件を満たす住宅 

     蓄電システムの補助額 ： 初期実効容量※２１ｋＷｈあたり３万円                 

     蓄電システムの補助額上限 ： 補助対象経費※３の１／３または４５万円のいずれか低い金額 
 

     ※１ 蓄電システムの要件は「設備等の要件及び補助対象設備等一覧」（Ｐ１１２参照）を確認すること。 

     ※２ ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれか低い方を適用し、補助額を 

         算出する。また、補助額計算上は初期実効容量の小数点第二位以下は切り捨てとする。  

     ※３ 蓄電システムの工事費は、補助対象外とする。 

③ １申請あたりの上限額 
    １申請あたりの上限額は以下のとおり。（申請単位についてはＰ１５６参照） 
 

    １申請あたりの上限額 ： ０．５億円／年  
 
    ※複数年度事業について事業全体の上限を１億円とする。 
    ※上限額を超える規模の申請があり、その全てが交付要件を満たしていたとしても、 
      交付決定額は最大で０．５億円／年となるので注意すること。 

（９） 事業スキーム 
 
 

    本事業の運営は以下のスキームによる。 

経済産業省 
資源エネルギー庁 

補助対象 
事業者 

環境共創イニシアチブ 
（ＳＩＩ） 

 
 
 

審査委員会 
補助 

申請 

申請 

補助 

審査 

補助事業者の 
公募 
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   平成３０年 ６月 ４日（月） ～ 平成３０年 ６月２９日（金） １７時必着 
   ※ 締切間際の申請は配送事故等で想定した到着日より遅くなる場合もあるので、余裕を持った申請を行うこと。         

（１０） 公募期間 

        
   平成３０年 ８月上旬 
   ※ 交付決定後に交付決定通知並びに事務取扱説明書を送付するので、必ず熟読すること。（Ｐ１６７参照） 
     （本事業では、事務取扱説明会は実施しないこととする） 
         

（１１） 交付決定 

        
   原則、単年度事業とする。（下記の事業期間内に事業を完了できること）  
   交付決定通知を受領後 ～ 平成３１年１月２５日（金） 
 

   但し、補助事業の工程上、単年度では事業完了が不可能な場合に限り、複数年度事業を認める。 
   複数年度事業の事業年度は、最長２年度とする。 （Ｐ１６３「【補足③】 複数年度事業について」参照）         

（１２） 事業期間 

        
   事業完了日（Ｐ１６９参照）から１５日以内、且つ、以下の期日内に提出することを原則とする。  
   平成３１年 ２月 １日（金） １７時必着 
 

         

（１３） 補助対象事業実績報告 

■本事業のスケジュール 

        
   本事業の公募説明会は、 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の公募説明会（全国１８箇所）と同日、合同で開催する。 
   詳しくはＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/meti_zeh30/kodate_zeh/）を確認すること。 
         

（１４） 公募説明会 

実

績

報

告

新

規

登

録

戸建分譲ＺＥＨ実証事業

Ｗｅｂプログラム未評価省エネル

ギー・

システム

蓄電システム製品登録

ＺＥＨビルダー/プランナー登録

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

6/4～6/29

公募期間
審査期間 採

択
審
査
委
員
会

交
付
決
定 複数年度事業については

P○○（補足③）を参照

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

製品登録公募説明会 4/6

4/5～5/7 ◎

4/5～4/27

4/11～4/24

公募説明会

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・

システム

蓄電システム製品登録

ＺＥＨビルダー/プランナー登録

2018年　　　　　　　　　　　　　　　

4月 5月 6月 7月 8月 9月

6/4～6/29

公募期間
審査期間 採

択
審
査
委
員
会

交
付
決
定 複数年度事業については

P163（補足③）を参照

公募期間

5月中旬 継続システム公表

5月中旬公表

製品登録公募説明会 4/6

4/9～5/7 ◎

4/5～4/27

4/11～4/24

公募説明会

第1回1次移行公表

第1回
4/19まで

第1回公表 5/18

第2回
5/9まで

第2回公表 6/1

第1回2次移行公表 第2回移行公表
4/27 5/11 6/1◎◎◎

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

第1回

実績報告期間

第2回

4/13まで
第1回公表 4/27

5/9まで
第2回公表 5/18

実績公表（ＺＥＨビルダー/プランナー評価公表）

第3回以降
（公表スケジュールはＳＩＩホームページをご確認ください）

5/21
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※ スケジュールは変更となることがあります。必ずＳＩＩのホームページをご確認ください。 

（１） 重要事項の詳細 
   

  ① 交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手すること。 
   その際、着手前の住宅建設地（更地）を交付決定番号が記載された指定のボードと共に必ず撮影すること。 
   ※事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと罰則の対象となる。 
 

  ② 交付決定後の申請内容の変更は原則認めない。 
    

   （例） 
    ・ プロジェクトを構成する住宅が建設される街区または建設用地の変更 
 

    ・ プロジェクトを構成する住宅の設計変更 
 

    ・ プロジェクトを構成する住宅における、再生可能エネルギー・システムによる 
     創エネルギー量を除く年間の一次エネルギー消費削減率が下がる変更 
 

  ③ 「建築条件付き土地」等のように建物の契約が成立しているケースでは申請できないので注意すること。 
 

  ④ 交付申請書の提出をもって「暴力団排除に関する誓約事項」（Ｐ１７９参照）に同意したものとする。 
     申請者が誓約事項に違反した場合は、交付決定の取り消し等の措置をとるので留意すること。 
 

 ⑤ 補助対象事業実績報告書に不備・不足がある場合は、原則、書類を受理しないので注意すること。 
 

 ⑥ 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなす。 
 

 ⑦ 交付決定前に着工した場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象とする。 
 

 ※ Ｐ１７２「注意事項」を必ず確認すること。 

2019年

11月 12月 1月 2月 3月

2018年

10月

事業期間
（単年度）

事業期間
（複数年度事業の一年目）

審査完了(予定)

全件補助金支払完了
(予定)

事業完了期限 1/25まで

実績報告書提出期限

審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)

2/1

事業完了期限 2/21まで

実績報告書提出期限

2/28

2018年

10月

2019年

11月 12月 1月 2月 3月

事業期間
（単年度）

事業期間
（複数年度事業の一年目）

審査完了(予定)

全件補助金支払完了
(予定)

事業完了期限 1/25まで

実績報告書提出期限

審査完了(予定)

全件補助金支払完了(予定)

2/1

事業完了期限 2/21まで

実績報告書提出期限

2/28

重要事項 １ -２ 
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【補足①】 プロジェクト構成の考え方 
   
 

プロジェクトの構成は以下のとおり。  

同一街区内でプロジェクトを構成 

『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅の合計が１０戸以上で 
１プロジェクトを構成することが可能 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

複数街区でプロジェクトを構成① 

複数の街区に立地する『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅 
合計１０戸以上を１プロジェクトとして 

まとめることが可能 

合計１０戸以上 

１申請 １申請 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

複数街区でプロジェクトを構成② 

複数の街区に、それぞれ『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅 
合計１０戸以上が立地する場合、複数街区を 

１プロジェクトとしてまとめることが可能 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

１申請 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

広告 

複数街区でプロジェクトを構成③ 

複数の街区に、それぞれ『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅 
合計１０戸以上が立地する場合、複数街区 
それぞれで１プロジェクトを構成することが可能 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

１申請 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

広告 広告 

広告 

第1期 第２期 

第３期 

１申請 

１申請 

要件未達となる例 

複数の街区に立地する住宅で１プロジェクトを構成していながら、 
街区それぞれで営業広報を行った場合 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

合計１０戸以上 

第1期 第２期 

第３期 

第1期 第２期 

第３期 

広告 広告 

広告 

例① 例② 

広告 

合計１０戸以上 

広告 

・・・平成３０年度 ＺＥＨ支援事業の交付要件を満たす住宅 ・・・平成３０年度 ＺＥＨ+実証事業の交付要件を満たす住宅 

広告 

広告 

広告 広告 

・・・営業広報の範囲 

要件未達となる例 

複数の街区に立地する住宅で１プロジェクトを構成していながら、街区それぞれで営業広報を行った場合 

例① 例② 

合計１０戸以上 

第1期 

合計１０戸以上 

第２期 

合計１０戸以上 

第３期 

広告 広告 

合計１０戸 
以上 

広告 広告 

広告 

１プロジェクトを構成 １プロジェクトを構成 

例② 

１法人で複数の 
プロジェクトを申請する 
ことも可能。 

同一街区内でプロジェクトを構成② 

補助対象住宅１０戸以上で１プロジェクトを構成 
同一街区内に立地する、その他の住宅を含めて 

要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

・１プロジェクト単位で 
 営業広報を行うこと。 
 

・１法人で複数の 
 プロジェクトを申請する 
 ことも可能。 
 

１プロジェクトを構成 

同一街区内でプロジェクトを構成② 

複数の街区に立地する補助対象住宅計１０戸以上で 
１プロジェクトを構成し、それぞれの街区に立地する 

その他の住宅を含めて、要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

広告 

合計１０戸 
以上 

１プロジェクトを構成 

・・・その他の住宅 

同一街区内でプロジェクトを構成① 

補助対象住宅１０戸以上で１プロジェクトを構成 
１プロジェクトに対して要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

広告 

・１プロジェクト単位で営業広報を行うこと。 
 

・１法人で複数のプロジェクトを申請する 
 ことも可能。 
 

同一街区内でプロジェクトを構成② 

補助対象住宅１０戸以上で１プロジェクトを構成 
同一街区内に立地する、その他の住宅を含めて要件を満たす 
広告計画を有する事業 

広告 

１申請 

１プロジェクトを構成 

複数街区でプロジェクトを構成① 

複数の街区に立地する補助対象住宅計１０戸以上で 
１プロジェクトを構成 
１プロジェクトに対して要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

広告 

合計１０戸
以上

・１プロジェクト単位で営業広報を 
 行うこと。 
 

・１法人で複数のプロジェクトを申請 
 することも可能。 
・営業広報は、その他の住宅が 
 ＺＥＨであると誤認しないよう、 
 留意すること。 

・１プロジェクト単位で営業広報を行うこと。 
 

・１法人で複数のプロジェクトを申請する 
 ことも可能。 
 

複数街区でプロジェクトを構成② 

複数の街区に立地する補助対象住宅計１０戸以上で 
１プロジェクトを構成し、それぞれの街区に立地する、その他の住宅 
を含めて、要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

広告 

合計１０戸
以上

・１プロジェクト単位で営業 
 広報を行うこと。 
 

・１法人で複数のプロジェクト 
 を申請することも可能。 
・営業広報は、その他の住宅 
 がＺＥＨであると誤認しない 
 よう、留意すること。 

１プロジェクトを構成 

複数街区でプロジェクトを構成③ 

補助対象住宅１０戸以上で構成された複数の街区をまとめて 
１プロジェクトを構成 
１プロジェクトに対して要件を満たす広告計画を有する事業 

１申請 

広告 

合計１０戸以上 

第1期 

合計１０戸以上 

第３期 

合計１０戸以上 

第２期 

・１プロジェクト単位で営業広報を行うこと。 
 

・１法人で複数のプロジェクトを申請する 
 ことも可能。 
 

複数街区でプロジェクトを構成④ 

要件を満たす複数のプロジェクトごとに複数申請する事業 

広告 

合計１０戸以上 

第1期 

広告 

合計１０戸以上 

第２期 

広告 

合計１０戸以上 

第３期 

１申請 １申請 １申請 
・１プロジェクト単位で営業広報を行うこと。 ・１法人で複数のプロジェクトを申請することも可能。 
 

要件未達となる例① 

補助対象住宅１０戸以上で構成された複数の街区をまとめて 
１プロジェクトを構成し、街区それぞれで広告計画を有している事業 

広告 

合計１０戸以上 

第1期 

広告 

合計１０戸以上 

第２期 

広告 

合計１０戸以上 

第３期 

１プロジェクトを構成 

１申請 

× 要件未達となる例② 

複数の街区に立地する住宅で１プロジェクトを構成していながら、 
街区それぞれで広告計画を有している事業 × 

１申請 

広告 

合計１０戸
以上

広告 

１プロジェクトを構成 
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１つの広告等に複数の・・・ 

○○○○ 

○○ ○○ ○○  
○○ ○○ ○○ 

本事業の 
補助対象事業 

同一街区内でプロジェクトを構成 

『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅の合計が１０戸以上で 
１プロジェクトを構成することが可能 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

複数街区でプロジェクトを構成① 

複数の街区に立地する『ＺＥＨ』とＺＥＨ+住宅 
合計１０戸以上を１プロジェクトとして 

まとめることが可能 

合計１０戸以上 

広告 広告 

１申請 １申請 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

（３） 広告媒体へのマーク使用例 
   

 ① 「ＢＥＬＳ簡易証」は広告等の見やすい場所に１箇所以上表示するものとし、本事業の補助対象住宅と「BELS簡易証」 
   との対応関係が分かるよう、消費者に誤解を与えないようにすること。 
 

 ② 視認性の高いキャッチコピーやリード文の中にＺＥＨシリーズである旨が分かるキーワードを明示することを推奨する。 
 

 ③ 「ＢＥＬＳ簡易証」の使用方法については、使用規定やガイドラインに準じたものであること。 
 

 
 ＺＥＨタウンに住む 

視認性の高いキャッチコピーや 
リード文の中でＺＥＨシリーズであ
る旨が分かるキーワードを明示す
ることを推奨する。 
但し、Nearly ＺＥＨ、ＺＥＨ 
Orientedを含む場合は、これらの
住宅が「ネット・ゼロ・エネルギー」
であると消費者に誤解を与えない
よう配慮を行うこと。 

規定以上のサイズで「ＢＥＬＳ簡易
証」を明示し、補助対象住宅と「Ｂ
ＥＬＳ簡易証」との対応関係が分か
るよう、消費者に誤解を与えない
表示とすること。 
また、複数住戸を同一ページに掲
載する場合には、代表する住戸の
評価を表示するとともに、その他
の住戸のエネルギー消費削減率
の幅を記載すること。 

【補足②】 営業広報における対象広告と注意事項 
   
 本事業の補助対象となる住宅におけるプロジェクト単位の営業広報は、下記の要領に従うこと。 

（１） 対象広告 
 

  原則として、本事業の補助対象住宅におけるプロジェクト単位の営業広報は、入居者募集や不動産情報媒体 
  への掲載を行う全ての媒体において、建築物省エネ法第７条に基づく省エネ性能表示（ＢＥＬＳ証（簡易表示版 
  で可））を付与し、効果的な広告出稿を行うこと。 

（２） 広告媒体へのＢＥＬＳ簡易証使用例、掲載サイズと掲載方法詳細 
 

  広告媒体へのマーク掲載サイズや掲載方法は以下を参照すること。 

掲載媒体 ＢＥＬＳ簡易証の掲載について 

 ・新聞広告 
 
 ・新聞折込広告 
 
 ・店舗掲示物やモデルルーム 
  内の掲示 
 
 ・屋外広告の類 
  （工事現場や着工中の住宅 
   ののぼり等） 
 
 ・交通広告の類 
  （中吊広告や駅構内の広告等） 
 
 ・住宅情報誌への掲載 

アナログ媒体で 
A４サイズ以上 

 

 以下のいずれかのＢＥＬＳ簡易表示マークを掲載すること 
 

 ① 
 
 
 
 
 
   ●幅 ６０ｍｍ以上（縦横比は固定）とすること 
 
 ② 
 
 
 
 
 
 
   ●幅 ３０ｍｍ以上（縦横比は固定）とすること 

アナログ媒体で 
A４サイズより小さい 

  掲載の省略を可能とする。 

 ・自社ホームページ 
 ・不動産情報媒体 Webサイト掲載 

 デジタル媒体 

 第三者認証を受けたＺＥＨであること、及びその省エネルギー性能、 
 交付日が明確に分かるように明示した上で、上記のＢＥＬＳ簡易表 
 示マークを掲載する 
 
 例）本住戸はＢＥＬＳにおけるＺＥＨの評価、及びエネルギー消費量 
 を●●％削減した住戸として●●年●月にその認証を取得してい 
 ます 
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【補足③】 複数年度事業について 
   
 

• 本年度の交付決定は、翌年度以降の交付決定を保証するものではない。各年度、補助金の交付申請を行い、交付
決定を受けた後に事業を実施すること。 

 

• 各年度において補助金額が発生すること。 
 

• ＳＩＩは受領した実績報告書を審査し、事業完了を確認できた住宅１戸単位で補助金を交付する。 
 

• 翌年度以降において公募予算額を超える申請があった場合等には、補助金額が減額される（状況によっては交付
決定されない）ことがある。その場合でも、原則、竣工まで事業を継続すること。途中で事業を中止した場合には、原
則として既に交付した補助金の返還が必要となることがあるので注意すること。 
 

 

• 各年度の事業完了日から次年度の交付決定までの期間は、補助対象事業の継続、着手ができないので、留意する
こと。 
 

• 複数年度事業として本事業で採択された補助対象事業の本年度の事業期間は、 

  交付決定日～２０１９年２月２１日 （木）までとする。 

  また、複数年度事業の最終年度の事業期間は当該年度の１月末日までとする。 
 

• 交付申請時に、本年度における事業と後年度における事業それぞれの件数を、ＳＩＩが定める様式に沿って明記す
ること。 

１つの広告等に複数の・・・ 

１プロジェクト単位で 
営業広報を行うこと。 

○○○○ 

○○ ○○ ○○  
○○ ○○ ○○ 

本事業の 
補助対象事業 
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事業の実施 ２ 

事業年間スケジュール ２ -１ 

■公募期間 
 ６月４日（月）～６月２９日（金）１７時必着 

■交付決定 
 ８月上旬（予定） 

■補助対象事業終了 
 平成３１年３月下旬 
 ※複数年度事業の最終年度は当該年度の 
  １月３１日まで 

■補助対象事業実績報告書提出期限 
 単年度事業   平成３１年２月１日（金） 
 複数年度事業  平成３１年２月２8日（木）  

■事業完了期限 
 単年度事業   平成３１年１月２５日（金） 
 複数年度事業  平成３１年２月２１日（木）  

【補助事業の公募】 

■公募説明会 
 ４月１１日（水）～４月２４日（火） 

■定期報告アンケート 
 補助対象事業終了し事業承継後、 
 ２年間半期ごとに実施 

ＺＥＨビルダー/プランナー公募 
情報開示 

（ＳＩＩホームページ） 

■ＺＥＨビルダー/プランナーの公表 
  ４月２７日（金）～月次更新 
  期間中：１０回程度を予定  

【ＺＥＨビルダー/プランナー登録】 

■ＺＥＨビルダー/プランナー登録申請受付 
  ４月５日（木）～平成３１年１月３１日（木） 

年間予定 ＳＩＩ ＺＥＨビルダー/プランナー（申請者） 

■公募説明会 
  ４月１１日（水）～４月２４日（火） 

【ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告】 

■実績の公表 
  ５月２１日（月） 

■平成２９年度実績報告期間 
   ４月５日（木） ～ ４月２７日（金） 

「交付申請書」提出 

「交付決定通知書」受領 

事業着手 

「補助対象事業実績報告書」提出 

事業完了後１５日以内、かつ、最終提出期限までに提出 

補助金入金 

補助金支払 

「交付申請書」受付・審査 
採択審査委員会 

補助事業公募情報開示 
（ＳＩＩホームページ） 

データ収集・解析 「定期報告アンケート」提出 

一般公募説明会 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
登録申請 

平成２９年度 実績報告 

確認結果、１公募あたりの上限
採択数を通知 

通知受領 確認結果、１公募あたりの上限
採択数を通知 

ＺＥＨビルダー/プランナー 
登録情報公開 

（ＳＩＩホームページ） 

ＺＥＨビルダー/プランナー実績 
情報公開 

（ＳＩＩホームページ） 

受付・確認 

通知受領 

受付・確認 

一般公募説明会 

「補助対象事業実績報告書」 
受付・審査・完了検査等 

「確定通知書」発行・送付 「確定通知書」受領 

現地調査（中間検査） 
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■採択審査委員会 
 ７月下旬（予定） 

「交付決定通知書」 
発行・送付 

事業承継 

「中間報告書」提出 「中間報告書」受付・確認 
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業
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精算払請求書 

補助金支払 
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事業詳細スケジュール ２ -２ 

年度予定 ＳＩＩ 申請者 

公 
募 
期 
間 

事
業
の
遂
行 
・ 
検
査 
・ 
支
払 

●一次公募期間 
 ６/４（月）～６/２９（金）１７時必着 

＜事業完了期限＞ 
●単年度事業 
交付決定通知受領後 
  ～２０１９年１月２５日（金） 
●複数年度事業 
  ～平成３１年２月２１日（木） 

＜補助対象事業実績報告書 
提出期限＞ 
●単年度事業の交付決定者 
 事業完了日から１５日以内、 
 且つ、２０１９年２月１日（金） 
 １７時の期日内であること 
 
●複数年度事業の交付決定者 
 事業完了日から１５日以内、 
 且つ、平成３１年２月２８日（木） 
 １７時の期日内であること 
 ※複数年度事業の最終年度は 
   当該年度の１月末日まで 

HPにて公募情報開示     

公募～交付決定 
（Ｐ１６６～ 
 Ｐ１６７参照） 

 
公募受付 

交付申請書及び 
添付書類作成～提出 

２ -３ 

補助対象事業実績報告書 
及び添付書類作成～提出 

定期報告アンケート提出 

事業及び支払完了 

補助対象事業の 
開始～完了 
（Ｐ１６８参照） 

２ -４ 

現地調査（中間検査） 

審査 
現地調査（完了検査） 等 

※必要に応じて、 
 現地調査（完了検査）を行う。 

選
考 

●採択審査委員会 
 ７月下旬（予定） 

（注） 申請書類に不備・不足がある場合や提出期日に遅れた場合は原則、申請を 
    受理しないため、注意すること。 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を 
    取下げたものとみなすため、注意すること。 

定
期
報
告 

ア
ン
ケ
ー
ト 

データ収集・解析 

交付決定通知 

＜定期報告アンケート＞ 
補助対象事業が終了し 
事業承継後、 
２年間半期ごとに実施 

情報入手         

申請書類審査、 
採択審査委員会による選考 

事業着手 

（注）交付決定通知に同封される 
   交付決定番号記載ボードを 
   使用して住宅建設地（更地） 
   の着手前写真を撮影 

●交付決定 
 ８月上旬（予定） 

※必要に応じて、 
 現地調査（中間検査）を行う。 

中間報告書及び添付書類
作成～提出 

確認 
Ｚ
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Ｈ
＋
実
証
事
業
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●補助金支払 
平成３１年３月下旬迄に完了 
※補助金支払は、一連の審 
査等が終了し、補助金確定
通知書を発行したものから
随時実施 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

定期報告アンケート提出 

実績報告～補助金
支払 
（Ｐ１２８参照） 

４ -５ 

※必要に応じて、現地調査
（完了検査）を行います 

（注） 補助対象事業実績報告書の提出期日に遅れた場合は、
本事業への申請を取下げたものとみなします。ご注意ください。 

定
期
報
告 

ア
ン
ケ
ー
ト 

データ収集・解析 
＜定期報告アンケート＞ 

補助対象事業終了後 
２年間半期毎に実施 

精算払請求書 

●補助金支払 
平成３１年３月下旬迄に完了 
※補助金支払は、一連の審査等 
 が終了し、補助金確定通知書を 
 発行したものから随時実施 

補助金確定通知 

補助金支払 

補助金入金 

実績報告～ 
補助金支払 
（Ｐ１６９ ～ 
 Ｐ１７０参照） 

２ -５ 

事業承継 

精算払請求書 
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（１）事業の公募 

ＳＩＩは、補助対象事業を行おうとする者に対し公募を行い、必要に応じて説明を行う。 
ＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/meti_zeh30/kodate_zeh/）に公募記事を掲載する。 

（２）交付申請 

申請者は、Ｐ１７５以降の「交付申請書及び添付書類の入力例」に従い、提出に必要な書類 
（Ｐ１７４「提出書類一覧表」）を作成し、原本を公募期間中にＳＩＩ指定の提出先（Ｐ１９３申請書提出先及び問合せ先」） 
に送付すること。（原本の写しは手元に必ず保管のこと） 
申請書類に不備・不足がある場合は原則、申請を受理しないため、注意すること。 
 
 

公募～交付決定 ２ -３ 

② 審査方法 
   学識経験者を含む関係分野の有識者で構成された審査委員会に諮り、審査項目に従って審査を行う。 
 

③ 補助対象事業者の選定 
  審査対象事業について総合点を算出し、審査委員会の審査を踏まえ評価点の高いものから順次 
  補助対象事業者を選定する。 
  補助対象事業者を選定するにあたり、補助対象事業の規模を調整する場合がある。 
  事業規模を超える申請があった場合は、評価点の高いものから順次補助対象事業者を選定する。   

（３） 審査 

① 審査方針 
    

ＳＩＩは応募のあった申請書に対し、補助金交付要件を満たしているものについて以下の項目の評価を行う。 

 
評 価 項 目  内 容  

省エネ性能 
• プロジェクトを構成する住戸毎の創エネルギーを除いた一次エネルギー削減率の平均値及び、断

熱性能の平均値（８地域の事業は、夏期の冷房負荷軽減策の有無を評価） 

モ デ ル 性  

• プロジェクトを構成する住宅の棟数規模 
• ＺＥＨとＺＥＨ＋の組合せ 
• 地域性 
• ＺＥＨ普及に向けたビジネスモデル（再エネ設備等）の有無等 

広 報 計 画 の  
Ｚ Ｅ Ｈ 普 及 促 進 に  

か か る 積 極 度  

• ＺＥＨ広報計画（メディア掲載計画の規模と媒体） 
• 広告媒体上での省エネルギー性能やＺＥＨに関する説明の有無 
• ＺＥＨシリーズであることの訴求（但し、Nearly ＺＥＨ、ＺＥＨ Orientedを含む場合は、これらの住宅が

「ネット・ゼロ・エネルギー」であると消費者に誤解を与えないよう適切な配慮を行うこと） 
• ＢＥＬＳ評価、住戸の光熱費削減効果の訴求 
• 快適性及び健康面、ＺＥＨビルダー/プランナー目標の明示等、ＺＥＨ普及促進にかかる言及 

審 査 委 員 に よ る 加 点  • その他審査委員による評価 
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（５） 交付決定 

 ＳＩＩは、補助対象事業となった事業について交付決定を行う。  
 交付決定とは、申請書を受け付けた後、その内容が適正であると認めた旨を通知するもので、補助金の交付を 
 確定する ものではない。交付決定後、申請内容どおりに事業が実施されない等、適正な事業の実施・遂行が   
 認められない場合には交付決定の取り消しとなる可能性がある。 
 交付決定については採択、不採択に関わらず申請者に審査の結果を通知する。 
 「事務取扱説明書」については申請者宛に送付するので、参照のうえ関連書類を作成すること。 
  

  （注１）審査に関する個別の問合せについては、一切、応じられないことを予め了承すること。 

  （注２）国の他の補助事業等と本事業に重複して補助対象が申請されている場合は、他の事業での申請を取下げる 

             ことを条件に交付決定する。 

（４） 採択 

  ＳＩＩは、審査の結果、交付要件を満たしていることを確認した申請について、補助対象事業を採択する。 
  なお、複数年事業の後年度分事業については、予算規模に鑑みて対象事業の一部のみを採択する場合がある。 
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補助対象事業の開始～完了 -４ ２ 

（１） 補助対象事業の開始 

交付決定通知を受領し、交付決定番号を得た後に本事業に着手すること。 
その際、各住宅の建設地（更地）にて、交付決定番号が記載された「着手前写真用ボード」に工事名称、撮影日時、 
撮影者名を記入し、着手前写真としてボードを写し込み、敷地を前面道路、周辺建物等を含め別アングルで２枚撮影 
すること。 

着手前写真には事務取扱説明書送付
時に同封されている「着手前写真用
ボード」に工事名称、撮影日時、撮影
者名を記入し、 
着手前写真としてボードを写し込み、 
敷地を前面道路、周辺建物等を含め 
１枚は完成後の全景写真と照合可能
なアングルで撮影すること 

着手前写真（２）は着手前写真（１）
で撮影したアングルとは違うアン
グルでもう１枚撮影すること 

「着手前写真用ボード」は敷地が 
確認できるようボードを斜めに構えて 
撮影者自身で手持ちし撮影すること 

前面道路からの着手前写真（１） 前面道路からの着手前写真（２） 

※ 事前着手及び合成等の不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となる。 

着手前写真（２）は着手前写真（１）
で撮影したアングルとは違うアン
グルでもう１枚撮影すること 

「着手前写真用ボード」は敷地が 
確認できるようボードを斜めに構えて 
撮影者自身で手持ちし撮影すること 

着手前写真には事務取扱説明書送付
時に同封されている「着手前写真用
ボード」に工事名称、撮影日時、撮影
者名を記入し、 
着手前写真としてボードを写し込み、 
敷地を前面道路、周辺建物等を含め 
１枚は完成後の全景写真と照合可能
なアングルで撮影すること 

（２）中間報告を追加 

（２） 中間報告書の提出 

補助対象事業着手後、遅滞なく中間報告書の添付書類として下記の書類をＳＩＩの指定の提出先（Ｐ１９３「申請書提出先
及び問合せ先」）に送付すること。 
なお、中間報告書は補助対象事業の着手から１ヶ月以内の提出を目途とすること。 

① 着手前写真 
  （１）補助対象事業の開始を参照し、撮影した着手前写真をＳＩＩ指定の写真台紙に貼り付け、カラーで出力した 
   ものを提出すること。 
 

② 確認済証の写し 
   確認申請不要の地域は建築工事届の写しを提出。 
 

③ ＢＥＬＳ評価書の写し 
   評価書には、『ＺＥＨ』※１※２であること及び、一次エネルギー消費削減率が記載されていること。 
 

④ エネルギー計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   国立研究開発法人 建築研究所が公開する計算支援プログラム等を使って算出した年間の一次エネルギー消費量 
   の計算結果表の写しを提出すること。なお、評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑤ 外皮計算書（ＢＥＬＳ評価書申請時に提出したものの写し） 
   交付決定を受けた住宅の「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の外皮平均日射熱取得率」等の根拠となる計算書。 
   評価機関に提出したもの（評価機関の押印があるもの）に限る。 
 

⑥ 平面図、立面図及び矩計図 
  建築確認申請時に提出したものの写し（審査機関の押印があるもの）に限る。 

※１ 寒冷地（地域区分１又は２）、低日射地域（日射区分Ａ１又はＡ２）又は多雪地域（垂直積雪量１００cm以上）の場合 
    に限り、 Nearly ＺＥＨであることも可とする。 
※２ 北側斜線制限の対象となる用途地域（第一種及び第二種低層住居専用地域並びに第一種及び第二種中高層 
    住居専用地域）であって、敷地面積が８５㎡未満である土地に建築されるもの（平屋建ての場合を除く）に限り、 
    ＺＥＨ Orientedであることも可とする。 
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 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されたかを判断する検査であり、補助金の交付を 
   確定するためのものである。 ＳＩＩは必要に応じて現地調査（完了検査）を行うので、必ず協力すること。 
 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められなかった場合は、交付決定の取り消しとなり、補助金の支払いが 
    できない場合がある。 
 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となる。 

実績報告～補助金支払 ２ -５ 

（１）実績報告及び補助金の額の確定 

補助対象事業者は、事業が完了したら、補助対象事業実績報告書を指定期日までに、ＳＩＩに提出すること。 
ＳＩＩは、補助対象事業実績報告書の提出を受け、申請内容に係る工事等の審査を行い、内容が適正であると認めた
時、補助金の交付を確定し、補助対象事業者にその旨を通知する。 
補助対象事業実績報告書の提出書類については、交付決定通知書と同時に配布される「事務取扱説明書」を参照 
の上、関連書類を作成すること。 

※提出期日に遅れた場合は、本事業への申請を取下げたものとみなす。 
※虚偽の報告等により不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となる。 

（２）現地調査（完了検査） 

（４）事業成果の公表 

他の事業者への普及促進を目的に、成果を公表し広く一般に紹介する。 

（３）補助金支払 

補助対象事業者は、補助金の額の確定後、「精算払請求書」をＳＩＩに提出し、ＳＩＩは「精算払請求書」の受領後、 
補助対象事業者に補助金を支払う。 

 ① 現地調査は、補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断する検査である。 
    ＳＩＩは必要に応じて現地調査（中間検査）を行うため、必ず協力すること。 
 

 ② 現地調査で適正な事業の実施・遂行が認められない場合は、交付決定の取り消しとなる場合がある。 
 

 ③ 不正行為等が認められた場合は、交付決定の取り消しと処罰の対象となる。 

（５）事業完了日 

（４）補助対象事業の計画変更 

（３）現地調査（中間検査） 

  事業完了日とは、補助金に係る工事が完了し、且つ、工事代金の支払が完了した日付を指す。 
 但し、プロジェクトを構成する「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の交付要件を全て満たす住宅のうち、選択要件「❷高 
 度エネルギーマネジメント」を選択した補助対象住宅については、２４時間のエネルギー計測を実施し、計測データを 
 ＳＩＩが指定する報告サイトにアップロード後、データ設定が完了した日が事業完了日となる。  

交付決定日以降の変更は原則として認めない。 
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本事業は、省エネルギー効果等の情報の取得、分析についても事業の目的としているため、補助対象事業完了の後、 
居住者は新築入居から２年間、半期ごとにＳＩＩが定めるエネルギー使用状況の報告（定期報告アンケート）を行う義務
がある。 
なお、報告されたエネルギー使用状況は個人情報を除いて国またはＳＩＩから公表する場合がある。 
 
  【補助対象事業完了後の定期報告アンケート】 
    新築入居から２年間、半期ごとにエネルギー使用量（電力、ガス、灯油等）及び、太陽光発電システム、家庭用コー 
   ジェネレーションシステム等の発電設備の電気の発電量及び売電量等のエネルギー使用状況について、エネル 
      ギー計測装置を使用し「定期報告アンケート」の提出をもって報告する必要がある。 
    
   アンケート回答期間は以下のとおり。 
 
   ■事業承継日が２０１９年３月３１日以前の場合 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ■事業承継日が２０１９年４月１日～９月３０日の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ■事業承継日が２０１９年１０月１日～３月３１日の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   別途、他のアンケート調査、省エネルギー効果検証のための計測、取材等の協力依頼がＳＩＩより行われる 
   ことがあるため、予め、補助対象事業の事業承継を受ける居住者へ説明のうえ了承を得ておくこと。 

（５）使用状況の報告（定期報告アンケートについて） 

定期報告アンケート提出期限 報告対象期間 

第１回 ２０１９年１０月末日 ２０１９年  ４月１日～２０１９年９月３０日 

第２回 ２０２０年  ４月末日 ２０１９年１０月１日～２０２０年３月３１日 

第３回 ２０２０年１０月末日 ２０２０年  ４月１日～２０２０年９月３０日 

第４回 ２０２１年  ４月末日 ２０２０年１０月１日～２０２１年３月３１日 

定期報告アンケート提出期限 報告対象期間 

第１回 ２０２０年１０月末日 ２０２０年  ４月１日～２０２０年９月３０日 

第２回 ２０２１年  ４月末日 ２０２０年１０月１日～２０２１年３月３１日 

第３回 ２０２１年１０月末日 ２０２１年  ４月１日～２０２１年９月３０日 

第４回 ２０２２年  ４月末日 ２０２１年１０月１日～２０２２年３月３１日 

定期報告アンケート提出期限 報告対象期間 

第１回 ２０２０年  ４月末日 ２０１９年１０月１日～２０２０年３月３１日 

第２回 ２０２０年１０月末日 ２０２０年  ４月１日～２０２０年９月３０日 

第３回 ２０２１年  ４月末日 ２０２０年１０月１日～２０２１年３月３１日 

第４回 ２０２１年１０月末日 ２０２１年  ４月１日～２０２１年９月３０日 

[注意] プロジェクトを構成する住宅のうち、ＺＥＨ＋で「❷ 高度エネルギーマネジメント」を選択する住宅については、 
     ２年間の計測データ報告の要件があることを予め、補助対象事業の事業継承を受ける居住者へ説明の上 
     了承を得ておくこと。（Ｐ１１７参照） 
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（７）交付決定の取り消し、補助金の返還、罰則等 

万一、交付規程に違反する行為が行われていたとＳＩＩが判断した場合、補助対象事業者に対して次の措置が講じられ
ることに留意すること。 
    ① 適正化法第１７条の規定による交付決定の取り消し、第１８条の規定による補助金等の返還及び第１９条第１項 
    の規定に準拠した加算金の納付。 
    ② 適正化法第２９条の規定による罰則及び第３０条から第３２条までの規定に準拠した罰則。 
    ③ 一定の期間、補助金等の全部または一部の交付を行わないこと。 
    ④ ＳＩＩの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
    ⑤ 補助対象事業者等の名称及び不正の内容の公表。 
      ※ 適正化法：補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 
    
＜個人情報の利用目的について＞ 
取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、ＳＩＩが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検
証のための調査・分析、ＳＩＩが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用させていただくことがある。 
その場合、国が指定する外部機関に提供を行う場合がある。 
また、同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがある。 
 

（６）取得財産の管理等 

補助対象事業者より事業承継を受けた居住者は、補助を受けて取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）に
ついては、補助対象事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金の交付
の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。補助対象事業者より事業承継を受けた居住者は、補助
対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年以内に取得財産等を処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）しようとするときは、あらかじめ「財産処分申請書」をＳＩＩに提出し、
その承認を受けなければならない。万一、未承認のまま財産処分が行われた場合、ＳＩＩは交付決定を取り消し、加算
金（年利１０．９５％）とともに補助金全額の返還を求めることがある。 
ＳＩＩは補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入があると認められるときは、その収
入の全部又は一部をＳＩＩに納付させることができるものとする。 

＜財産処分について＞ 
交付規程に則り、財産処分を行いＳＩＩの承認後、返金が発生する場合は、下記の方法で返金額を計算する。 
  ・処分制限財産の取得日（支払日）を起算日とする。 
  ・処分制限財産に対し、売却・譲渡・交換・破棄等を行った日を処分日とする。 
  ・処分制限期間は補助対象住宅の財産取得日（引渡受領日）から６年とする。 
  ・計算用の決算日を３月３１日とする。 
  ・減価償却方法は「定率法」を採用する。 
  ・上記の条件で補助対象経費の残存簿価を計算し、残存簿価の補助金相当額を返金額とする。 
 

※その他、平成１６年６月１０日大臣官房会計課の「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の取扱いに 
  ついて」に該当する場合（転用・譲渡・交換・貸与・担保・破棄・取り壊しの財産処分）においても同様とする。 

＜本事業における重要事項＞ 
事業主体（ＺＥＨビルダー/プランナー）が補助金の交付を受ける本事業においては、 不動産売買契約時に入居者へ、速やか
に補助事業を承継する手続きをＳＩＩに対して行うこと。 
その際、事業継承者に対し、「定期報告アンケートの提出」、「取得財産の適正管理」など、補助事業者と同様の義務を負うこと
を確認する書類（契約書等）の提示ができること。 
なお、ＳＩＩは、補助対象事業者について事業の期間中に、相続等により補助対象事業を行う者が変更される場合において、そ
の変更により事業を継承する者が当該補助対象事業を継続して実施しようとするときは、様式第７による補助対象事業承継承
認申請書を提出させることにより、その者が補助金の交付に係る変更前の補助対象事業を行う者の地位を承継する旨の承認
を行うことができる。 
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注意事項 ２ -６ 

申請者及び、ＺＥＨビルダー/プランナーは、以下の点に注意すること。 
 
【交付申請時に関して】 
 ① １つのプロジェクトに対して、１件の申請のみ受け付ける。 
   同じプロジェクトに対して、複数の申請がある場合は、全ての申請を認めない。 
 

 ② 事業承継後の居住者は、当該住宅に常時居住する者であること。 
     （別荘、セカンドハウス等は補助対象外） 
 

 ③ 申請後に申請者の変更は原則として認めない。また申請内容に変更の可能性が生じた場合は、予めＳＩＩに 
   報告し、ＳＩＩの指示に従うこと。なお、再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量を除く年間の 
   一次エネルギー消費削減率が下がる変更については原則認めない。 
 

 ④ 平日の日中（１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）に必ず連絡が取れること。 
 

 ⑤ 申請書類の返却はできないことを了承すること。 
 

【実績報告時に関して】 

 太陽光発電システム及び、補助対象設備として蓄電システムを申請する場合においては、原則として電気事業者 

 との系統連系が完了した後に実績報告を行うこと。 

 ※地域により電気事業者との系統連系協議に長期間を要する場合があるので、注意すること。 
 

【周辺環境への配慮について】 

 一般家庭において、空調、給湯、発電機器などが、騒音や振動の発生源となり、生活環境に影響を及ぼす場合があ 

 ります。機器を設置する際には、施工会社等とよく相談の上、周辺住居等への影響を未然に防止するよう、充分な配 

 慮をお願いします。 

 なお、騒音等の防止を考慮した機器の据付け方法に関して、ガイドブックが公表されておりますので、以下のガイド 

 ブックにおいて推奨されている据付け方法をご確認の上、設置場所をご検討いただきますようお願いいたします。 
 

 ・「騒音等防止を考えた家庭用ヒートポンプ給湯機の据付けガイドブック」（社団法人日本冷凍空調工業会 平成２３ 

  年４月発行、平成２４年２月改訂） 

  URL：http://www.jraia.or.jp/product/heatpump/t_guide.html 

 ・「運転音に配慮した家庭用燃料電池コージェネレーションシステムの据付けガイドブック」（燃料電池実用化推進協 

  議会 平成２８年６月発行） 

  URL：http://www.fccj.jp/pdf/28_cog.pdf 
 

【その他】 

 ① 本事業で導入した設備等については、ＳＩＩが補助事業の対象となり得るものとして指定したものであり、補助対象 

   設備導入に係る補助対象事業者等との契約、施工、設備等の品質・性能、燃料等の調達、導入完了後の保守や 

  保証、知的財産権等をＳＩＩが保証するものではない。万一、上記に関する紛争が起きてもＳＩＩは関与し ない。 
 

 ② 申請者及び共同申請者は、虚偽の内容を含む提案・申請をしないこと。 

   その内容に偽りがあることが補助対象事業完了後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる 

   可能性があることを認識し、誠実且つ的確な提案・申請をすること｡ 

     不正をした事が明らかになった場合は補助金の支払いを行わない。また、不正な行為により補助金を受給した 

   場合は、民事上及び刑事上の法的責任が生ずる可能性があることを十分に認識した上で、適正に手続きを行う 

   こと。 
 

     （注）表紙裏面 “補助金を申請及び受給される皆様へ” を確認すること。 
 

よくあるご質問について ２ -７ 

ＳＩＩホームページに「よくあるご質問」を掲載しているので、確認すること。 
https://sii.or.jp/meti_zeh30/kodate_zeh/faq.html 
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申請について ３ -１ 

・ＳＩＩホームページから「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」（https://sii.or.jp/meti_zeh30/kodate_zeh/）を 
 選択して、「公募情報」から申請様式をダウンロードして、交付申請書及び添付書類など申請に必要な書類を 
 作成すること。  
（注１） Ｐ１７４「交付申請 提出書類一覧表」を参照し、書類不備のないよう注意すること。 
 

・公募期間中に交付申請書及び添付書類の原本をＳＩＩに提出し、原本の写しを控えとして手元に必ず保管すること。 

①「申請様式」ダウンロード 

②交付申請書及び 
添付書類作成 

④ＳＩＩへ送付  

   ③提出書類を 
    ファイルにまとめる 

・ ＳＩＩホームページ 
  「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」 
  （https://sii.or.jp/meti_zeh30/kodate_zeh/）より ダウンロードすること。 
・事業名を間違えないよう注意してください。 

・ 交付申請書及び添付書類を作成すること。 

・提出書類を、提出書類一覧表（Ｐ●●）の順に「固定式クリアファイル(Ａ４)」にファイルする。 
・表紙が透明なファイルを使用する。 
・書類番号ごとに、クリアポケットに書類を封入する。 
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入する。（両面見開きレイアウトにしない） 

＜ファイリング方法＞ 

●
●
●
● 

【
Ｈ
３
０
年
度 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
】 

申
請
書
類 

提出書類一覧表（Ｐ１７４参照）の順
に書類をファイリングすること 

・交付申請書に捺印し、全ての添付書類と一緒に原本を送付する。 

（原本の写しを控えとして手元に必ず保管すること） 
送付先はＰ１９３を参照すること。 
・事業名を間違えないよう注意してください。 

交付申請の方法 ３ 

・提出書類を、提出書類一覧表（Ｐ●●）の順に並べ、１件ごとにインデックスシートで仕切りを入れた状態とし、 
 「A４版ファイル(２穴、ハードタイプ)」にファイルする。 
・書類番号ごとに、クリアポケットに書類を封入する。 
・書類は表面をそろえてクリアポケットに封入する。（両面見開きレイアウトにしない） 
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・提出書類は、提出書類一覧表（Ｐ１７４）の順に並べ、書類番号毎に表面をそろえて 
 「A４版ファイル(２穴、ハードタイプ)」にファイルする。 
・申請するプロジェクトを構成する住宅１戸毎に中仕切りを入れること。 
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No. 書類名 内容 
区
分 

様式 作成例 

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ 
Ｐ１７６～ 
Ｐ１８０ 

② 全体概要及び区画図 
・申請するプロジェクトの概要、広報計画及び区画が記載 
 されたものを提出すること。 

● 定型様式６-２ 
Ｐ１８１～ 
Ｐ１８２ 

③ 

申
請
す
る
住
宅
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と 

実施計画書 
・申請する住宅の高断熱外皮及び導入する設備の仕様と 
 補助対象費用を住宅毎に作成し提出すること 

● 定型様式１-２ 
Ｐ１８３～ 
Ｐ１９０ 

④ 交付申請額算出表 ・補助対象費用を算出すること ● 定型様式２-２ 
Ｐ１８６～ 
Ｐ１９１ 

⑤ 該
当
者
の
み 

蓄電システム見積書 
・蓄電システムを購入の上、補助対象費用に計上する場合 
 のみ記載すること 

○ 定型様式３-２ 
Ｐ１８７～ 
Ｐ１９２ 

⑥ 
Ｗｅｂプログラム未評価 
省エネルギー・システム 
登録書 

・採用する申請者のみＳＩＩが発行したシステム登録利用書の 
 写しを提出すること 

○ 
ＳＩＩから送付 
した書類の 

写し 
－ 

⑦ 
配置図 

Ａ３で作成して提出すること 

・真北と建物との方位角が明記されていること 
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること 

● 
様式自由 
（Ａ３用紙） 

－ 
⑧ 

平面図（兼設備設置図） 

Ａ３で作成して提出すること 

・各階ごとに部屋名・寸法が明記されていること 
・補助対象となる全ての設備について配置を明記すること 

⑨ 
立面図（四面） 

Ａ３で作成して提出すること 

・東西南北の四面が全て明記されていること   
・外皮面積が確認できるよう階高等が明記されていること 
・屋根勾配が明記されていること                                                                                                     
 （太陽光発電のパネルが明記されていること） 

⑩ 該
当
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
住
宅
の
み 

狭小住宅 
による申請の 

場合のみ 
 

登記事項
証明書 ・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書を 

 取得し、その写しを提出すること 

○ － － 

⑪ 

地積 
測量図 

○ － － 

⑫ 

都市計画
図等 

・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を 
 提出すること 

○ － － 

⑬ 敷地写真 ・敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － － 

⑭ 
該
当
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
住
宅
の
み 

【選択要件❷】 
高度エネル
ギーマネージ
メントを選択し
た場合 

分電盤回
路図 

「計測ポイントの要件」を満たし、且つ、計測項目名の確認が
できる分電盤回路図 

○ 様式自由 － 

申請時に 
AIF認証
取得が完
了してい
ない場合 

・ AIF認証取得に責任を有する主体（機器メーカー等）による  
 ECHONET Lite AIF認証取得に係る意思決定を示す文書 

○ 様式自由 － 

自己確認
での対応
の場合 

・自己確認したことを証する書面（自己確認適合書等） 
・住宅設備機器メーカー等が公表するホワイトリスト 
（詳細はＰ１１８参照） 

○ 様式自由 － 

【選択要件❸】 
電気自動車 
（プラグインハ
イブリット車を
含む）を活用し
た充電設備を
選択した場合 

分電盤 
回路図 
及び 
設置図 

・分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設された 
 ことが分かる回路図 
・所要の容量及び漏電ブレーカーの設置等の措置がされて 
 いること明記されているもの。 
・単相200Ｖ 20Ａ以上の配線用遮断器分岐回路で充電する 
  仕様の設備について配置を明記すること。 
・設置図には電気自動車の保管場所を明記すること。 

○ 様式自由 － 
⑮ 

⑯ 印鑑登録証明書（原本） 
・発行日は交付申請書（様式第１）の申請日の日付より３ヶ月 
 以内のもの 

● － － 

⑰ 提出書類内容チェックリスト 
・上記①～⑰の書類について、添付漏れや記入の不備が 
 ないかチェックすること （手続代行者のチェックでも可） 

● 定型様式５-２ P１７５ 

・提出書類は、下記の順番に、 

「A４版ファイル(２穴、ハードタイプ)」にて提出すること。 

凡例 ●：提出必須の書類  ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出 

交付申請 提出書類一覧表 ３ -２ 
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交付申請書及び添付書類の入力例 ４ 

定型様式５－２ 提出書類内容チェックリスト 

提出書類内容チェックリスト（平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業）

（注１）提出書類の並び順は当チェックリスト順にし、Ａ４版ファイル（２穴、ハードタイプ）に綴じ込み、必ず背表紙を付けて(公募要領Ｐ１７３参照)提出すること。

（注２）各書類の項目に応じた内容を確認し、申請する住宅に該当する項目のみ確認欄にチェックすること。

No 確認欄

□

□

□

□

□

□

□

③ □

④ □

□

□

⑤ □

⑥ □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

⑩ □

□

□

□

□

定型様式　５－２

申  請  者（法人）名

ＺＥＨビルダー/プランナー番号

書　類　名 項　　　　　目 内　　　　　　容

①
交付申請書
（様式第１）

交付申請書 申請する様式は平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業のものか。

交付申請書
申請する補助対象事業が正しく選択されているか。
また、必要事項が記入されているか。

別紙１ 役員名簿 法人・団体名等、名簿等必要事項が全て記入されているか。

別紙３ 誓約書 交付申請書に記載のものと整合性がとれているか。

②
全体概要

（区画図はA3用紙で提出すること）

全体概要全般 申請する住宅の概要等、必要事項は全て記入されているか。

戸建分譲ＺＥＨの普及促進に
向けた広報計画

掲載予定の媒体情報及び広報計画の記載漏れはないか。

区画図 全体概要の区画番号と紐づいているか。

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム　システム登録利用書
　採用する場合のみ

ＳＩＩが発行したシステム登録利用書の写しであるか。

申
請
す
る
住
宅
ご
と
に
提
出

実施計画書 実施計画書全般
申請する住宅の断熱外皮情報（仕様及び面積等）、設備仕様、補助対象費用の算出（Ｚ
ＥＨで申請する場合のみ）等必要事項が全て記入されているか。

交付申請額算出表

蓄電システム導入補助金申請額
蓄電システムを補助対象にする場合のみ

申請する蓄電システムの設備情報及び補助対象費用の算出等必要事項が全て記入され
ているか。

AIF認証取得および相互接続性
（ＺＥＨ＋で申請し、選択要件❷の高度エネルギー
マネジメントを選択した場合のみ）

要件を確認し、チェックがされているか

補助金交付申請予定額 合計金額は正しく表示されているか

蓄電システム費用関連書類
　蓄電システムを補助対象にする場合のみ

蓄電システム　見積書 発行元・宛先、見積金額が明記されているか。

⑦
建築図面

（A3用紙で提出すること）

配置図
真北と建物との方位角が明記されているか。
狭小住宅の場合、敷地の求積計算は記入されているか。

平面図（兼設備設置図）
各階ごとに部屋名・寸法が明記されているか。
また補助対象となる全ての設備について設置及び設置数がわかるものであるか。

立面図（四面）
東西南北全てあり、屋根勾配及び階高、開口部等が確認できるよう明記されているか。

太陽光パネルの枚数、容量が明記されているか。

⑨

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
住
宅
の
み

【選択要件❷】

高度エネル
ギーマネジ
メントを選択

した場合のみ

分電盤回路図 計測ポイントの要件を満たし、且つ、計測項目名の確認ができるものか

AIF認証
関連書類

AIF認証取得意思決定文書
（AIF認証の取得が完了していない場合）

責任を有する主体（機器メーカー等）の名称は記載されているか。

・自己適合宣言書等
・住宅機器メーカー等が公表するホワイトリスト
（AIF認証を取得せず自己確認の場合）

２点すべて揃っているか。

【選択要件❸】
電気自動車を活用した

充電設備を選択した場合のみ
分電盤回路図及び設置図

分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を増設していることが分かるものか
また必要事項が明記されているものか。

⑧

該
当
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
住
宅
の
み

狭小住宅関連書類
都市部狭小地の住宅の場合

登記事項証明書 申請する住宅の敷地について取得したものであるか。

地積測量図

建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示されたものであるか。

敷地写真 敷地の全景が確認できる写真であるか。

申請する住宅の敷地について取得したものであるか。

都市計画図等

⑪ 印鑑登録証明書（原本）

発行日 交付申請書申請日の日付より３ヶ月以内の原本であるか。

登録者 申請する法人のものであるか。（連名で申請する場合には申請する法人分あるか）

⑫ 提出書類内容チェックリスト
申請書ファイルの背表紙 申請書ファイルに背表紙を付けているか。

チェックの確認 提出書類内容チェックリストにチェック漏れはないか。

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業
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様式第１（交付申請書） １／５ 

平成 年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

-

年 月 日

( ) －

-

-

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

様式第１　交付申請書 平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

住　  所

ふりがな

法人名又は氏名
実
印

１ ５

申　請　者 郵便番号

支 店 名

代表者名等
登

録

印

生年月日

住　  所

電話番号

郵便番号

法人名又は氏名

郵便番号

住　  所

支 店 名

代表者名等
登

録

印

　平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
　　（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）

交付申請書

　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援

事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第４条の規定に基づき、以下のとおり経済産業省からの省エネルギー投資促進に向けた支援補助

金（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る交付の申請をします。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。

支 店 名

代表者名等
登

録

印

法人名又は氏名

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
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様式第１（交付申請書） ２／５ 

( ／ 枚 ）

１.申請する補助事業 ※申請する補助事業にチェックをつけて下さい。（複数チェック不可）

２.補助対象事業の名称

３.補助事業の実施計画

　別添による

４.補助金交付申請予定額

５.事業予定期間

６.役員名簿（別紙１）

　３/５に申請者の役員名簿を作成の上提出すること。

７.暴力団排除に関する誓約事項（別紙２）

　４/５に記載の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

８．交付申請に関する誓約書（別紙３）

　５/５に記載の交付申請に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。

日最終事業完了予定日（複数年度事業） 年 月

日

完了予定日 平成 30 年 月 日

着手予定日 平成 30 年 月

補助対象経費定額 円

補助金交付申請予定額 円

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

補助金交付申請予定額 円

平成３０年度　高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

補助事業に要する経費 円

○○○○○○○　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

補助金交付申請予定額 円

□  平成３０年度　ＺＥＨ＋実証事業

■  平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

□  平成３０年度　高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

記 ２ ５

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
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様式第１（交付申請書） ３／５ 

年 月 日

( ／ 枚 ）

：

（注１）
　申請者が法人又は共同申請者（リース亊業者等）は、役員名簿を提出すること。
　申請者が個人の場合は不要とする。

（注２）
　役員名簿については、氏名カナ（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間は半角で１マス空け）、
　生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、会社名及び役職名を
　記載する。（上記記載例参照）。
　また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

３ ５

役員名簿

法人・団体名等

氏名　カナ 氏名　漢字
生年月日

性別 役職名
和暦 年 月 日

平成

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業別紙１

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
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様式第１（交付申請書） ４／５ 

( ／ 枚 ）

 

以上

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚
偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

(１)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する
　　　法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき
　　　又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は
　　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員
　　　（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

(２)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
　　  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(３)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
　　　あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(４)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
　　　有しているとき

４ ５

暴力団排除に関する誓約事項

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業別紙２

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
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様式第１（交付申請書） ５／５ 

年 月 日

( ／ 枚 ）

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

１. 交付申請

２. 暴力団排除

暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。

３. 交付決定前の事業着手の禁止

交付決定通知書を受領する前に本事業に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。

４. 重複申請の禁止

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。

５. 申請の無効

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。

万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。

６. 個人情報の利用

SIIが取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）に基づいた上で、SIIが開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証の

ための調査・分析、SIIが作成するパンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、

その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提供されることに同意している。

また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用されることに同意している。

７. 申請内容の変更及び取下げ

申請書の提出後に申請内容に変更が発生した場合には、SIIに速やかに報告することを了承している。

万が一、違反する行為が発生した場合は、SIIの指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。

８. 現地調査等の協力

補助対象事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。

９. 事業の不履行等

申請者、手続代行者がSIIに連絡することを怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続できないとSIIが

判断した場合は、当該申請者の申請及び登録を無効とすることができることを理解し、了承している。

10. 免責

SIIは、ＺＥＨビルダー/プランナー、手続代行者、補助対象事業者、その他の者との間に生じるトラブルや

損害について、一切の関与・責任を負わないことを理解し、了承している。

11. 事業の内容変更、終了

SIIは、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。

年 月 日

申請者

申請者本人が署名し実印を捺印すること。（手続代行者の代筆は不可）

法人名

代表者名等
登

録

印

氏名
実
印

法人名

代表者名等
登

録

印

　平成３０年度　省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
　　（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

　　（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）
誓約書

　私は、補助金の交付の申請を一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「SII」という。）に提出するに当たって、また、
  補助対象事業の実施期間内及び完了後においては、下記の事項について誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。

上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印します。

平成

平成

５ ５

本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て承知の上で、申請者、手続代行者の役割及び要件等について確認し、了承している。

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業別紙３

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
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定型様式６－２ 全体概要 １／２ 

定型様式６－２（１／２）

■ビルダー(申請者)情報

■補助対象住宅一覧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

E-mail

ビルダー
/プランナー
登録番号

所属部署

電話番号

No.
事業
年度

区画番号 住宅種別
延床
面積
[㎡]

UA値

[W/m2K]

先進的

再エネ熱等

導入支援

事業の有無

一次エネルギー

消費量削減率

（太陽光発電除く）

[％]

一次エネルギー

消費量削減率
（太陽光発電含む）

[％]

ZEH補助金
申請額

[円]

蓄電システム
補助金

申請額[円]

合計
[円]

分譲地名

プロジェクト名

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

Ｈ３０　戸建分譲ＺＥＨ実証事業　全体概要

会社名 担当者氏名

FAX

携帯番号

地域
区分

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
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定型様式６－２ 全体概要 ２／２ 

定型様式６－２（２／２）

■補助対象事業の内訳

％

％

W/m2K

W/m2K

W/m2K

■補助対象事業の補助金申請費用

■戸建分譲ZEHの普及促進に向けた広報計画

・効率的な省エネ性能評価手法について ・再生可能エネルギーの普及に関するビジネスモデルについて

・広告媒体、掲載項目について

掲載媒体 掲載媒体名 住戸ごとの

一次エネルギー

消費削減率

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

ZEH＋
件数[件]

ZEH
件数[件]

蓄電
システム
件数[件]

先進的
再エネ熱等

導入支援事業
件数[件]

平均一次エネルギー
消費量削減率

（太陽光発電除く）[％]

平均一次エネルギー
消費量削減率

（太陽光発電含む）[％]

最大値

初年度

UA値

平均値

後年度

最小値

ZEH＋
申請金額

[円]

ZEH
申請金額

[円]

蓄電システム
補助金申請額

[円]

合計
（交付申請額）

[円]

計

計

・戸建分譲団地全体のコンセプト

初年度

後年度

住戸の

光熱費削減効果

の訴求

ZEHビルダー/

プランナー実績

・目標の明示

広告掲載

回数、期間

広告掲載

時期

掲載項目の有無

申請住戸全体の

一次エネルギー

消費削減率

ZEHに

関する

説明

快適性・健康面

に関する言及

BELS評価

の訴求
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定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 １／３ （ＺＥＨ支援事業に類するもの） 

１.補助対象住宅の概要

〒 －

㎡

□ □ □ □ ％

２.床面積

３.断熱性能

４.費用の判定

５.他の補助金の申請状況

他の補助金等に申請している、または申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること

□ 平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業 □ 平成３０年度　地域型住宅グリーン化事業に関する評価事業を実施する者に対する

□ 平成３０年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業 補助事業

□ 平成３０年度　次世代省エネ建材支援事業 □ 平成３０年度　「燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金」

□ サステナブル建築物等先導事業 □ その他 （ ）

６.ＺＥＨビルダー/プランナー情報

７.手続代行者情報

手続代行担当者は申請内容に関する問合せ等で確実に対応できる実務担当者の連絡先を記入すること。

手続代行者を介さない交付申請者は問合せ等に確実に応じることができるよう申請者本人の連絡先を必ず記入すること

〒 －

( ) － ( ) －

( ) －

建設予定地
都道
府県

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

定型様式１－２（１／３）

実施計画書

分譲地名

市区
町村

区画番号

ＺＥＨの種別

都市部
狭小地 □ 敷地面積 用途地域 北側斜線

建築区分 地域区分
年間日射
地域区分

多雪地域 □

削減率

階数 １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ 合計（㎡）

うち
主たる居室（㎡）

工法　該当工法に■をつける
木造
（軸組構法）

木造
（枠組壁工法）

Ｓ造 ＲＣ造
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

導入する場合は■をつける

冷房期平均日射熱取得率（ηAC ）
（小数点第一位まで、二位以下切上げ）

再生可能エネルギーを加えた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

□

0.00

外皮平均熱貫流率（ＵＡ）
（小数点第二位まで、三位以下切上げ）

再生可能エネルギーを除いた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

％削減

（注）吹抜等の仮想床を含んだ面積
を小数点第二位まで記入すること。
三位以下四捨五入

床面積（㎡） 0.00

合計
（円）

床面積１㎡あたりの金額
（万円/㎡）

上限金額
（万円/㎡）

判定断熱外皮（断熱材）
（円）

％削減

断熱外皮（開口部）
（円）

設備機器
（円）

補助対象経費の仕様 外皮仕様事前登録番号

手続代行会社名 支店名

0.00

ビルダー/プランナー

登録番号
グループ番号

0 0 0 0

ビルダー/プランナー

登録名称

所　属 担当者氏名

住　所
都道
府県

市区
町村

電話番号 ＦＡＸ番号

@

携帯電話番号

Ｅ-ＭＡＩＬ

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうち戸建分譲ＺＥＨ実証事業） 

184 

定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 ２／３ （ＺＥＨ支援事業に類するもの） 

８.住宅の高断熱外皮

外皮仕様事前登録

（１）導入する断熱材の仕様情報及び費用を記入

複数の仕様が混在する場合は、施工面積の大きいものから順に２種類まで記入すること。

断熱材を重ねて施工する場合は「100×3」「100+60」など構成が分かるように記入すること。

円

（１）導入する開口部の仕様情報及び費用を記入（費用は玄関ドア除く）

円

・（Ａ）は床面積あたりの自動計算になります。
・（Ｂ）は床面積あたりの自動計算になります。

・（Ａ）+（Ｂ）は床面積あたりの自動計算になります。

（A+Ｂ）
補助対象費用

合計[円]

円/㎡

部位 メーカー名 建具の仕様 断熱の仕様または製品名
熱貫流率
（W/㎡K）

玄関
ド　ア

窓の箇所数 円/㎡

部位 （主たる窓の）メーカー名 （主たる窓の）建具の仕様 （主たる窓の）ガラスの仕様
熱貫流率
[W/㎡K]

（Ｂ）補助対象費用
玄関ドアを除く開口部

（円）

窓

（オーバーハング、ピロティ等）
円/㎡

水平部

外気に接する床

土間

玄関等
（土間収納等）

垂直部

水平部

浴室
垂直部

（階間部・界壁等）

床断熱

外壁

一般部
充填断熱

熱的境界部位
断熱材の仕様

（Ａ）
補助対象費用
断熱材（円）

断熱材の仕様（製品名） 厚さ（mm）

屋　根
（一般部、バルコニー下等）

外張断熱

天　井

基礎断熱
垂直部

水平部

定型様式１－２（２／３）

ビルダー/プランナー

登録番号

外皮仕様
事前登録番号

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
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定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 ３／３ （ＺＥＨ支援事業に類するもの） 

９.住宅の設備仕様　

① 空調設備

Ⅰ．個別エアコン （事業完了時に住宅に設置するエネルギー消費効率の区分「い」の機器を記入すること。）

（補助対象費用の計上もエネルギー消費効率の区分「い」のみ）

Ⅱ．ヒートポンプ式セントラル空調システム

Ⅲ．温水式暖房（床暖房、パネルラジエーター等）　暖房専用熱源機か兼用熱源機かを選択すること

② 換気設備　　 （24時間換気に使用する全ての換気設備を記入すること）

③ 給湯設備 　（セット型番があるものは、セット型番で記入すること）

　複数設置する場合、補助対象費用へ記入する設備価格はエネルギー計算に用いた１台分を記入すること

（注）　燃料電池（エネファーム）の場合は、種類／メーカー名／型番のみを記入すること。また費用の記入は不要とする。

（注）　ガスエンジン給湯機（エコウィル）の場合は、発電ユニットの総合効率をガスのエネルギー消費効率欄に記入すること

④ 太陽光発電システム

⑤ エネルギー計測装置（HEMS本体）　（こちらに記入した情報は、実績報告書の提出時に添付する保証書の型番と一致させること。）

（注）　計測データの収集・蓄積・出力等を管理している機器の型番を記入すること。

⑥ 蓄電システム

１０.Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

登録システム番号

メーカー名 型番

設置の有無該当する方に■をつける ■ 有 □ 無

合計 0.000

補助対象費用
設備　（円）

（Ａ）+（Ｂ）+（Ｃ）+（Ｄ）+（Ｅ）

0

円/㎡

メーカー名 型番
設置

枚数（枚）
公称最大出力（Ｗ） 公称最大出力の合計(kW)

ガス ハイブリッド
年間給湯

（保温）効率

追焚保温

(有/無）

エネルギー

消費効率(%)

中間期

COP

給湯部

熱効率(%)

比消費電力合計 W/(㎥/h)

種類 メーカー名 型番

効率
（Ｅ）

補助対象費用
給湯設備　（円）

電気

種類 メーカー名 型番
温度（顕熱）

交換効率(%)

消費電力

(W)

換気風量

(㎥/h)

比消費電力

[W/(㎥/h)] 台数
（Ｄ）

補助対象費用
換気設備　（円）

暖房部

熱効率

(%)

（Ｃ）
補助対象費用

空調設備Ⅲ　（円）

設置

場所 放熱機の種類 熱源機の種類
専用
兼用 メーカー名 型番

定格暖房

能力(kW)

定格暖房

消費電力

(W)

暖房
COP

（Ｂ）
補助対象費用

空調設備Ⅱ　（円）
定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

設置場所 メーカー名 型番
暖房 冷房

定型様式１－２（３／３）

設置場所 メーカー名 型番
エネルギー消費

効率の区分
台数 （Ａ）

補助対象費用
空調設備Ⅰ（円）
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定型様式２－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 交付申請額算出表 （ＺＥＨ支援事業に類するもの） 

■補助対象住宅

戸建住宅の補助金算出（一戸あたりの定額　ZEH：７０万円）

円

■補助対象蓄電システム

     １．設備情報

kWh　（Ⅰ）

年
目標

価格
円　（Ⅱ）

円　（Ⅰ）　×　（Ⅱ）

    ２．補助対象費用の算出（見積金額）

円

定型様式３-１　蓄電システム見積書の補助対象費用小計（Ａ）を記入してください。

※保証年数に応じて定められた目標価格以下でないと申請できません（P30参照）

円

    ３．補助金の算出：初期実効容量１kWhあたり３万円

kWh
円

    ４．③、④のいずれか低い金額（上限金額　ZEH：３０万円）

円

■合計

円

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

定型様式２－２

交付申請額算出表

戸建住宅の補助金申請額 700,000 ①

リースの利用 □

メーカー名

パッケージ型番 ○○○○○○

○○○

初期実効容量 7.2 kWh

蓄電容量 8.0

144,000

PCSの定格出力 7.2 kW

申請可能な導入価格の上限額 1,152,000

保証年数 12

PCSのタイプ 専用

補助対象費用 1,000,000 ②

補助対象費用の１/３ 333,333 ③＝②の1/3

補助金交付申請予定額
　（様式第１に転記されます）

916,000 ⑥＝①+⑤

初期実効容量 7.2 216,000 ④

蓄電システム導入補助金申請額 216,000
⑤＝③or④の
　　いずれか低い金額
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定型様式３－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 蓄電システム 見積書 （ＺＥＨ支援事業に類するもの） 

　　　　　　合計　（税込） 1,404,000

その他費用　小計　（Ｂ）（税抜） 300,000

　　　　　　中計　（Ａ）+（Ｂ）　（税抜） 1,300,000

消費税 104,000

補助対象費用　小計　（Ａ）（税抜） 1,000,000

補
助
対
象
外
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

設置工事費等 1 式 300,000 300,000

補
助
対
象
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ 1 式 1,000,000 1,000,000

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

定型様式３－２

蓄電システム　見積書

〒○○○-○○○○
○○○○株式会社

工事名称 ○○　○○邸新築工事

納入場所
〒○○○-○○○○
○○県○○市○○○町○○○ー○

見積金額 ¥1,404,000 （税込）

印

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証
事
業
 

先
進
的
再
エ
ネ
熱
等
導
入
支
援
事
業
 

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ
実
証
事
業
 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
 



平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業のうち戸建分譲ＺＥＨ実証事業） 

188 

定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 １／３ （ＺＥＨ＋実証事業に類するもの） 

１.補助対象住宅の概要

〒 －

□ □ □ □ ％

□ 外皮性能の更なる強化 □ 高度エネルギーマネジメント □ 電気自動車を活用した充電設備

２.床面積

３.断熱性能

４.他の補助金の申請状況

他の補助金等に申請している、または申請予定の場合はその補助金等の名称を記入すること

□ 平成３０年度　先進的再エネ熱等導入支援事業 □ 平成３０年度　地域型住宅グリーン化事業に関する評価事業を実施する者に対する

□ 平成３０年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業 補助事業

□ 平成３０年度　次世代省エネ建材支援事業 □ 平成３０年度　「燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金」

□ サステナブル建築物等先導事業 □ その他 （ ）

５.ZEHビルダー/プランナー情報

６.手続代行者情報

手続代行担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当者の連絡先を記入すること。

手続代行者を介さない交付申請者は問合せ等に確実に応じることができるよう申請者本人の連絡先を必ず記入すること

〒 －

( ) － ( ) －

( ) －

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

@

携帯電話番号

Ｅ-ＭＡＩＬ

市区
町村

電話番号 ＦＡＸ番号

住　所
都道
府県

手続代行会社名 支店名

所　属 担当者氏名

ビルダー/プランナー
登録番号 グループ番号

ビルダー/プランナー
登録名称

冷房期平均日射熱取得率（ηAC ）
（小数点第一位まで、二位以下切上げ）

再生可能エネルギーを加えた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

％削減

0.00

外皮平均熱貫流率（ＵＡ）
（小数点第二位まで、三位以下切上げ）

再生可能エネルギーを除いた、基準一次エネルギー消費量からの
一次エネルギー消費量削減率（小数点第一位まで、二位以下切捨て）

％削減

（注）吹抜等の仮想床を含んだ面積
を小数点第二位まで記入すること。
三位以下四捨五入

床面積（㎡） 0.00

うち
主たる居室（㎡）

選択要件
導入する要件に■をつける

階数 １Ｆ ２Ｆ ３Ｆ 合計（㎡）

ＺＥＨの種別

工法　該当工法に■をつける
木造
（軸組構法）

木造
（枠組壁工法）

Ｓ造 ＲＣ造
Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

導入する場合は■をつける
□ 削減率

区画番号

定型様式１－２（１／３）

実施計画書

市区
町村

建築区分 地域区分
年間日射
地域区分

多雪地域 □

建設予定地
都道
府県

分譲地名
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定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 ２／３ （ＺＥＨ＋実証事業に類するもの） 

７.住宅の高断熱外皮

外皮仕様事前登録

（１）導入する断熱材の仕様情報を記入

複数の仕様が混在する場合は、施工面積の大きいものから順に２種類まで記入すること。

断熱材を重ねて施工する場合は「100×3」「100+60」など構成が分かるように記入すること。

（１）導入する開口部の仕様情報を記入

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

部位 メーカー名 建具の仕様 断熱の仕様または製品名
熱貫流率
（W/㎡K）

玄関
ド　ア

窓

窓の箇所数

（オーバーハング、ピロティ等）

部位 （主たる窓の）メーカー名 （主たる窓の）建具の仕様 （主たる窓の）ガラスの仕様
熱貫流率
[W/㎡K]

水平部

外気に接する床

土間

玄関等
（土間収納等）

垂直部

水平部

浴室
垂直部

基礎断熱
垂直部

水平部

（階間部・界壁等）

床断熱

外壁

一般部
充填断熱

外張断熱

（一般部、バルコニー下等）

天　井

熱的境界部位
断熱材の仕様

断熱材の仕様（製品名） 厚さ（mm）

屋　根

ビルダー/プランナー

登録番号

外皮仕様
事前登録番号

定型様式１－２（２／３）
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定型様式１－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 実施計画書 ３／３ （ＺＥＨ＋実証事業に類するもの） 

８.住宅の設備仕様　

① 空調設備

Ⅰ．個別エアコン （事業完了時に住宅に設置するエネルギー消費効率の区分「い」の機器を記入すること。）

Ⅱ．ヒートポンプ式セントラル空調システム

Ⅲ．温水式暖房（床暖房、パネルラジエーター等）　暖房専用熱源機か兼用熱源機かを選択すること

② 換気設備　　 （24時間換気に使用する全ての換気設備を記入すること）

③ 給湯設備 　（セット型番があるものは、セット型番で記入すること）

　複数設置する場合、補助対象費用へ記入する設備価格はエネルギー計算に用いた１台分を記入すること

（注）　燃料電池（エネファーム）の場合は、種類／メーカー名／型番のみを記入すること。また費用の記入は不要とする。

（注）　ガスエンジン給湯機（エコウィル）の場合は、発電ユニットの総合効率をガスのエネルギー消費効率欄に記入すること

④ 太陽光発電システム

⑤ エネルギー計測装置（HEMS本体） 　（こちらに記入した情報は、実績報告書の提出時に添付する保証書の型番と一致させること。）

（注）　計測データの収集・蓄積・出力等を管理している機器の型番を記入すること。

⑥ 蓄電システム

９.Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム

定型様式１－２（３／３）

型番
エネルギー消費

効率の区分
台数設置場所

定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

定格能力

(kW)

定格消費

電力(W)
COP

設置場所 メーカー名 型番
暖房 冷房

メーカー名

暖房部

熱効率

(%)

設置

場所 放熱機の種類 熱源機の種類
専用

兼用 メーカー名 型番
定格暖房

能力(kW)

定格暖房

消費電力

(W)

暖房
COP

種類 メーカー名 型番
温度（顕熱）

交換効率(%)

消費電力

(W)

換気風量

(㎥/h)

比消費電力

[W/(㎥/h)] 台数

ガス ハイブリッド
年間給湯

（保温）効率

追焚保温

(有/無）

エネルギー

消費効率(%)

中間期

COP

給湯部

熱効率(%)

比消費電力合計 W/(㎥/h)

種類 メーカー名 型番

効率

電気

メーカー名 型番
設置

枚数（枚）
公称最大出力（Ｗ） 公称最大出力の合計(kW)

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

登録システム番号

設置の有無該当する方に■をつける □ 有 □ 無

合計 0.000

メーカー名 型番
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定型様式２－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 交付申請額算出表 （ＺＥＨ＋実証事業に類するもの） 

■補助対象住宅

戸建住宅の補助金算出（一戸あたりの定額　ZEH＋：１１５万円）

円

■補助対象蓄電システム

     １．設備情報

年
目標

価格
円　（Ⅱ）

円　（Ⅰ）　×　（Ⅱ）

□ ECHONET Lite AIF認証を取得している

□ ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release　Ｈ以降に準拠している

    ２．補助対象費用の算出（見積金額）

円

定型様式３-１　蓄電システム見積書の補助対象費用小計（Ａ）を記入してください。

※保証年数に応じて定められた目標価格以下でないと申請できません（P30参照）

円

    ３．補助金の算出：初期実効容量１kWhあたり３万円

kWh
円

    ４．③、④のいずれか低い金額（上限金額　ZEH+：４５万円）

円

■合計

円

補助対象費用の１/３ 333,333 ③＝②の1/3

補助金交付申請予定額
　（様式第１に転記されます）

1,366,000 ⑥＝①+⑤

初期実効容量 7.2 216,000 ④

蓄電システム導入補助金申請額 216,000
⑤＝③or④の
　　いずれか低い金額

申請可能な導入価格の上限額 1,152,000

ＺＥＨ＋実証事業の選択要件にて❷高度エネルギーマネジメントを選択した場合のみ
下記の条件を確認した上で□にチェックを入れること。

補助対象費用 1,000,000 ②

PCSのタイプ 専用

PCSの定格出力 7.2 kW

144,000

初期実効容量 7.2 kWh

蓄電容量 8.0 kWh　（Ⅰ）

保証年数 12

リースの利用 □

メーカー名

パッケージ型番 ○○○○○○

○○○

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

定型様式２－２

交付申請額算出表

戸建住宅の補助金申請額 1,150,000 ①
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定型様式３－２ 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 蓄電システム 見積書 （ＺＥＨ＋実証事業に類するもの） 

　　　　　　合計　（税込） 1,404,000

その他費用　小計　（Ｂ）（税抜） 300,000

　　　　　　中計　（Ａ）+（Ｂ）　（税抜） 1,300,000

消費税 104,000

補助対象費用　小計　（Ａ）（税抜） 1,000,000

補
助
対
象
外
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

設置工事費等 1 式 300,000 300,000

補
助
対
象
費
用
の
算
出

名称 数量 単位 単価 金額 備考

○○○ 1 式 1,000,000 1,000,000

平成３０年度　戸建分譲ＺＥＨ実証事業

定型様式３－２

蓄電システム　見積書

〒○○○-○○○○
○○○○株式会社

工事名称 ○○　○○邸新築工事

納入場所
〒○○○-○○○○
○○県○○市○○○町○○○ー○

見積金額 ¥1,404,000 （税込）

印
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申請書提出先及び問合せ先 

申請書提出先及び問合せ先 ５ 

（１）提出先 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェッ
クをした上で梱包等に貼り付けて提出してください。 
複数の申請書をまとめて一口で提出する場合は、申請書数も明記してください。複数の個口に分けて提出する場合
は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、申請書の提出先は、事業によって異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 
 

（２）発送の注意事項 

① 他の事業の「申請書提出先シート」使いまわし等により、提出先に間違いがある場合は申請書を受理できない 
  ので注意してください。 
 

② ＳＩＩから申請者に対して、申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
 

③ 必ず配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 

④ 申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱い 
  で発送できないので、注意してください。 
 

⑤ 申請書の持ち込みは受理しないので注意してください。 

（３）問合せ先 

ＴＥＬ： ０３－５５６５－４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
※ 上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の問合せ先に 
  ご連絡ください。 

上記は、平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 の提出先を示したものです。 
提出先は事業によって異なりますので、各事業の「申請書提出先及び問合せ先」ページをご確認ください。 

申請書提出先シート 

使用例 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                               申請係 『平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業』 

件 
申請
書数 

会社名                          

担当者氏名               電話番号               

複数申請書を同封の場合 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

申請書同梱数 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                               申請係 『平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業』 

件 
申請
書数 

複数申請書を同封の場合 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 交付申請書 
□ その他の書類 

保存 

会社名   ●●●●ハウス             

担当者氏名  ○○ ○○    電話番号 ○○- ○○○○ - ○○○○  

✔ 
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各補助事業の詳細は、SIIホームページをご覧下さい 

 

環境省ZEH 

https://sii.or.jp/moe_zeh30/ 
 
 

 

経済産業省ZEH 

https://sii.or.jp/meti_zeh30/ 
 
 

「ZEH支援事業」・「先進的再エネ熱等導入支援事業」 

TEL 03-5565-4030 【受付時間】 平日 10:00～17:00 TEL 03-5565-4081 【受付時間】 平日 10:00～17:00 

「ZEH＋実証事業」・「戸建分譲ZEH実証事業」 
「ZEHビルダー/プランナー登録」 




